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はじめに

座談会テーマの背景

森山　今回の座談会のテーマは，「自動車用燃
料の低炭素化に関する取り組み」ついてです
が，次世代自動車の普及導入について造詣が
深い大聖先生とバイオ燃料の事業や技術開発
に携わってこられた有識者をお招きして，運

座　談　会

自動車用燃料の低炭素化に関する取り組み
〜運輸部門のカーボンニュートラル化に向けたバイオ燃料の寄与〜

大聖　泰弘 早稲田大学　名誉教授

輸部門のカーボンニュートラル化に向けたバ
イオ燃料の寄与について議論していきたいと
思います。
　「第５次エネルギー基本計画」（2018 年）で
も，電源に関して再生可能エネルギー（再エ
ネ）の主力電源化が謳われています。しかし，
2050 年にカーボンニュートラルを達成するに
は，エネルギー転換部門（発電部門）のみな
らず，運輸部門も二酸化炭素（CO2）を削減
する必要があります。
　図１左に示しますように， CO2 の直接排出
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量は，エネルギー転換部門，産業部門，運輸
部門の順となっています。また，世界の排出
量削減に向けた取り組みの流れは，表１のよ
うになっています。特に，わが国では，2020
年に「2050 年カーボンニュートラル宣言」が
出され，2021 年には，CO2 排出量を 2030 年
度に 2013 年度比 46％削減するという目標が
掲げられました。
　カーボンニュートラルとは，どうしても
CO2 を排出しなければならない分は，他のと
ころで CO2 を吸収したり削減したりして，社
会全体として差し引きゼロ，正味ゼロ（ネッ
トゼロ）にするということです。図１右に示
しますように，日本の CO2 の間接排出量は，

産業部門で 34％，運輸部門でも約２割弱の
18.6％です。その取り組みとして，現在，電
気自動車（EV）やハイブリッド車（HV），プ
ラグインハイブリッド車（PHV），燃料電池
車（FCV）などの次世代自動車で，運輸部門
の一部電化も進められています。表２に示し

季報エネルギー総合工学

図 1　日本の部門別 CO2 排出量

出所：全国地球温暖化防止活動推進センター（JCCCA）

表 1　運輸部門の低炭素・脱炭素・カーボンニュートラルに向けた動向

COP3（京都会議）にて京都議定書；温暖化に対する国際条約が制定

経済産業省「自動車産業戦略 2014」では，2020 年度，2030 年度における次世代
自動車の普及目標を定めた

COP21（パリ会議）にてパリ協定；世界全体の温室効果ガス排出量削減のための方
針と長期目標の設定

パリ協定に先立って，提出された日本の約束草案では，温室効果ガスの排出量を
2030 年度に 2013 年度 26.0％削減

運輸部門については，CO2 排出量 2013 年度 2.25 億トン→2030 年度 1.63 億トン
（27－28％減）

10月の菅内閣総理大臣による「2050 年カーボンニュートラル宣言」

４月　菅内閣総理大臣　日本の 2030 年度における温室効果ガス削減目標を引き上
げると発表。2030 年度の排出量を 2013 年度比で 46％削減

経済産業省　12月「2050 年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略」

1997 年

2014 年

2015 年

2020 年

2021 年

HV
EV・PHV
FCV

2020年
80％以上
20％未満
10～15％
５～10％
僅か

2030年
60～70％
３０～40％
20～30％
10～20％
１％

2020年
50～80％
５０～70％
20～30％
15～20％
～１％

2030年
30～50％
5０～70％
30～40％
20～30％
～3％

民間努力ケース 政府目標
車種※

従来車
次世代自動車

※HV:ハイブリッド車　EV:電気自動車　PHV:プラグインハイブリッド車　FCV:燃料電池車

表 2　運輸部門の低炭素・脱炭素・カーボン 
         ニュートラルに向けた動向

（出所：『次世代自動車戦略 2010』『自動車産業戦略 2014』）
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ますように，政府と民間とそれぞれ目標値が
掲げられ，2030 年に向け，次世代自動車を増
やして運輸部門の低炭素化を狙っています。
　ただ，運輸部門のエネルギーが電気に替わ
るとしても，その電気を作るのにどのぐらい
CO2 が排出されるかによってカーボンニュー
トラルの達成も変わってきます。図２にある

ように，CO2 排出量の排出係数は，2019 年で
0.444kg/kWh です。2030 年の目標は 0.37 kg/
kWh ですが，それでもまだ排出する CO2 に
ついても削減のために色々な策を考えていか
なければいけません。
　最後に，図３にあるとおり，2021 年３月に
石油業界のカーボンニュートラルに向けたビ

第 44 巻 第２号（2021）

図２　発電に伴う CO2 排出量等の推移

出所：日本原子力文化財団「エネ百科」

図３　石油業界のカーボンニュートラルに向けたビジョン（目指す姿）

出所：石油連盟（2021）
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ジョンが出されました。2030 年，2050 年に
向けて，バイオ燃料も使っていくし，エンジ
ンの燃費向上，さらに合成燃料や e-fuel（CO2

と水素で作る合成燃料）も使って CO2 削減を
してくというビジョンです。
　以上を背景に，運輸部門の CO2 排出をどう
削減していくのか。燃料側の話，それを使う
自動車など輸送機器側の話もあると思います。
そういったことについて，今回お集まり頂い
た有識者の方々からご意見なり取り組み状況
の紹介なりを頂いて，意見交換できたらと思っ
ています。

運輸部門での CO2 削減の論点

森山　まず，大聖先生から運輸部門の CO2 削
減に向けた全体的な取り組みについて，最初
に自己紹介を含めてお願いいたします。

次世代自動車による排出削減

大聖　私は学生の頃から主にエンジンの燃焼
や燃費改善，排出ガス低減の研究を行ってき
ました。1990 年頃から，エンジンだけでは将
来立ち行かないのではないかということで，
次世代自動車といわれる電動化した車やシス
テムなども研究対象に加え，企業の協力を得
てそれらの試作や性能評価をやってきました。
　実は，運輸部門の CO2 排出の 86％は自動
車で占められています。そこで，運輸部門の
CO2 削減の主要な対策は自動車の低炭素化・
脱炭素化だと思っています。
　その中で何が技術としてあるか。まず，エ
ンジンの燃費向上技術があります。それによっ
て今後 10 年ぐらいの間に，２割から３割ぐら
い燃費が改善され，飽和域に達するものと見
ています。そうすると，例えば，HV などでは，
そのまま比例的に燃費が改善されることにな
ります。次に，PHV という選択肢があります。

（公社）自動車技術会という学会での議論では，
将来の電動化の中で HV と EV の「橋渡し役」，
あるいは EV と共存するのは，PHV ではない
かと予測しています。これの特徴は，搭載す
るバッテリーの量が EV の数分の１で済み，
家庭でも気軽に充電できます。PHV で１日に
何百キロも走るということは，日常生活では
考えられませんので，利便性を考えても，そ
うなるのではないかということです。バッテ
リーは，コバルト，リチウム，ニッケルといっ
た希少な資源を使いますから，そういった資
源の節約にもなると考えています。

長期的な取り組み

〜水素，モーダルシフト，CCS，CCUS 〜

大聖　それから，やはり水素は長期的に取り
組まなければならない燃料だと思っています。
様々なソースから作れるという面はあります
が，自動車用燃料として使うには，大幅な低
コスト化や充填ステーションの配置などの解
決すべき課題があります。
　では，自動車分野でそういった新しい技術
を総動員してカーボンニュートラルになるか
というと，どう計算してもならない訳です。
冒頭，森山さんがおっしゃったように，材料
の製造や生産面での工夫，リサイクルなどを
やってもまだゼロにはなりません。では，ど

季報エネルギー総合工学

大聖　泰弘 氏
早稲田大学　名誉教授
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うしたらゼロになるか。やはり，車の利用の
あり方を見直すとか，「モーダルシフト」で鉄
道などをさらに活用するとかです。さらには，
究極的には炭素回収貯留（CCS）とか炭素回
収利用貯留（CCUS）があります。炭素排出
に価格をつけて排出削減へ誘導する「カーボ
ンプライシング」といった考え方も取り入れ
て行かなければならないのではないかと思っ
ています。

輸送用に

セルロース系エタノールなどの

カーボンニュートラル燃料を

坂西　産業技術総合研究所（産総研）の坂西
です。私自身のバックグランドは，石炭液化
とか重質油アップグレーディングの研究です。
1990 年代から輸送用燃料の石油依存の低減と
いうことで取り組んできました。1973 年のオ
イルショックで原油価格が高騰した時，まだ
日本でも石炭を掘っていたので，国内外の石
炭を液化して石油代替・脱中東依存をしよう
ということも研究の背景にありました。
　1999 年に私が九州大学から資源環境技術総
合研究所（資源環境研）に移籍した時は，重
質油アップグレーディングということで，ブ
ラジルのマリーム，メキシコのマヤ，カナダ
のタールサンドとか非在来型の超重質油をガ
ソリン・軽油にして石油代替していくという
研究を行いました。
　その後，再生可能な生物由来の有機性資源

（バイオマス）の利活用を促進しようという「バ
イオマス・ニッポン総合戦略」（2002 年）と
の関連で，2003 年に産総研・中国センターに
設立された「循環バイオマス研究ラボ」（2005
年にバイオマス研究センターに改組）に移っ
た時は，非食用である草本系バイオマスから
のセルロース系エタノール，廃棄物からの
BTL（ガス化経由によるディーゼル燃料）と
いう自動車用燃料を想定したバイオ燃料の研
究に従事していました。

　2012 年ぐらいまで，産総研・中国センター
で，王子製紙㈱とか ENEOS ㈱と一緒にセル
ロース系エタノールの研究をしていました。
NEDO（新エネルギー・産業技術総合開発機構）
の「セルロース系エタノール革新的生産シス
テム開発プロジェクト」では，海外のユーカ
リ等の紙パルプ原料の林地残材を活用して海
外生産していけば，40 円 /ℓの目標を達成で
きるところまで行き着きました。ブラジル産
エタノールの CIF 価格（入着価格）が 70 円 /
ℓぐらいですから，それを東南アジアで作れ
ば，価格競争力もあります。
　東日本大震災後の 2012 年，固定価格買取制
度（FIT）で発電への再エ大量導入促進策が
始まったのを契機に，木質系バイオマスや廃
棄物を発電利用しようということなり，輸送
用燃料を作る優先順位が下がりました。
　大聖先生からもありましたように，2050 年
のカーボンニュートラルを目指していく上で
は，エタノールやバイオディーゼルをカーボ
ンニュートラル燃料として輸送用燃料に使っ
ていくことが大事だと思います。2019 年６月
に策定された「カーボンリサイクル技術ロー
ドマップ」では，ジェット燃料や船舶用燃料
のカーボンニュートラル化で，バイオマスを
活用する研究が出てきました。ATJ（アルコー
ル・トゥ・ジェット）という研究ですが，積
水化学工業㈱と米ランザテック社が，廃棄物
からバイオ変換でエタノールを作り，それを
エチレン経由でバイオケミカルにしていく開
発を進めています。

エタノールの復権

澤　私は 20 年ぐらいバイオ燃料に携わってい
ます。私は三菱商事㈱在籍時に，産総研の外
部評価委員を約８年やらせて頂きました。そ
の後，2016 年 7 月，日本環境エネルギー開発
株式会社（NEED）を設立して，現在，私自
身バイオマスエネルギーのコンサルタントを
やっています。

第 44 巻 第２号（2021） 季報エネルギー総合工学
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　エタノールとの関連では，2019 年 12 月か
らアメリカ穀物協会のアドバイザーをやらせ
て頂いております。実は，10 年ぐらい液体バ
イオ燃料の仕事から離れていたのですが，10
年ぶりにエタノールの仕事に携わりました。
そのプロモーションもやっております。2020
年 12 月 3 日に，今日おいでの坂西さんが議長
を務められた「第 15 回再生可能エネルギー世
界展示会」（RE2020）で，私と浜本さんで講
演をしました。その時の講演会のタイトルは
主催者側でつけられた，「エタノールの復権」
という非常にアグレッシブなものでしたが，
特段ご批判を受けることはありませんでした。
　その後，今年の 1 月 29 日，バイオマス関連
で，石油学会に２つの政策提言をいたしまし
た。私は，液体燃料から離れていた 10 年間
はバイオマス発電の仕事をやっていましたの
で，石油学会での提言の１つは，CO2 削減で
石炭火力をバイオマス発電に転換するという
こと，もう１つは，EV や FCV などによる運
輸部門の電動化後も残る内燃機関（エンジン）
の CO2 削減策としてのエタノールなどバイオ
燃料を使用するということでした。
　私は，早稲田大学・理工学部機械工学科出
身ですので，大聖先生のところともご縁があ
りまして，今日の座談会に参加させて頂いた
という次第です。

トウモロコシからガソリン消費量 10％相当の

エタノール生産を達成したアメリカ

浜本　アメリカ穀物協会の浜本と申します。
アメリカ穀物協会の日本事務所も協会本部（ワ
シントン DC）も 60 年の歴史があります。ア
メリカからの飼料穀物，特にトウモロコシの
輸入促進をやって来まして，今の日本の畜産
業の基礎作りのお手伝いをさせて頂いてきた
と思っています。
　今から 20 年ほど前，アメリカではトウモロ
コシをエタノールの原料にする政策が始まり
ました。今，全米で売られているガソリンの

10％に相当する量はエタノールを利用しなさ
いという基準があって，その基準に沿ってエ
タノールが利用されています。アメリカのエ
タノール製造産業としては，国内ガソリン消
費量の 10％に相当する量は既に混合されてい
ることを背景に，海外での利用も広めたいと
いうことになりました。それにはエタノール
の輸出促進をするところが必要だということ
で，アメリカ穀物協会に「白羽の矢が立った」
という次第です。原料トウモロコシの輸出を
促進している協会であれば，派製品であるエ
タノールの輸出促進もということで，2015 年
ぐらいからやってきました。それで，アメリ
カ穀物協会がエネルギーと関係することに
なった訳です。
　私はもともと微生物学を研究していて，
1989 年，カリフォルニア大学デイビス校に在
外研究員として行った時に，米国エネルギー
省の予算で，カリフォルニアの稲藁からのエ
タノールの生産について研究しました。微生
物学者の立場から，「これは難しい。そんなに
簡単にできないだろう」と思いました。2015
年にエネルギーの世界に戻ってみたら，その
研究はまだ技術開発の途中でしたが，技術革
新のスピードは日増しに速くなっていますの
で，エタノールも「第二世代」の草本系など
の原料から作れるようになってくると思って
います。

次世代自動車導入が進む中での

エタノールの役割

横山　私は学生時代にオイルショックを経験
しました。その頃，社会的に大きな混乱があっ
て，「将来，研究者として生きる場合，石油に
替わるものを作りたい」とぼんやり考えてい
ました。
　その後，当時の工業技術院（現産総研）に
職を得ました。入ってから３年ぐらい後に，
木材や草本系のバイオマス研究に取り組みま
して，ガス化や高温高圧処理する液化反応に
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よる重油相当の油を作る研究をしました。特
に，下水汚泥とかの廃棄物を原料として，重
油相当の燃料を作る研究に従事してきました。
　バイオマスは当時から「カーボンニュート
ラル」と言われていましたので，CO2 削減の
方策に関わる研究にも携わってきました。車
は，将来，EV や FCV に転換していくのでしょ
うが，当面の相当長い間，内燃機関で動く車
が健在なのですから，その中でエタノールの
果たす役割はまだあるのではないかという立
場で最近は仕事をしています。

論点を巡る意見交換

時間軸による論点整理

アメリカで進むエタノール導入／エタノール

の復権／食糧競合しないエタノール／

モーダルシフト

森山　皆さんからのお話で頂いたキーワード
を考えます。大聖先生の将来的な FCV やモー
ダルシフトという話，浜本さんのトウモロコ
シから作るエタノールの話，坂西さんのセル
ロース系エタノールの話。「時間軸」というの
が大事なのではないかと思います。今すぐに，
水素のインフラが整って大量に FCV が街中
を走る状況が来るかというとそういう訳では
ありません。内燃機関が残っているところで，
CO2 削減するために今できるアクションと，
インフラ整備含めて考えていかなければなら
ない将来のアクションとは，時間軸で整理し
ていくのが大事だと思います。
　時系列で順に考えますと，まず，アメリカ
で大量に 10％エタノールが導入されていると
いう浜本さんの話。次に，電動化後でも残る
内燃機関にどれぐらいのエタノールを入れて
いくかという澤さんの話。もう少し進むと，
坂西さんからあった，食糧と競合しないセル
ロース系エタノールの話と CO2 をどううまく

使っていくかというカーボンリサイクルの話。
そして，皆さんの生活を変えるという意味で，
大聖先生が言われたモーダルシフトや EV，
FCV も含めた資源の節約の話があります。
　よく「自動車用のエネルギーには何がいい
か」と言った時に，時間軸をごちゃまぜにして，

「CO2 出さないから EV がいいんだ」とか「水
素がいい」という声を聞きます。それに対し
て「その場では出さないかも知れないけれど
も，エネルギー転換時に排出している」とか「将
来は再生可能エネルギーで CO2 フリーの水素
を作る」という話もありますが，そこは時間
軸で整理していくことが重要だと感じます。
　では，時間軸で少し近い方から，「今実現さ
れているもの」「もう少しで実現しそうなもの」
として，バイオ燃料，エタノールについてです。
横山先生は，バイオ燃料，エタノールをガソ
リンに入れる効果を検証されていると思いま
すが，そこの知見を頂けますでしょうか？

運輸部門の CO2 削減効果大の E10 導入

横山　現在，日本のガソリンには，約 83 万㎘
（原油換算 50 万㎘）のエタノールが入ってい
ます。実際には，直接ブレンドではなく， E3

（エタノール３％混合ガソリン）相当の ETBE
（エチル・ターシャリー・ブチルエーテル）に

第 44 巻 第２号（2021）
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東京大学　名誉教授

季報エネルギー総合工学



− 8 −

変換したものを入れています。エタノールの
CO2 削減率は対ガソリン比 55％ですから，現
在ガソリンに入れているエタノールの CO2 削
減効果は約 62 万トンです。E3 で 62 万トンで
すから，E10 を入れると，３倍強の約 200 万
トンが削減されることになります。2017 年
ベースの政府の約束草案では，2030 年に運輸
部門で 2089 万トンの CO2 を削減することに
なっていますから，E10 を入れればそれだけ
で約束草案の目標の約１割という大きな削減
になります。
　それから，ライフサイクルアセスメント

（LCA）的に見ますと，車の場合の CO2 排出は，
７割から８割ぐらいは走行時の燃料燃焼によ
るもの，２割ぐらいが車両の部品の製造や組
立によるもの，そして，ごく僅かな部分がイ
ンフラに関わるものです。ということは，走
行時の燃料燃焼による CO2 排出が相当大きい
訳ですから，これを低炭素化することには非
常に大きな意味があると思います。そういう
意味で，バイオ燃料やエタノールには大きな
役割があると考えています。

森山　やはり，今走っているガソリン車の燃
料を切り替えるのは，CO2 削減で非常に即効
性があると思います。もう少し先のこと，例
えば，EV や FCV の場合にはインフラの改善
が必要ですが，そういったところで大事な観
点はあるでしょうか？

石油業界の許容姿勢で期待される E10 導入

 
大聖　需要側である自動車のほうでは，E10
対策はもう講じられていて，いつでも使える
状況にあります。後は供給側のほうで，E10
にした時の問題点をクリアしていけば可能だ
と考えています。
　エタノールのいいところは，従来のガソリ
ンに混ぜて使えるということです。燃焼技術
面ではいつでも使える状況なので，後は供給
側がどう取り組むかだと思います。また，最

近は，そういったことへの石油業界の受容性
も高まってきたと実感しています。

森山　先ほど私が示した図３（石油業界のカー
ボンニュートラルに向けたビジョン）にも「第
１世代バイオ燃料の活用」という既述があり
ます。ですから，石油業界もバイオ燃料を選
択肢として考えているのは確かだと思います。
その点で，澤さん，コメントありますか？

バイオ燃料への姿勢変わる石油業界

澤　実は，10 年以上前に三菱商事㈱で「北海
道バイオエタノール」というプロジェクトをや
りました。その当時は，石油業界の方々はバイ
オ燃料に対するアレルギーがあって，色々と苦
労したのを覚えています。ようやく，「エネル
ギー供給構造高度化法」の原油換算 50 万㎘ま
で導入するという目標は受け入れられました
が，その代わりに，バイオディーゼルは普及さ
せないという方向でした。
　バイオマス発電用は FIT によって様相が
ガラッと変わりましたが，液体バイオ燃料も
随分様相が変わりました。過去にバイオエタ
ノール利用の弊害が強調された中で，一番大
きな課題は「食糧との競合」でした。その次
に，当時は技術的にも「バイオエタノールを
ガソリンに直接購入すると層分離をするから
ETBE にしないとダメだ」ということが強調
されたと記憶しています。
　その後，技術的な問題も「食糧との競合」
の問題もクリアされてきました。アメリカの
トウモロコシなどは収率が飛躍的にあがった
ことで，今はほとんど食糧と競合しないので
はないかというレベルまで来ていると聞いて
います。この辺りの環境が随分と変わってき
たと思われます。
　一方，日本に限らずエネルギー産業そのも
のが大転換しているから，石油業界も生き残
りをかけて，総合エネルギー企業として生ま
れ変わるために色々模索されていると思いま
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す。その１つとして，液体燃料について言い
ますと，エタノールやバイオディーゼルを取
り扱うことを検討する方向が出てきたのでは
ないかというのが私の感想です。

森山　まさに，石油業界というくくりではな
くて，今までの石油会社，ガス会社が，例えば，
新電力に事業を広げて総合エネルギー企業に
なろうとしているようです。従来のガス，電力，
石油という業界も変わりつつあると実感して
います。
　先ほど話がありました「食糧との競合」だ
とか，日本でエタノールを大量に導入してい
くに当たっての調達のポテンシャルだとかの
観点を含めて，浜本さんからコメントあれば
お願いします。

エネルギーセキュリティ確保で始まった

アメリカとブラジルのエタノール利用

浜本　アメリカやブラジルでは，どういうい
きさつでエタノールが使われているのか。そ
して，エタノールを入れるためにインフラや
車のことでどういったことが行われてきたの
か。それから，エタノール価格がガソリンと
比較してどうなのか。そして，「食糧との競合」
をどう考えるのか。これらについて，お話し
させて頂こうと思います。
　まず，最初にエタノールを燃料として使お
うとしたのはブラジルです。ブラジルでは，
1973 年のオイルショックで原油供給が細っ
たことへの対策として，まずエネルギーセ
キュリティ（エネルギー安定供給）のために，
1975 年に沢山採れるサトウキビからエタノー
ルを作り，それをガソリンの替わりに車の燃
料として使おうという法制を整えました。そ
れからエタノール導入が始まったのです。
　アメリカでは，2005 年に再エネ基準の下で
ガソリン消費量 10％相当量のエタノールを利
用する政策が導入されました。エタノールの
導入・利用の理由は２つあります。１つは環

境です。この再エネ基準の元の法律となる大
気浄化法での大気汚染防止の観点から導入を
図りました。もう１つはブラジルでの導入と
同じエネルギーセキュリティ。アメリカも自
国で燃料を生産しようということです。当時
はまだシェールガス，シェールオイルがなく
て，中東依存・中南米依存が大きかったので
す。今，アメリカではガソリン消費量 10％相
当量のエタノールが使われていますが，それ
を導入するに当たって，ガソリンスタンドな
どのインフラの調整が若干必要だったと聞い
ています。また，2001 年製以降の車について
はエタノール 15％の混合までは使えるように
なっています。多くのガソリンはエタノール
を 10％まで混合した E10 として給油されてい
ます。エタノールをガソリンに入れるに当たっ
ては，ガソリンとのバランスで蒸気圧の調整
が若干必要と聞いていますが，それは供給サ
イドで行われています。
　日本では，澤さんからも話がありましたが，
政府主導で実証実験まで行われ，E10 で実際
に車を走らせて実証済みです。また，今後の
導入時，若干のチュービングやパッキンの調
整が必要となった場合には，日本には車検制
度があるので，その時に交換していくという
ことで比較的対応し易いと思います。

価格競争力あるアメリカ産エタノール

浜本　価格については，アメリカ穀物協会が
毎週のニュースレターで価格データを出して
います。６月９日のニュースレターによると，
米国産エタノールをメキシコ湾岸，主にヒュー
ストンから輸出する場合の価格は 64.9 セント
/ℓです。一方，ブラジル産エタノールは，ブ
ラジルのサントス港の FOB 価格（積み出し
価格）で 71.5 セント /ℓになります。ガソリ
ン価格ですが，メキシコ湾岸出しで，55.8 セ
ント /ℓです。相場によって，エタノールも
ガソリンも価格が変わりますので，エタノー
ルが安くなったり，ガソリンが安くなったり
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と日々変わっています。そういう状況で，現
時点では若干エタノールのほうが高いですが，
べらぼうに高い訳ではありません。55.8 セン
ト対 64.9 セントで，米国産エタノールは，ガ
ソリンに対して競争力があると思っています。

生産性向上で「食糧との競合」を克服

浜本　最後に，「食糧との競合」ということで。
図４の折れ線グラフは，トウモロコシの生産
量の推移です。アメリカも中国も，1980 年か
ら 2016 年までの間に 1.5 倍以上，２倍弱ぐら
い生産量が伸びています。生産量が上がって
きている理由は何か。アメリカの場合，図５

左のグラフで分かるように，単位面積当たり
の収量（単収）が右肩上がりに伸びています。
この増加傾向は，今後しばらく続くと見てい
ます。栽培面積は伸びていないので，今ある
農地での生産性向上によって生産量が増えて
きていると言えます。
　図５右のグラフの右端に E15 の棒がありま
すが，これは全米のガソリン消費量の 15％相
当量のエタノール混合で必要となる量です。
そこまでエタノール利用が増えて行っても単

収の伸びがあればトウモロコシの供給に問題
はないと考えています。
　また，「食糧との競合」ということにもつな
がってきます。「食糧との競合」が声高に言わ
れたのが 2008 年のリーマンショックの時でし
た。図６で，そこまでが青い点線のボックス
で囲ってあります。そこまでは，穀物価格と
バイオ燃料の生産量は同じような傾向で増え
ていたので，「エタノールにトウモロコシを使
うから穀物価格が上がった」と言われていま
した。その後，赤いボックスに入りますが，リー

季報エネルギー総合工学

図４　世界のトウモロコシ原料バイオエタノールの将来展望

（出所：アメリカ穀物協会）

浜本 哲郎 氏
アメリカ穀物協会　日本代表
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マンショックで穀物価格がガクンと下がって
原油価格を含めた総商品価格も下がりました。
このことが何を意味しているかと言うと，「ト
ウモロコシ価格が上がっていたのは，エタノー
ルを作るようになったために需給がひっ迫し
たことが理由ではない」ということです。つ
まり，総商品価格と連動しているトウモロコ
シ価格の上昇には，機関投資家の投資による
相場の推移が影響したのではないかと思って
います。
　では，将来的に大丈夫なのか。私たちは「レ
イショニング」（rationing）と言っていますが，

需給バランスというのは若干タイムラグが
あっても，需要と供給が互いにバランスをと
りあって調整されていきます。今後，エタノー
ル原料のトウモロコシの需要が増えた場合に
は，それに見合う供給ができてきます。逆に
言うと，需要がない限り，供給側は価格が下
がってしまうので生産へのインセンティブが
下がり，生産は減退してしまいます，今後も
トウモロコシの供給については，メインの家
畜飼料とバイオエタノール生産への供給も並
行して行っていけると考えています。

第 44 巻 第２号（2021）

図 5　将来の米国トウモロコシ生産トレンド

図６　世界の物価，穀物価格とバイオ燃料生産量の推移

（出所：アメリカ穀物協会）

＜単収向上によるトウモロコシ生産の継続的な増大＞ ＜ E15 にあたる量の利用（ブレンド）＞

（出所：アメリカ穀物協会）
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高まってきた国内バイオマス利活用の気運

坂西　図６に関連して。リーマンショックの
2008 年，日本では農林水産省の「バイオ燃料
技術革新計画」が出て盛り上がったところで
した。私たちはセルロース系エタノールの研
究をやっていたのですが，バイオマス研究セ
ンターが立ち上がった 2005 年には，80 ドル /
バレル超えるくらいの高値安定だった原油価
格が，リーマンショックで 100 ドル / バレル
を超えて，ガソリンが瞬間的に 200 円 /ℓに
なったのです。
　当時，私たちは，逆にこれを「国産エタノー
ルのチャンス」と思ったのです。アメリカも
ブラジルもエネルギーセキュリティを考えて，
自国農産物の余剰分をエタノール燃料にした
ように，2008 年頃の日本でも「倉庫に眠って
いる古米が 100 万トン以上ある」とか「約 38
万ヘクタールの耕作放棄地に多収穫米，飼料
米を植えて，それをエタノールにする」とか
いうプロジェクトが沢山立ち上がりました。
建築廃材や古紙といった廃棄物系のものをエ
タノールにすれば，6000 万㎘の E3 用のエタ
ノール 180 万㎘はすぐにできるということで，
当時，「6000 万㎘の E10 用に 600 万㎘だ」と
いう農水大臣の発言が新聞に出ました。セル
ロース系エタノールを研究している私たちも

「では，札幌のビート残渣とか 1.5 世代という
農業残渣でエタノールを作ろう。砂糖や米な
ど食べられるものは採って稲藁とか農業残渣
をエタノールにする。天麩羅の廃油もバイオ
ディーゼルにする」とか。もう総掛かりで日
本にあるバイオマスを燃料に変えようと，盛
り上がり過ぎた感があります。行き過ぎてし
まって，「米をエタノール燃料にするなんて」
という「食糧との競合」の話や持続可能性の
話が国内外から出て，その後，少し原油価格
も下がったので国産エタノールの話も少し落
ち着いてしまいました。その時にある程度，
E3 とか E10 の導入まで行っていたら，ある
程度，今のガソリンスタンドでも E10 が給油

できるようになっていたと思います。
　それが今，2020 年を過ぎて，また，海外か
ら買ってくるだけではなくて，廃棄物系エタ
ノールも含めて国内のバイオマス資源を有効
利用しようという動きが盛り上がってきてい
るかなと思っています。

今後 LCA ベースで

厳しく評価される自動車からの CO2 排出

大聖　その際，問題になるのは，カーボン
ニュートラルに向かって車をどう評価したら
いいのかということです。LCA をベースにし
た CO2 の排出量が判断基準となりますが，そ
うすると，燃料の原料採取，生産から，輸送，
消費，土地利用も含めたトータルの評価が今
後シビアに行われてくると思います。
　欧州連合（EU）では 2025 年にそういう基
準を作って，中国も検討中ですが，それを満
たさない車は排除しようという動きがありま
す。その典型的な対象は，バッテリーなので
す。バッテリーは，LCA では非常に CO2 を
出します。原料の採掘・生成と製造とで大体
半々程度出すようです。そういったシビアな
評価として，原料をどこから持ってきたか，
どんな CO2 排出レベルの電力で製造したかが
チェックを受けるようになります。やはり，
燃料もそういった視点からの評価が行われる
ことになると思います。バイオ燃料も水素も
代替燃料全てに言えることであり，今後そう
いう視点も重要であると考えています。

森山　先ほどの浜本さんの話に戻りますと，ア
メリカの状況を含めて，今まで言われていた

「食糧との競合」とか「バイオ燃料は高い」と
いうのは，かなり解消されていて，「食糧との
競合」も少なくもアメリカ国内では十分に食べ
る量を賄いつつ余剰分でやっているというこ
と，価格もかなりガソリン価格に近づいている
ということでした。後，広く持続可能性の指
標には，単に「食糧との競合」だけでもなく，

季報エネルギー総合工学第 44 巻 第２号（2021）
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CO2 排出量だけでもない，正に，2015 年に国
連サミットで採択された「持続可能な開発目
標」（SDGs）と言われる 17 のゴールがありま
す。例えば，バイオ燃料を使う時には，それら
が SDGs のゴールに見合うかを考えないといけ
ません。バイオ燃料だけではなく，化石燃料か
ら作った水素というのは製造工程のどこかで
CO2 が出ている訳ですし，極端な話，再エネ
の電解で作った水素であっても，太陽光パネル
はどうやって作ったのかとかまで考えないと
いけません。本当にカーボンニュートラル社会
を目指すのであれば，その辺も注意深く見てい
く必要があると思います。

e-fuel を巡るヨーロッパと日本の動き

森山　先ほど「時間軸」の話をさせて頂きま
したが，今のバイオ燃料から少し時間軸を移
させて，カーボンリサイクルや内燃機関を考
える時，バイオ燃料だけではない，水素も含
めたこの先の燃料，転換，利用の技術で注意
すべき観点はありますでしょうか？

坂西　ヨーロッパが先行している e-fuel とい
うのがあります。再エネで作った水素と回収
した CO2 で液体燃料を作る話です。さっき言
われたとおり，2050 年時点で世界的に見ても
全てが大きく変わる，EV や FCV に替わると
いうのはなかなか難しいので，内燃機関は段
階的に無くなっていくとしてもある程度残る
でしょう。ですから，ヨーロッパでは，内燃
機関に必要なカーボンニュートラル燃料とし
て，カーボンリサイクルで CO2 を回収して，
再エネ水素で液体燃料化していくという「CO2

の水素化」が始まってきています。
　経済産業省も同じような視点で，e-fuel と
ちょっと違った「合成燃料」という言い方で
力を入れると記者発表しています。
　それで問題になっているのが，再エネで作っ
た水素と CO2 を回収する場所というのが一致
しないということです。石炭火力や鉄鋼・化

学では，石炭を使って CO2 を出していますが，
その場所と再エネ水素を作っている場所がな
かなか一致しません。例えば，オーストラリ
アで褐炭をガス化して水素を作るとか，中東
で膨大なメガソーラーの電気を使って水素を
作り，アンモニアの形で運ぶということでア
ラムコが日本に売り込むとか。色んなやり方
が出てきていますが，燃料を作る場所と CO2

を回収する場所とがなかなか一致しません。
ですから，ヨーロッパが先行している e-fuel
の場合は，CO2 が出ている場所に見合う再エ
ネ水素で液体燃料化（Oxy 燃料とも）するとか，
現実的なブレンドが出てきています。
　日本の場合，合成燃料を大量に作るという
ことですが，価格は現状では 200 円 /ℓ以上
で，結局，水素の値段で決まってくるという
段階です。今，問題になっているのは，カー
ボンリサイクルの CO2 が化石資源由来であれ
ば，それと再エネ水素で作った液体燃料が本
当にカーボンニュートラルなのかということ
です。要するに，化石資源由来 CO2 と再エネ
水素だと，プラスマイナスゼロみたいな話で
すが，どこかで化石燃料から出ている CO2 を
再エネ水素で液体燃料にして，燃焼させてま
た CO2 を出すということなので，ニュートラ
ルにならないという議論です。
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ンからのエタノールを作るプロセスです。原
料のコーンを発酵させると，エタノール，家
畜飼料（DDGs），CO2 が出てきますが，重さ
で言うと，おおよそ１：１：１です。アメリ
カで生産されているエタノール量は 6000 万㎘
ですから，重さは 5000 万トンです。DDGs も
5000 万トン，CO2 も 5000 万トン出るわけです。
この CO2 はバイオ由来ですから，クリーンで
グリーンな不純物のない CO2 です。今，風力
発電の電気で水電解して作った再エネ水素と
上のバイオ由来 CO2 を反応させれば，またエ
タノールができます。このプロセスは，ラン
ザテック社が開発した合成ガス発酵ですが，
米アルゴンヌ国立研究所の最近の研究によれ
ば，これにより，エタノール生産量が 37％アッ
プ（2200 万㎘増）すると報告されています。
すなわち，新たにコーンを必要とせずに合成
ガス発酵でエタノールもできるわけです。ま
た，図７の下のルートに示したように，コー
ンの葉，茎，穂軸をガス化して得られる CO
と水素を反応させ FT 合成と合成ガス発酵で
e-fuel ができます。
　それから，ATJ 法でジェット燃料も作れま
す。エタノールの場合には，脱水してエチレン
を作り，そのエチレンのポリメリゼーションで
ジェット燃料ができる訳です。コーンの場合に
は，このような多様な利用形態が可能であると

見直されてきたバイオ燃料

坂西　ですから，今回の座談会のテーマになっ
ているバイオ燃料がすごく見直されてきてい
るんです。バイオジェット燃料も含めて，先
ほどの CO2 削減の基準，持続可能性の基準を
満たし，カーボンニュートラルということが

「売り」になっているので，見直されてきてい
るのかなと思います。「カーボンリサイクル技
術ロードマップ」には，主にバイオジェット
燃料だけが入っています。セルロース系エタ
ノールに関しては，ある程度技術開発が一段
落して，廃パルプ，廃菌床とかの国内廃棄物
で作ったエタノールの価格は約 70 円 /ℓまで
来ています。この価格は，ブラジルから買っ
てくるエタノールの値段を想定しています。
そこで，このエタノールを，アメリカ並みで
ガソリン消費量の１割程度は導入していくこ
とが必要な段階にあると考えています。

CO2 の利用も処理も現場でできる

トウモロコシ原料エタノールの優位性

横山　今，坂西さんが CO2 の出所について議
論されましたが，それとの関連で、図７を使っ
てエタノールを作る工程について話そうと思
います。図７の上のルートは，アメリカのコー

季報エネルギー総合工学

図７　コーンからのエタノールおよび e-fuel 生産

第 44 巻 第２号（2021）



− 15 −

いう優位性があり，さらには CO2 の地下貯留
いわゆる CCS も可能なので，バイオエタノー
ル産業は発展性があると考えています。

大聖　ちょっと補足させて頂くと。例えば，
先ほど坂西さんがおっしゃった BTL で，食糧
と競合しないバイオマスを１回ガス化し，後
は FT 合成で e-fuel を作るという経路もあり
ますね。

坂西　そうです。

大聖　ですから，例えばフィンランドの Neste
社が e-fuel を売り込んでいる訳です。そうやっ
てできた自動車用燃料としては，実は直鎖系
の燃料が一番出てきやすいのですので，セタ
ン価の高い燃料となり，ディーゼル車にとっ
ては向いています。ですから，特にディーゼ
ル重量車のメーカーがリーズナブルな価格の
e-fuel の登場に大いに期待している訳です。
　車にバッテリーや水素を搭載するとなると，
充電や水素の供給インフラが新たに必要とな
り，車両の構造自体も変わり重量も増えたりす
るのです。ですから，やはり液体燃料のメリッ
トに対する期待は特に大きいです。そうする
と，その液体燃料をどうやって作るかという
と，ディーゼルの場合は，バイオディーゼルか
BTL その他の脱炭素合成燃料となります。

コスト，CO2 削減効果で優れるエタノール混入

坂西　図７で意外と知られていないのは，FT
合成で作ったガソリン留分には直鎖パラフィ
ンが多くオクタン価が非常に低いので，ガソ
リンとしては使いにくいことです。と言うこ
とで，先生がおっしゃたように，C10 〜 20，
ジェット燃料とかの軽油留分だとセタン価が
高いので使えます。南アフリカの Sasol 社な
どは，鉄系触媒を使ってわざわざパラフィニッ
クなものを異性化してガソリン留分を作って

いました。通常の FT 合成で作った直鎖パラ
フィンが主成分のガソリン留分は使えないと
いうことを知っておくべきです。エタノール
というのはガソリンブレンド基剤としては一
番オクタン価が高いので，そのまま混ぜられ
ます。極端に言えば，E85 や E100 でも車が
走ります。ですから，そこの部分を，ガソリ
ンへのエタノールブレンドがコスト的にも一
番 CO2 削減メリットが大きいというのを，き
ちんと伝えることが大事だと思います。

バイオ燃料生産に関する外国企業の動き

澤　Neste 社は 15 年ぐらい前からシンガポー
ルに作った 85 万トンのプラントで，パーム油
を調達してバイオジェット燃料を作っていま
す。なかなかパーム油を調達できずに苦労し
ましたが今は脚光を浴びています。基本的に
彼らが考えている出口はジェット燃料なので
すが，できた留分によっては，ディーゼル燃
料代替にもなります。
　先ほどの BTL についても，アメリカのラン
ザテック社は FT 合成の代わりにマイクロー
ブで燃料を作っていますが，そういう燃料も
これから出てくると思います。
　いずれにしても，持続可能性というキーワー
ドで言うと，最近はバイオ燃料の持続可能性
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についても，LCA での評価が大事になってき
ていると思います。LCA はバウンダリーとデ
フォルト値で違ってくるとは言え，ある程度，
数値が出てきますから，LCA での評価という
のは持続可能性を考える上では最も重要だと
思います。

品質，量，価格の議論が必要な新燃料の開発

澤　最近，新しい燃料を検討する上で，品質，
量，価格をどう考えるかという議論が忘れら
れている気がします。先ほどの量と価格とい
うことで言うと，水素などもそうです。水素
をどう調達するかという部分で，水の電気分
解で作る「グリーン水素」が王道だと思いま
すが，オーストラリアの褐炭からの水素は，
いわゆる「グレー水素」なのですが，作る際
に出てくる CO2 を CCS で地下に貯留するこ
とによって「ブルー水素」になるという解釈
があります。さらに，電気分解する際の電気
を再エネではなく原子力でやると「パープル
水素」というそうです。「グレー」や「ブルー」
というのは，本当は反則なはずなのですが，「と
りあえず色は問わない」という意味不明な状
況になっているようです。
　ただ，水素社会は大事だと思います。先ほ
どの品質と量と価格ということで言うと，将
来，品質と量は確保できるでしょうが，最後
に価格の部分で相当課題が残ります。今，水
素価格は 100 円 /Nm3 で，2030 年の目標を 30
円 /Nm3 と言っていますが，これかなりしん
どいと思います。更に 2050 年の目標値は 20
円 /Nm3，今の５分の１ですが，これでよう
やく経済性が合うかどうかというところだと
思います。その時，現実として，海外で大量
に水素を作って日本に持ってくるしかないだ
ろうと思うからです。そうすると，あらゆる
手段の「合わせ技」でとなった場合でも，日
本国内で作るのは水素もアンモニアも他も難
しいと思うのです。国産には限界があること
を現実として受け止め，全体の量と価格の議

論をしながら色々な手段を講じ，全体のポー
トフォリオで成り立たせるという構図にすべ
きだと，最近すごく感じます。

足下と将来の両方を見た技術開発が必要

大聖　私も澤さんの今の意見に賛成です。それ
にもう１つ付け加えますと，やっぱり「昨日ま
でガソリン。明日から E10」という話ではない
と思います。必ず「過渡期」という目標に至る
までの段階的なプロセスがあります。エタノー
ルが有用でコストが安く環境にも良くて CO2

削減できるということであれば，突然，何万ト
ンとか言わず，徐々に入れて行けばいいので
す。合成燃料もいきなり大量に作れないので，

「ドロップインフューエル」という混合して使
う考え方で着実に増やしていって，その目標値
に到達するということだと思います。
　それのいい例がバッテリーです。バッテリー
価格はまだ高い上，電源が CO2 を出す化石燃
料では問題ではあるのですが，では，その電
源が脱 CO2 になるまでバッテリー開発を待つ
かというと，それはない話です。今からどんど
ん性能をアップしていかないと，車両用として
も広範には使えない訳です。ですから，バッテ
リーの開発は電源の脱炭素化と併行して進め
る必要があります。それは，PHV がいい例で
す。PHV の場合，バッテリーの量が調整でき
るので，バッテリー価格が高いうちは搭載量を
抑え，バッテリーが安くなり，リサイクルやリ
ユースもうまくできるようになると搭載量を
増やし，ハイブリッド運転での燃料の使用量を
減らして行けばいい訳です。もう１つ，運良く
合成燃料が使えるようになれば，PHV はかな
り有力なパワーシステムになるのではないか
という意見が我々の学会ではあります。

森山　少し先の時間軸で考えると，合成燃料
が使えるようになり，PHV が主流になって行
くかも知れませんし，水素が出てくるかも知
れません。色々な選択肢がある中で，今どれ
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かに舵を切る必要はないと思います。それぞ
れ，将来の主力になることを目指して開発し
ているのではないでしょうか。

運輸部門だからこそ求められる

カーボンニュートラルな燃料

森山　今回，自動車用燃料でテーマを設定し
たのも，合成燃料であれ水素であれ，作る過
程で CO2 を出すか出さないかが非常に重要に
なってくるからです。例えば，大規模な発電
所から出た CO2 は，全部でないにしろ CCS
で処理できますが，自動車や飛行機だと CO2

がそこから大気中に出てしまいます。また，
燃料自体が可能な限りカーボンニュートラル
とするために，燃料を作る過程で使う電気も
カーボンニュートラルである必要があります。
ですから，やはり，運輸部門に目を向けて議
論すべきではないか，というのが今回の座談
会テーマを設定した理由でもあります。
　持続可能性と環境ということでは，横山先
生のご提案のように，バイオ燃料を作る過程
で出てきたカーボンニュートラルな CO2 を
使って燃料を作るのも一手だと思います。

将来に向けた注力点

輸入エタノール利用と国産エタノール開発

森山　将来に向けて，いくつか選択肢がある
中で，運輸部門の低炭素化をどう考えて行っ
たらいいのか，注力して行ったらいいのか。
少し皆さん方からのご意見を頂けたらと思い
ます。

浜本　先ほど「過渡期」という言葉が出まし
たが，それは非常に重要なことだと思います。

「解は１つではない」ということ，2050 年を
見据えた新たな技術革新をやりつつ，やはり

足下で併行してできることをやっていくとい
うのが非常に重要だと思っています。
　私の立場から言えば「液体燃料で低炭素燃
料を」です。１つの例がエタノールですが，
今はコスト的には草本系から作る「第二世代」
も難しいし，国産原料を利用するエタノール
は，農作物から作る「第一世代」ですら難し
いと思います。ただ，2050 年を見据えた時，「第
二世代ができるようになる」とか，「日本でも
非常に効率化が図れて農産物の生産量が増え
る」とか，「エタノールを作るのに適した農作
物が休耕地で作るようになる」とかをただ座
して待っているのではなく，今できることを
やって行ったらいいと思うのです。
　当面，輸入エタノールでコストを抑えつつ，
インフラや車側の技術を輸入エタノール混合
に合わせて調整する必要があればしていく。
そうすれば，「第二世代」あるいは国産エタ
ノールが経済的にも見合う価格でできるよう
になった時には，すぐに国産エタノールに置
き換えて行くことができます。そしてその先，
e-fuel やエタノールを含めたカーボンニュート
ラルフューエルが新たにできてくれば，それ
らを組み合わせて使って行くことができます。
　なので，長い目で見る部分と足下で着実に
やっていく部分が，両輪としてうまくやって
行けるといいと思っています。

森山　先ほど大聖先生から「昨日までガソリ
ンだったのが，今日から E10 というのは難し
い」という話がありましたが，「昨日までガソ
リンだったのが今日から水素」はもっと難し
いと思います。やはり，新しい燃料が従来の
燃料インフラで使えるというのも大事な視点
だと思います。

CCS との組み合わせで

カーボンネガティブになるエタノール

横山　先ほどエタノールを作る際に CO2 が出
てくるという話をしました。現場で出る CO2
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を CCS で地下に埋めるという話もあって，実
際にアメリカの食品大手 ADM 社はそれを
行っています。そうしますと，これまでカー
ボンニュートラルという扱いだったエタノー
ルの燃焼で排出される CO2 がカーボンネガ
ティブという扱いになります。これもエタノー
ル産業の持つ優位性だと思うのです。

従来車の燃費改善と液体燃料で乗り切る

「過渡期」

横山　また，自動車は，すぐに「次世代」に
行くのではなく，じわじわと進んでいくと思
います。今，１単位の CO2 を削減するコスト
が一番安いのは，従来車の燃費改善や HV で
す。次がエタノールを従来車あるいは HV や
PHV に入れることです。これは削減コストが
非常に安く有利ですが，それに比べると，EV
や FCV の場合は車体価格が高いので削減コ
ストも非常に高くなります。
　従来車の燃費改善や従来車や HV にエタ
ノールや e-fuel を使ったりしながら，徐々に
次の世代に行く。「過渡期」をうまく乗り切る
にはコストも大事なので，それら辺も考慮し
ながら，なだらかに 2050 年に向って行くとい
うのが「あるべき姿」だと考えています。

森山　コストの観点と CO2 のネガティブエ
ミッションという観点ですね。「気候変動に関
する政府間パネル」（IPCC）も CO2 をマイナ
スにするには，植林かバイオマス CCS かぐら
いの技術オプションしかないと言っています。
電気を低炭素化した後に残る少しの排出量を
少しでも減らそうと思ったら，植林かバイオ
マス CCS ぐらいしかないとなりますね。

坂西　大規模植林とバイオマス炭素貯留
（BECCS）や利用（BECCU）は，重要視され
てきていると思います。バイオマスは，単に
発電に使うよりもリユース，化学製品化も含
めて液体燃料やガスの形で使う方向に向かっ

ていると思います。

技術開発が進むバイオメタンと「地産地消」

坂西　私，最近，「グリーンイノベーション基
金」との関係で，日本 LP ガス協会の「グリー
ンプロパンガス」のプロジェクトにも携わっ
ています。また，メタネーションのプロジェ
クトリーダーもさせて頂いていて，再エネ水
素と CO2 で作ったカーボンニュートラルメタ
ンを都市ガス代替にするというプロジェクト
もやっています。例えば，スウェーデンに行
くと，ゴミから作ったメタンでバイオ CNGV

（圧縮メタン自動車）が走っていますし，アウ
ディ社も“e-gas”と言って，メタン発酵から
のメタンを濃縮したバイオメタンを作る工場
を建設しています。私たちの研究では，バイ
オガス（メタンが 60，CO2 が 40）をドライリ
フォーミングでメタンと CO2 を反応させて合
成ガス（CO と水素の混合ガス）にできます。
そういうふうに，バイオマスから合成ガスを
作るとか，中国センターにいた時からやって
いた「木から水素を」のように，バイオマス
から水素を作ることもできます。
　「地産地消」ということで，ゴミでバイオメ
タンを作る。日本でもそこを見直さないとなら
ないと思います。今日はエタノールが主題です
が，日本も「バイオマス・ニッポン」の時にやっ
た，廃棄物をメタンやエタノール，ディーゼル
油にする取り組みを，また，できる範囲でやる
ことが重要だと思っています。
　私がすごく印象に残っているのはブラジル
でやった SATREPS プロジェクトです。ブラ
ジルでは，サトウキビの収穫期（５月〜 11 月）
には，製糖工場とエタノール工場が動いていて
バガス（サトウキビの搾りかす）も使われてい
ます。その期間はエタノールが安くなるので，
みんなエタノールを車に入れて E100 で走った
りする訳ですから，ブラジルは地産地消をやっ
ているのです。ところが，11 月から 5 月はエ
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タノールが生産されないので，エタノール含量
減らして E25 とかで使う訳です。そこで，私
たちの SATREPS プロジェクトでは，バガス
とか葉っぱとかの余ったものを５月から 11 月
の間に糖液に変えておくと工場が 300 日稼働で
きて，ブラジルでもセルロース系エタノールを
増やせるということをやりました。
　アメリカでもトウモロコシ農家の方が余剰
分で作った車用のバイオエタノールが飲めな
いようにガソリンとブレンドして，飲料用の
アルコールと区別するとのことです。これも

「地産地消」です。

原料調達で海外と組む「地産地消」戦略

澤　ブラジルは，「スイング・プラント」，「ス
イング・ポリシー」でエタノールを作ってい
ます。アメリカもそういったことができます。
なぜブラジルやアメリカがそれをできるかと
言うと，やはり原料があるからなのです。と
ころが，日本の場合，自国内で完結するのは
ほぼ不可能に近いのです。そうした時，「バイ
オマス・アジア」ではないのですが，原料豊
富なアジアと日本が組めば，同じようなこと
ができるかも知れません。
　そうでないと，ヨーロッパと比べても難し
いということになります。例えば，イギリス
も原料が全くありません。そこで，例えば，
ドラックス社が石炭火力発電所（660MW ×
4）でやったのは，全量バイオマスへの転換で，
その改修を手がけたのは三菱重工業㈱なので
す。それで燃料は，とりあえず，アメリカか
ら 700 万トンを持って来るのです。次のステッ
プは，バイオマス炭素回収貯留（BECCS）です。
　また，イギリスは，2030 年にはガソリン車
を禁止して EV の普及加速を図るという過激
なことを言いながら，他方で E10 の義務化を
発表しました。つまり，両方やっているので
す。その辺はしたたかです。自国にはない原
料をどう調達するかですが，日本がイギリス
を全部真似する必要はないのですが，日本の

場合，カナダ，アメリカから全部という訳に
いかないのでアジアも含めてということであ
れば，「地産地消」っぽいこともできるのでは
ないかという気がします。

森山　海外からのエネルギー資源の調達は，
従来から日本が戦略的にやってきたことなの
で，そういったことでの強みはあります。も
ちろん，地産地消を否定する訳ではありませ
ん。日本で採れるものは，その場で有効利用
しつつ国の重要なエネルギーセキュリティの
確保では，エネルギー資源を海外でどう調達
するか戦略的に動くことが必要だと思います。
そこは今後やっていかなければならないこと
だと思います。では，最後に大聖先生，お願
いいたします。

短距離は EV，長距離は FCV，長距離トラッ

クには液体燃料とモーダルシフトも

大聖　今日は大変勉強になりました。ありが
とうございました。今後，短距離を走る小さ
い車は EV になっていき，長距離を走りたい
なら，PHV や FCV になると思います。とこ
ろが，FCV は，水素を水の電気分解で作る
時に２割ぐらいロスがあります。それから，
FCV の効率は最高で 60％ぐらいなので，行っ

第 42 巻 第２号（2019）

森山　亮 氏

（一財）エネルギー総合工学研究所
プロジェクト試験研究部　部長　副主席研究員　

季報エネルギー総合工学



− 20 −

て帰ってくるとエネルギーが半分になります。
ですから，短距離だと，EV の方がエネルギー
的に得なのです。ですが，バッテリー容量に
限界があるので，FCV のほうが長距離走れる
という利点があり，両者を使い分けることに
なります。
　ところが，物を運ぶ長距離トラックをどう
するかは，自動車分野の脱炭素化においても
一番難しい課題で，液体燃料の価値は，その
辺にあると思っています。
　その一方で，私，最近鉄道貨物にも注目し
ています。JR 貨物では，コンテナのスタンダー
ド化や荷物の ICT 化が進められています。た
だ，貨物は旅客用の線路を借りて運行されて
いるので，縮小均衡の状態なのですが，鉄道
貨物輸送は究極の EV（Electric Vehicle：電
気で動く乗り物）と言えます。特に長距離輸
送において，トラック輸送との連携複合化を
さらに進めれば，脱炭素化につながるものと
期待されます。

坂西　モーダルシフトですね。

大聖　そうです。モーダルシフトです。物を
運ぶ，人の移動，それらの距離も含めて，多
さんなエネルギー比べながら賢く使っていか
ないといけません。また，国際的な取り組み
がすごく必要だということについては，私も
大賛成です。国内で生産できるエネルギーに
は限界がありますし，今輸入している液化天
然ガス（LNG）や石炭，石油を水素に替えな
ければならないとなると，その量は膨大にな
ります。それをどこから持って来るか。日本
の技術を展開しながら，東南アジアやオース
トリアから資源を持ってくるという，国際貢
献しながら日本のプラスにもなる戦略が必要
です。結局，国際貢献をする商品として展開
できるのは，やはり自動車です。私は，自動
車産業のアジアでの展開は，これからが「正
念場」だと思っています。そういう中で，燃
料もセットにした戦略が国際貢献にもなるし，

日本の自動車産業の盛衰にも大きく影響する
と予想しています。

おわりに

森山　皆さんから展望をお話し頂き，十分な
議論ができたと思います。燃料の話もそうで
すし，環境から国際的な話も含めて，時間軸
という意味では，将来どうしていくのか。答
えと言うよりも選択肢として，そういった取
り組みを進めて行かなければならないという
課題は見えてきたと思います。
　これ以上，特にご意見がなければ，座談会
を終了させて頂きたいと思います。本日は皆
さんお忙しい中，また，コロナ禍の中，お越
し頂いて本当にありがとうございました。
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１．はじめに

　2020 年 10 月，菅内閣総理大臣は所信表明
演説の中で「わが国は，2050 年までに温室効
果ガスの排出を全体としてゼロにする，すな
わち 2050 年カーボンニュートラル，脱炭素社
会の実現を目指す。」と宣言した。
　2015 年にパリで開かれた第 21 回国連気候変
動枠組条約締約国会議（COP21）に先立って
提出された日本の約束草案では，温室効果ガス

（GHG）削減の目標として，2030 年度に 2013
年度比 26.0% 減が掲げられた。この削減目標は
目指すエネルギーミックス（電源構成）（1）を
達成することによって，日本の GHG 排出量の
９割を占めるエネルギー起源二酸化炭素（CO2）
の排出削減につながり，達成可能と考えられ
ていた。
　約束草案では石炭火力による発電電力量は
総発電電力量の 26% 程度を占めることが想定
されており，対策・施策としては超々臨界圧
火力発電（USC），先進超々臨界圧火力発電

（A-USC），石炭ガス化複合発電（IGCC）等火
力発電の高効率化を進めることが考えられて
いた。
　その後，2018 年に策定された「第５次エネ
ルギー基本計画」（2）では燃料としての石炭の

低い地政学リスク，安価な燃料費，石炭火力発
電のベースロード電源としての役割と出力調
整を担う必要性について触れつつ，非効率石
炭火力を徐々に廃止していくフェードアウト

（fade out）に取り組むことが述べられている。
これに対し，海外では石炭火力を段階的に廃
止していくことをフェーズアウト（phase out）
と呼んでいるが，本稿では日本国内の説明に限
り，エネルギー基本計画やその後の経済産業省
の資料でも使われている用語「フェードアウ
ト」を用いることとする。
　2020 年８月からは石炭火力のフェードアウ
トの進め方について「石炭火力検討ワーキン
ググループ」（石炭火力 WG）による議論が開
始され，2021 年４月に「中間とりまとめ」（3）

が公開されたところである。
 さらに 2021 年 4 月には第 45 回地球温暖化対
策推進本部において，2050 年カーボンニュー
トラルの目標と整合的で野心的な目標値とし
て 2030 年度の GHG 排出削減目標を 26% 減か
ら46%減まで引き上げることが表明された（4）。
　本稿を執筆している 2021 年６月中旬にはま
だ発表されていないが，「第６次エネルギー
基本計画」ではこれらの上方修正された GHG
削減目標と整合的なエネルギーミックスの数
値が定められることになると想定される。

［調査研究報告］

非効率石炭火力のフェードアウトに関する考察
〜動向と燃料転換技術オプション等について〜

濱田　利幸 プロジェクト試験研究部
参事
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　本稿では，国内外の石炭火力のフェードア
ウトもしくはフェーズアウト（段階的廃止）
の動向について整理するとともに，日本の石
炭火力のフェードアウトによるエネルギー需
給バランスへの影響および石炭火力発電事業
者として考えうる事業もしくは燃料転換の技
術オプションを整理する。

２．世界の石炭火力段階的廃止の動向

　欧州では，2010 年に採択された欧州決定
（2010/787/EU）において，欧州連合（EU）
域内のエネルギーミックスに対する石炭の貢
献度が低いこと，および EU における再生可
能エネルギー（再エネ）奨励と低炭素経済の
政策と合致しないということから石炭産業へ
の国家補助を禁止することとした（5）。
　イギリスでは 2013 年に成立した火力発電所
排出基準法によって新設もしくは更新する火
力発電所について 450g/kWh の CO2 排出基準
値を適用することが定められ，石炭火力は炭
素回収貯留（CCS）設備の設置を伴わなけれ
ば基準値を満たすことが困難となっている。
　また，2017 年にドイツのボンで開催された
COP23 においてイギリス政府とカナダ政府は
石炭火力の段階的廃止を推進する初の政府主

導のプラットフォームである「脱石炭連盟」
（PPCA：Powering Past Coal Alliance）を発足
した。2021 年６月時点では 36 の国家政府，38
の自治体や都市，51 の企業が加盟している（6）。
　フランスでは 2019 年に成立したエネル
ギー・気候法によって 2020 年から火力発電所
に 550g-CO2/kWh の CO2 排出基準値を適用す
ることが定められるとともに 2022 年には石炭
火力を全廃することを明言している。
　図 1 に示すように，イギリスおよびフラン
スは発電電力量に占める石炭火力の寄与が少
なく，2017年においてそれぞれ７%および３％
であったため，石炭火力の段階的廃止の影響
は限定的であると考えられる。
　一方，2017 年における発電電力量に占める
石炭火力の寄与が 39% と高かったドイツにお
いても 2020 年に成立した脱石炭法において
2038 年までに石炭火力を全廃する方針が打ち
出された。
　世界の CO2 排出量について見ると，図２に
示すように，2018 年時点で排出量第１位は中
国で全体の 28.4% を占め，第２位はアメリカ
で 14.7% を占めている。
　中国は 2020 年９月の国連総会において，
2030 年をピークに GHG 排出量を減少させ，
2060 年に実質ゼロとするカーボンニュートラ
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図１　欧州各国の 2017 年のエネルギーミックス（電源構成）（7）

第 44 巻 第２号（2021）



ルを宣言するとともに，脱石炭を約束した。
現在は電力の 60％弱を石炭で賄っているが，
2021 年３月に発表された新５カ年計画では，
2025 年までにエネルギーの 20％を再エネで賄
うとする目標を掲げた。
　アメリカでは 2010 年以降，シェールガス
供給が急増したことにより，石炭火力発電所
の閉鎖が進んでいた。2021 年１月に就任した
ジョー・バイデン大統領は就任初日にトラン
プ前政権で離脱したパリ協定の復帰にかかる
文書に署名した。
　また，石炭火力の段階的廃止の必要性につ
いては国際エネルギー機関（IEA）において
も述べられている。2021 年３月に発行された
特別レポート“Net Zero by 2050 -A Roadmap 
for the Global Energy Sector”（9） で は 2050
年までにネットゼロエミッションを達成する

シナリオ（NZE：Net-Zero Emissions by 2050 
Scenario）を検討し，シナリオ達成のために
は図３に示すような石炭火力の段階的廃止が
必要であることを示した。
　2030 年までに最も効率が低いプラントから
徐々に廃止し始め，2040 年までに CCS など
の改修をしない限り完全に廃止すべきと述べ
ている。
　このように世界全体でも温暖化対策として
石炭火力の段階的廃止が求められている状況
にある。

　
３．わが国の石炭火力発電所とフェード
　アウトの議論

（１）石炭火力に対する規制措置

　第５次エネルギー基本計画（2）に基づいた
わが国の石炭火力発電所に対する維持もしく
は廃止の議論は，第 26 回 総合資源エネルギー
調査会 電力・ガス事業分科会 電力・ガス基
本政策小委員会（2020 年 7 月 13 日）におい
て行われ，2020 年 8 月からは前述の通り，石
炭火力 WG で非効率石炭火力のフェードアウ
トに向けた検討の方向性が議論された（3）。
　石炭火力 WG の「中間とりまとめ」では，
石炭火力単独のベンチマーク指標の新設，発電
効率目標 43% への引き上げ，アンモニア混焼・
水素混焼への配慮措置の新設などが示された。
　現行の「エネルギーの使用の合理化等に関
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図２　世界の CO2 排出量（8）

図 3　2050 年までにネットゼロエミッションを達成するシナリオにおける石炭火力の発電量推移（9）
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する法律」（省エネ法）で示される火力ベンチ
マーク目標（燃料種毎の発電効率 A 指標，火
力発電の総合的発電効率 B 指標）は，火力発
電設備全体（石炭，液化天然ガス（LNG），石
油）の目標であるため，石炭，LNG，石油そ
れぞれの火力発電を所有する事業者は，石炭
以外の燃料による火力発電が高効率であれば，
ベンチマークを達成することができていた。
石炭火力 WG では非効率石炭火力のフェード
アウトを確実に進めていくため，石炭火力単
独のベンチマーク指標を新設することとなり，
発電効率目標は「43%」と示された。この水
準は，現行の超々臨界圧発電方式（USC）であっ
ても２基しか超えていないことから，発電所
単体では達成が難しいといえる。
　それでは，2030 年度以降に 43% を超えてい
ない石炭火力発電所はすべて停止させなけれ
ばいけないかというとそうではない。事業者単
位で 43% を超えることによって，運転を継続
することができる。省エネ法で報告する事業
者効率は，設備の効率に対し，設備ごとの発電
電力量に応じた加重平均で算出される。そのた
め，非効率な発電所は発電電力量を低下（設備
利用率を下げる）または休廃止し，一方で高効
率な発電所の発電電力量割合を増やすことに
よって 43% を達成することができる。
　また，バイオマスや副生物（生産過程におい
て副次的に発生する可燃物，可燃ガス等），も
しくは，アンモニアや水素を混焼することに
よって，図 4 に示す発電効率が向上するような
算出式が用いられるため，上述の非効率な発電
所の利用率低下とバイオマス混焼を組み合わせ

ることによって，2030 年度の基準達成を目指す
事業者は多いのではないかと推察される。
　さらに，再エネの導入拡大に伴う需給変動
幅の拡大に対して石炭火力の設備利用率を一
定程度下げて運用することで発電効率が低下
しているという実態があることに対し，設備
利用率の低下度合いに応じた補正値が設定さ
れることとなった。
　すなわち，省エネ法に基づき報告する発電
効率は，以下の式のようにバイオマス混焼等
の他の補正措置を講じた発電効率に調整力補
正値を加算することで算出される。

（２）石炭火力フェードアウトの見通し

　石炭火力 WG で示されている大手電力（旧
一般電気事業者に加え，電源開発，旧一般電
気事業者や電源開発が共同出資する共同火力
を含む）および製造業等自家発含むその他の
事業者による 2030 年度に向けた非効率石炭火
力削減見通しを図 5 に示す。
　大手電力が保有する石炭火力は 2019 年度実
績で 69 基（約 3,877 万 kW）であり，内訳と
して，超々臨界圧発電方式（USC），石炭ガス
化複合発電（IGCC），その他（加圧流動床複
合発電方式（PFBC））の合計が 30 基で 2,267
万 kW，超臨界圧発電方式（SC）が 17 基で 1,140
万 kW，亜臨界圧発電方式（Sub-C）が 22 基
で 470 万 kW となっている。
　2030 年度における見通しでは，Sub-C と
SC が 20 基で 900 万 kW と 2019 年度実績に
対して半減することが検討されている。一方，
USC，IGCC，PFBC については 35 基で 2,700
万 kW と 2019 年度実績よりも基数，出力とも
に増加していることが分かる。
　石炭火力 WG の中間とりまとめでは規制的
措置の対象として発電効率を指標とすること
が述べられているため，一般的に発電効率が
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図４　混焼による目標水準達成の目安（3）

省エネ法に基づき報告する発電効率 [%]
＝バイオマス混焼等の補正込みの発電効率 [%]＋
  調整力補正値[%]
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低い Sub-C と SC は大幅に減少し，効率が高
い USC，IGCC，PFBC は新設計画も含めて維
持もしくは微増する傾向にある。
　なお，製造業等自家発含むその他の事業者に
ついてみると，エネルギー使用量が石油換算
で 1,500㎘ / 年未満の事業者は省エネ法の対象
外であり，1,500㎘ / 年以上の事業者は省エネ
法において，エネルギー多消費事業者として，
毎年度のエネルギー使用原単位の改善や，各業
種におけるベンチマーク目標の達成が求めら
れている。このため，発電設備の利用にあって
は，熱利用等の総合的な発電効率の向上に資す
る取組やバイオマス混焼等を行うことを義務
として規定すること，高効率化に向けた取組の
状況について毎年度の定期報告書において報
告すること，出力が 1,000kW 以上の発電設備
については毎年度発電効率等の詳細データを
報告すること，といった措置を講ずることとし
て，フェードアウトの対象にはなっていない。
　前述した IEA の予測（Net Zero by 2050）（9）

では，2030 年において Sub-C がほぼ全て廃止，
SC は 2020 年と比較して半分程度まで減少す
る結果が示されている。USC については大き
な削減はなく，半分以上の残存が予測されて
おり，IEA の予測の方が 2030 年に向けた石
炭火力による発電電力量の削減割合は大きい
ものの，発電方式別の段階的廃止の見込みは
わが国の石炭火力フェードアウトの見通しと

同様の傾向にあることが分かる。
　ただし，この見通しは「第５次エネルギー
基本計画」（2）に基づいたものであるため，
2050 年カーボンニュートラルおよび 2030 年
の GHG 排出削減目標の 46% 減までの引き上
げ（4）に対応するためには，規制が強化され
る可能性も考えておく必要がある。

４．2030 年の発電効率 43％達成の技
　術オプション

（１）石炭火力発電所の燃料転換事例

　2030 年発電効率 43% 達成に向けた技術オプ
ションは，前述のようなバイオマスや副生物，
もしくは，アンモニアや水素を混焼する技術
の他，天然ガス火力発電所や廃棄物発電（炉
の形式にもよる）への燃料転換が考えられる。
国内における既に発表された事例として，運
開した鈴川エネルギーセンター（10）をはじめ，
建設中の福島いわきバイオマス発電所（11），
住友商事㈱が手掛ける仙台市の発電所（12）な
ど，石炭火力発電所の計画をバイオマス専焼
へ変更した事業所も出てきている。これらは
将来をいち早く見越した事業転換ともいえる。
　また，2030 年に事業転換を選択する場合は，
送電インフラを利活用した太陽光発電設備の
設置，蓄電池など蓄エネルギー設備の設置と
いった方法も考えられている。
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図 5　非効率石炭火力のフェードアウトの見通し（3）
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　海外では日本に先立って，石炭火力の燃料
転換事例がいくつか見られる。
　英国では 2012 年９月に英 DRAX 社が石炭
火力発電所である Drax Power Station の６
つのボイラ（3,900 MW）のうち，３つのボ
イラを 100% バイオマスに転換する計画を発
表した。現在では 4 つのボイラ（2,600 MW）
が 100% バイオマス発電に転換されている。
さらに，英 DRAX 社は 2021 年にカナダの
Pinnacle Renewable Energy 社を買収し，燃
料調達体制を強化した他，バイオマス発電と
排ガスからの CCS を組みわせることで，大気
中の CO2 を減らす「ネガティブ・エミッショ
ン」技術の１つであるバイオマス炭素貯留

（BECCS：Bio-energy with Carbon Capture 
and Storage）の実証を進めている（13）。
　 米 国 で は，Intermountain Power Agency
社がユタ州の Intermountain 石炭火力発電所
をガス火力発電に転換し，将来の水素発電を
視野に入れている（14）。また，NRG Energy
社 が ペ ン シ ル ベ ニ ア 州 の Shawville，New 
Castle，イリノイ州の Joliet，ルイジアナ州の
Big Cajun Ⅱ石炭火力発電所をガス火力発電
に転換している（15）。
　カナダでは，2030 年までに石炭火力発電所
の段階的廃止を目指すことを発表しているが，
オンタリオ州では 2014 年に石炭火力の段階的
廃止が完了している。
　Ontario Power Generation 社 の Atikokan 石
炭火力発電所と Thunder Bay 石炭火力発電所
は 2015 年にバイオマス発電へ転換した（16）。
2018 年には稼働率の低下とボイラ腐食の修繕
にかかるコストが高いことを理由に Thunder 
Bay バイオマス発電所は廃止された。カナダの
アルバータ州の Capital Power 社は Genesee 石
炭火力発電所を天然ガスコンバインドサイク
ル発電や 100% 天然ガス発電に転換している。
　石炭火力発電所の燃料転換事例は，英
DRAX 社のように完全にバイオマス転換する
例やカナダのようにガス火力に転換するなど
地域に応じて様々である。

　事例としては記載していないが，段階的に
廃止した石炭火力の中には規制による廃止だ
けでなく，プラントの寿命が来て廃炉にした
ものや，価格競争力がなくなったために閉鎖
を決断したものも含まれる。

（２）バイオマス混焼の技術と課題

　2030 年発電効率 43% 達成に向けた技術オプ
ションで示したもののうちバイオマス混焼は，
バイオマスが石炭火力との親和性が高いことか
ら，比較的即効性のある解決策といえる。（一
財）石炭エネルギーセンター（JCOAL）の調
べによると（17），石炭火力発電所の内，40 基以
上でバイオマス混焼の実績があるといわれてお
り，混焼するためのプラント側の工夫や原料バ
イオマスの改質の工夫などを組み合わせること
によって，バイオマス混焼が進められている。
　以下，バイオマス混焼に関わる技術と課題
について述べる。

①プラント側の工夫
・石炭ミルによる混合粉砕

微粉炭焚きボイラの石炭の搬送コンベアにバ
イオマスを数％混合し，石炭ミルで混合粉砕
して，微粉炭バーナで燃焼する方法である。
国内の混焼事例ではバイオマスの混焼率が
３％程度の事例が多いことから，混焼率を大
きく上昇させることは難しく，熱量ベースで
２〜３％が安定運転域と考えられる。

・バイオマスミルによる粉砕，混合燃焼
微粉炭焚きボイラの石炭ミルのうち最大半
数を木質ペレットミルに改造，木質ペレッ
トを熱量ベースの高比率（25 〜 50％：バー
ナ総数の４分の１〜２分の１）で混焼する
方法である。専用ミルを石炭兼用とした例
もあり，各社それぞれ燃焼に工夫を凝らし
ているが，当然，燃料系が２つになること
から，燃料受入ヤードからバーナに至るま
で 2 系列が必要となり，これらのコストアッ
プも発電コストに影響を及ぼす。
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・混焼の課題
バイオマス混焼による発電効率低下が問題
になる。低炭素電力供給システムに関する
研究会での試算（3）では，混焼率 1% につき，
発電効率が 0.08% 低下すると仮定されてお
り，発電事業者としてはどこまで混焼率を
上げるべきか，悩みの１つとなる。

②原料バイオマスの工夫
・トレファクション（Torrefaction：半炭化，

Torrefied Pellet ／ Black Pellet） は， 炭 化
寸前の 200 〜 300℃程度の温度域でバイオマ
ス燃料化する熱分解技術の１つで，石炭火
力混焼率と輸送・貯蔵効率向上を目指した
ペレットの改良版である。チップ，ペレッ
トとの性状の比較を表 1 に示す。
　現在，出光興産㈱（18），日本製紙㈱（19），
宇部興産㈱（20）などがトレファクション技
術の導入に取り組んでいる。原料栽培から
エネルギー利用のサプライチェーンを一貫
した事業運営としてどのように進められる
かを見守る必要がある。

・原料調達の課題と対策
原料の調達に目向けると，仮に，国内の既
設の石炭火力にバイオマスを５% 混焼す
る場合，少なくとも 1,000 万 t/ 年のバイオ
マスが必要となると言われている（17）。今
後混焼率を上昇，専焼発電所が増加する
と，バイオマス原料の安定的な調達先の確

保が問題となる。国内原料の大量安定調達
には限界があり，北米，東南アジアなどか
らの輸入に頼らざるを得ない。これに対し，
Enviva 社や Pinnacle Renewable Energy 社
などからの大量調達も進んでいる（21）。
　国内バイオマス発電大手のイーレックス
㈱は，前述の英 DRAX 社と同様に大手電力
などから石炭火力発電所を買収し，環境負
荷が少ないバイオマス発電に転換する。4 基
程度を，専用設備を導入して 2022 年以降の
運転開始を目指すとしている（22）。
　買収した火力発電所は，順次 30％から
100％へと混焼率を上げ専焼とする方針であ
り，原料の調達（現地での栽培からの原料
確保）までをサプライチェーンとして傘下
に収め，年３回の収穫可能なソルガムを利
用するとしている。

　バイオマス混焼／専焼の戦略は，原料栽培
からエネルギー利用のサプライチェーンと，
焼却灰の廃棄までの一貫した事業運営をどう
見込むかが鍵となる。海外での燃料製造も単
純な栽培と加工だけでは採算性に欠ける。現
地のエネルギー事情への配慮，バイオマスの
飼料としてのカスケード利用など，コストを
下げる工夫や，廃棄物の取り込みなどの有効
利用，輸送や貯蔵など複合的な判断のもと事
業展開も必要になる。
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種類 チップ
木質原料を粗粉砕した燃料，
製紙用が主体

ペレット トレファイドペレッド

概要

含水率
発熱量
粉砕性
メリット

デメリット

評価

35～50%
10ＭＪ/kg以上

△
屋外貯蔵が可能， 価格が安い

含水率が高く，発熱量が低い
含水率，形状等のばらつきも多い

専焼発電にコスト的に有利

事前に異物除去，粉砕・
乾燥，圧縮成形した燃料

１0%1以下
16ＭＪ/kg以上

○
発熱量が高い
輸送性に優れる

屋外貯蔵には向かない
粉塵対策も必要
価格が高い

石炭混焼／混焼率に限界

原料を焙煎もしくは蒸気爆砕
して含水率を低下

１～３%
20ＭＪ/kg以上

◎
発熱量がペレットより高く，発電
所の改造が不要
ペレットよりも割高
屋外貯蔵も可能
現在発展途上，大量調達は
今後に期待
石炭同様に扱える

表１　チップ，ペレット，トレファイドペレットの性状比較

（出所：各種資料を基に筆者作成）

季報エネルギー総合工学第 44 巻 第２号（2021）



５．2050 年のカーボンニュートラルを
　見据えた技術オプション

　2050 年のカーボンニュートラルに向けた技
術オプションは，バイオマス，アンモニア，
水素などの燃料に転換したり，石炭火力発電
所の土地やインフラを利用して，太陽光発電，
蓄電池設備，水素製造設備，圧縮空気エネル
ギー貯蔵装置（CAES）や蓄熱などエネルギー
貯蔵設備，蓄熱オプションの１つである岩石
発電などに事業を転換することが考えられる。
これに加え，CCS や 炭素回収・有効利用・貯
留（CCUS）の併設なども考えられる。
　環境省では令和３年度（2021 年度）に「岩
石蓄熱技術を用いた蓄エネルギー・サービス
事業の実現可能性評価・検証委託業務」を
実施している。蓄熱技術を用いることによ
り，石炭火力発電の蒸気タービンを活かして，
CO2 フリーな電力を作り出すことも可能な技
術の評価が始まったところである（23）。
　以下に，㈱ JERA と電源開発㈱（J-POWER）
が発表している 2050 年に向けた取り組みを紹
介する。

① JERA アンモニア混焼技術
　JERA は，図６の 2020 年に「JERA ゼロエ

ミッション 2050」を示しており，石炭火力に
ついては非効率な発電所（超臨界以下）全台
を停廃止すること，高効率な発電所（超々臨界）
へのアンモニアの混焼実証を進める目標を掲
げている。
　政府が示す 2030 年度の長期エネルギー需給
見通しに基づく，国全体の火力発電からの排
出原単位と比べて 20% 減を実現するとも述べ
ている（24）。
　また，JERA および㈱ IHI は，（国研）新エ
ネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）
の助成事業「カーボンリサイクル・次世代火
力発電等技術開発／アンモニア混焼火力発
電技術研究開発・実証事業」（2021 年６月〜
2025 年３月）に採択され，JERA の碧南火力
発電所４号機（発電出力：100 万 kW）におい
て，2024 年度にアンモニア 20% 混焼を目指す
計画である。さらに，アンモニアの大量混焼
を確実に行うため，同発電所５号機（発電出力：
100 万 kW）において，2021 年８月から 12 月
の間，実証用バーナの開発に必要な条件を確
認する予定である。

② J-POWER のロードマップ
　J-POWER は，J-POWER “BLUE MISSION 
2050”（25）を示しており，図７で分かるように，
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図６　JERA ゼロエミッション 2050　日本版ロードマップ（24）
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2050 年のカーボンニュートラルの実現に段階
的に取り組む中で，そのマイルストーンとし
て，2030 年の CO2 排出量を 40% 削減するとし
ている。
　2050 年の水素サプライチェーンとして，こ
れまでの石炭から電気への転換から，石炭に
よる CO2 フリー水素製造とそれを利用した水
素発電への移行を開始するとともに，多様な
用途への水素供給による事業拡大の可能性も
追及するとしている。
　旧一般電気事業者および J-POWER のロー
ドマップにはフェードアウトの記載の有無，
バイオマスや水素・アンモニアの表現の網羅，

時期などに若干の違いはあるが，石炭火力削
減の方針は一致している。

６．おわりに

　これらの情報を基に石炭火力発電所の技術
オプションを整理すると図８のように考えら
れる。
　既に石炭火力新設の計画を断念し，バイオ
マス専焼に，また，既設の設備をバイオマス
混焼／専焼へ切り替える事業判断に踏み切っ
た事業者もあるが，今後，「第６次エネルギー
基本計画」や炭素税導入検討など，より事業
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図７　J-POWER "BLUE MISSION 2050"（25）

図８　石炭火力発電所の技術オプション
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運営が見通しにくい時代となる。各事業者が
2030 年，2050 年を目指し，どのような戦術を
打ち出すか，見守る必要がある。
　バイオマス利用には，大量調達への懸念や
持続安定性のほか，現時点では，日本に運ば
れた燃料は，発電所で燃焼時に CO2 が発生す
るが，日本の排出量としてはカウントされて
いないことや，ライフサイクル GHG 評価は
していないなど将来的に不利に働く懸念材料
もあるが，石炭火力の既存プラントを有効活
用しつつ，CO2 削減することは当面間違いな
く有効な手段だと考える。
　 既 に 述 べ た よ う に， 英 DRAX 社 で は
BECCS に取り組んでいる。バイオマスはカー
ボンニュートラルなので，バイオマスの燃焼
によって排出された CO2 はゼロカウントとな
る。これを捕捉して貯蔵し排出しなければ，
その分は更に CO2 を削減したと見做される。
これは 2050 年以降の「国連気候変動に関する
政府間パネル」（IPCC）のネガティブエミッ
ションシナリオの切り札と位置付けられてい
る。従い，バイオマス混焼を行なっている石
炭火力発電所に将来 CCS を設置すれば，石炭
分の CO2 排出がゼロとなり，更にバイオマス
分はマイナスになるという効果が期待できる。
　当研究所の小野崎と橋崎は，既存の膨大な
インフラである LNG や石炭火力発電を活かし
ながら，日本においてゼロエミッションを実
現する方策を検討した。その結果，海外の高
再エネポテンシャル地域で安価な再エネを用
いて製造するアンモニア，メタン，メタノー
ルを併用して，エネルギーミックスを維持し
つつ，CO2 排出ゼロエミッションを実現する
ことが可能であることが試算された。過度に
国内の再エネに頼ることなく，国際的なカー
ボンリサイクルを適用し，既存の火力発電設
備を活用して，安定した電源が確保できるこ
とを明らかにしている（26）。
　英 DRAX 社のようにバイオマス戦略の要
は，原料栽培からエネルギー利用のサプライ
チェーンを一貫した事業運営としてどう見込

むか，必要に応じた M ＆ A を含めた事業選
択が鍵となってきそうだ。
　これまで述べてきたように，石炭火力発電
を取り巻く社会は，今，急激な変化を求めて
いる。しかしながら石炭火力がこれまで受け
持ってきた役割を忘れてはならない。
　電力の安定供給に資する大きな発電容量を
有することや調整力としての役割である。そ
して火力発電の中では最も発電コストが安い
ことも重要である。
　今後，再エネの主力電源化を実現するため
にも一定数の調整力を持った発電所の確保が
必要と考えられるが，将来，水素，アンモニ
アの時代となり持続的・安定的に供給される
までは，バイオマス利用は過渡期として必要
なものと考えられる。
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１．はじめに

　わが国では使命を終えて廃止措置に移行し
た原子力発電所が増加している。今後原子力
発電所の廃止措置が進むと，さらに大量の処
理すべき大型機器が発生し，敷地内に保管さ
れ続けることとなり，廃止措置作業スペース
を圧迫することが予想される。
　当研究所は，「原子力発電所廃止措置調査検
討委員会」（委員長：岡本孝司・東京大学教授）
を設置し，わが国の廃止措置の円滑な推進など
に資するため，循環経済を進めている欧米での
大型機器の処理実績を踏まえて，わが国におい
て保管されている，または今後発生する大型機
器の処理の在り方等についての評価および提
言を，技術レポート『原子力発電所から発生す
る大型機器の処理について』にまとめた。同レ
ポートは，2021 年２月，当研究所ホームペー
ジ（https://www.iae.or.jp/download/nlr-2020-
03/）で公開された。本稿では，以下にその概
要を述べる。

２．背景と目的

　わが国でも原子力発電所の廃止措置が，今
後 2020 年代半ば以降に本格化していくにあ
たって，解体を円滑に進めるために，作業エ
リアの確保が必要である。発電所内での敷地
も狭く，そのための建屋を増設するのは難し
い状況にある一方，敷地内には，高経年劣化
対策として大型改良工事等で取り外された蒸
気発生器（SG），給水加熱器等の大型機器が

専用保管庫等に保管されている。これらは体
積も大きくまた構造上頑丈なので，解体する
には設備と時間を要するが，いずれは処理し
なければならない。
　こうしたなかで，廃止措置が進むと解体の
ための設備導入等により発電所敷地内のス
ペースが圧迫される恐れがでてくる。解体の
ためのスペース確保ができなければ，効率的
な廃止措置の遂行に支障を来すことが懸念さ
れる。一方，海外では，原子力を含めた持続
可能な社会形成を推進するため，大型機器を
含む有用資源のリサイクル化に取り組んでお
り実績を上げている。
　以上の状況をふまえ，同委員会は，わが国の
原子力発電所廃止措置の円滑な推進のため，海
外の先行実績を参考に，国内の大型機器を対象
とした処理の在り方について検討を行った。

３．大型機器の処理の取り組み

（１）先行実績

　わが国も加盟している経済協力開発機構／
原子力機関（OECD ／ NEA）において，欧
米での先行実績をもとに，原子力発電所から
発生する大型機器の処理選択の考え方に関す
る報告書がまとめられている。また，OECD/
NEA 主催のワークショップでは処理方法の評
価事例も出されている。
　まずは，原子力発電所の廃止措置では，施
設の解体や除染等により放射性廃棄物が発生
することから，作業を円滑に進める上で放射
性廃棄物の処理処分戦略を練る必要がある。
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　国際原子力機関（IAEA），NEA および欧
州連合（EU）は，放射性廃棄物の現状（発生，
保管，処分等）を踏まえて，今後の方向性，
取り組む方針を検討し，放射性廃棄物管理の
最適化の取組みとして，放射性廃棄物の最小
化・管理の最適化を図るべく，廃棄物階層適
用の実践を推進している。特に，EU は，循
環経済に向けて，「廃棄物から資源化」を推進
しており，2011 年に放射性廃棄物に関する指
令を発出している。図１に，EU による放射
性廃棄物量の将来予想を，図２に廃棄物管理
の階層の主要原則を示す。

（２）実績および教訓

　欧米では，これまでに原子力発電所から発
生した大型機器の処理処分を実施経験を積ん
でいる。これまで実施された方法は，主に次

の３事例に分類され，国情に応じて適切な方
法が選定されている。

　

欧米において実施された大型機器の処理処分
方法を表１に、図 3にその実例を示す。
　一方で，OECD/NEA では，３つのシナリ
オの先行実績を踏まえ，表 2に示すように，
大型機器の処理シナリオの評価選定に大きな
影響を及ぼす要因を挙げている。
　大型機器の処理方法の評価項目の重みづけ
は，それぞれの国情をもとに決められるもの
であるものの，国際的な状況についても考慮
しておく必要がある。
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図１　EUの放射性廃棄物量の将来予想

● 発生元で廃棄物を発生させないこと（Waste Prevention）
● 可能な限り発生量を抑制すること（Waste Minimization）
● 廃棄物の廃止を防止できない場合には，廃材や廃棄物を直接再使用もしくは
 修理して再使用すること（Re-use of Materials）
● 廃棄物をリサイクルする，もしくは二次原料として再加工すること（Recycling）
● 廃棄物を環境中へ放出できるのは，廃棄物の発生防止，再利用等ができない
 場合のみであり，かつ管理された方法でのみ行うこと（Disposal）
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図２　廃棄物管理の階層の主要原則

A：原子炉建屋内で細断し，標準容器（輸送）に収納する。

B：一体撤去して施設外の廃棄物処理施設へ輸送し，そこ

    で処理する。

C：一体撤去して処分施設へ輸送し一体で処分する。



− 34 − 季報エネルギー総合工学第 44 巻 第２号（2021）

国 大型機器の処理方法 備考

米国

英国

仏国

独国

ベルギー

スペイン

スウェーデン

主に一体型処分（C）

一般に，廃棄物の再使用および再利用を処分より優先しており，輸送してサイト外にて除染，

リサイクル・減容処理。（Ｂ）

一般に，廃棄物の再使用および再利用を処分より優先しており，輸送してサイト外にて除染，

リサイクル・減容処理。VLLWとして一体型処分した例はあるものの今後は適用せず。（Ｂ）

大型機器一体撤去後，輸送してサイト外にて長期減衰保管，その後，リサイクル・減容処理。

なお，スウェーデンに輸送して，除染，リサイクル・減容処理の例もある。（Ｂ）

除染後，解体切断して，放射性廃棄物は 200ℓもしくは 400ℓドラムに収納し，セメント固化。

クリアランスレベル以下は再利用。（A）

除染後，解体切断して，放射性廃棄物は 200ℓもしくは 400ℓドラムに収納し，セメント固化。

クリアランスレベル以下は再利用。（A）

大型機器一体撤去後，輸送してサイト外にて除染，リサイクル・減容処理。（B）

処分容量に余裕あり

処分容量に余裕なし

処分容量に余裕なし

処分場を建設中

表２　大型機器の処理方法を評価するうえでの重要項目

国際経験から得られた主要な要因 大型機器に対する国際的な志向

リサイクル戦略

貯蔵施設，処理施設の利用

処分の受入能力

輸送の実施可能性

経済性

適切な解体手順／工法利用

・有用資源の再利用，廃棄物の最小化のために，リサイクル戦略の推進を推奨。

・貯蔵施設（減衰貯蔵），処理可能な施設の利用による最適化を推奨。

・貯蔵方法，処理方法の選択に関連する事項。
・IAEA輸送規則2018年版では，大型機器の海外輸送実績が反映されており，加盟国は国内法整備する必要がある。
・輸送規則に適合した実施手順の整備を推奨。
・安全面，放射線防護面を含む廃止措置全体の技術対策を含めた検討を推奨。

・実証済み技術，実績を元とした手順を活用することを推奨

・大型機器の処分受入可能な場合は，有力な方法。ただし，国際的には処分施設の確保が難しい状況にあるため，
 最小化した廃棄物を処分することに高い優先順位を与えている。

表１　欧米における大型機器の処理処分方法（先行実績）

ベルギー原子力研究所での蒸気発生器の現地解体

【事例A】

【事例B】

スウェーデンでの大型機器のリサイクル処理のフロー

【事例C】

米国で一体撤去後，処分施設へ輸送して一体処分

図３　実施された処理処分方法（ABC）の実例

＜バーンウェル処分場＞



（３）方向性

　大型機器の例として蒸気発生器を処理する
場合に想定される処理シナリオ（ケース１〜
５）と評価例を図４に示す。
　想定される処理シナリオは５つ。発電所敷
地内で処理する場合に既設建屋内と新設建屋
で行うケースの２つ，敷地外に輸送して処理
する場合に，そのまま処分するケース，解体
して全て容器に収納して処分するケース，そ
して解体してリサイクルできるものと放射性
廃棄物に分類して処理処分するケースの３つ
がある。OECD/NEA のワークショップでは，
５つのケースについて特徴を整理・評価して
いる。
　表３から分かるように，ケース５の処分量
が最も少なく，リサイクル量が最も多く活用
できるシナリオになっている。また，ケース

５の評価では，大部分がリサイクルされる一
方，処分量は元の重量で 20％，体積で 8% に
低減されている。
　OECD/NEA ワークショップは，ケース１
〜５を次のように評価している。
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SGの処理

敷地内で処理

敷地外へ輸送
して処理

場　所 処理方法 長　所 短　所 採用国（例）

ケース１

ケース２

ケース３

ケース４

ケース５

原子炉建屋内での処理

敷地内の廃棄物処理
施設（新設）で処理

SG一体を直接処分／
管群のみ丸ごと処分

SGを解体して全て容
器に収納して直接処分

・廃棄物処理施設の新設よりも資本コストが低い
・外部へのSG輸送が不要
・分別作業に所内作業員を活用
・SG切断片は，除染とフリーリリース測定のために撤去可能

・敷地内のSG輸送距離が短い
・機器は市場で入手しやすい
・早期のSG撤去は，原子炉建屋内の他の解体活動への干渉を抑制
・大きなSG切断片でも，フリーリリース測定のために運送可能
・分別作業に所内作業員を活用

・迅速で信頼性の高いプロセス
・短期実施。利用可能なスペースが限定的
・敷地内／プロジェクトのリスクを軽減
・労働災害リスク＆放射線被曝のリスクが限定的

・迅速で信頼性の高いプロセス
・短期実施。利用可能なスペースが限定的
・敷地内／プロジェクトのリスクを軽減
・労働災害リスク＆放射線被曝のリスクが限定的

・実績があり，迅速で信頼性の高いプロセス
・輸送と処理のコスト管理可能
・二次廃棄物の最終処分量の最小化可能
・一般環境政策に準拠
　（廃棄物の階層と利用可能な最良の手法）
・短期実施，利用可能なスペースが限定的
・敷地内／プロジェクトのリスクを軽減
・労働災害リスク＆放射線被曝のリスクが限定的

・原子炉建屋内の作業スペースの不足
・作業員教育，手法開発用に高い初期コストが必要
・他の廃止措置活動を遮断
・原子炉建屋内の占有処理時間が長い
・総コストに関する不確実性
・労働災害リスク＆放射線被曝のリスクの配慮が必要
・規制要件の増加
・除染，解体のための資材エリアの確保が必要
・SG部品のフリーリリースのための広範な測定プログラムが必要

・施設の建設と設備の資本コストが必要
・許認可取得に時間を要する
・作業員教育，手法開発用に高い初期コストが必要
・原子炉建屋からのSG撤去作業が必要
・SG部品のフリーリリースのための広範な測定プログラムが必要

・処分量が過大
・一般環境政策に準拠していない
・輸送オプションに制約あり
・大型機器を直接受け入れる処分場が必要

・処分量が過大
・一般環境政策に準拠していない
・輸送オプションに制約あり

・SG放射能量の制限
（除染または減衰貯蔵が必要な場合もある）
・輸送オプションに制約あり
・リサイクル処理が可能な施設が限定的
（輸送手続きが煩雑）

スペイン，
ベルギー

米
（仏でも１例）

英，仏，
独（長期減衰
保管も選択），
スウェーデン

溶融，フリーリリース，再
利用処理によって，二次
廃棄物量が最小になる
よう処理処分

図４　蒸気発生器（SG）処理シナリオとOECD/NEAワークショップによる評価例

処理前 処理後
想定シナリオ

ケース１＊

ケース２＊

ケース３
ケース４
ケース５

蒸気発生器：１基

体積：約 430m3

重量：約 310トン

処分量（ｍ３）

108＊＊

108＊＊

500
600
36

リサイクル量（トン）

245
245
0
0
245

＊    ケース１，２については，IAEA文献等を基に推定評価した。
＊＊金属溶融処理した場合の処分量（３m3）を基に，金属溶融の減容率（1/3～1/5）から，
　　金属溶融処理しない場合の処分量を評価した。

表３　各ケースでのリサイクル量と放射性廃棄物処理量の評価例

● ケース１，２（発電所施設内での処理）は，他のケース
のような輸送の課題はないが，大型機器の解体処理に関す
る設備の調達およびそれらを取り扱うための作業員の教育
訓練が必要。
● ケース３（蒸気発生器を一体毎直接処分）は最も簡易に
処理処分可能であるが，受け入れる処分場が必要である。
● ケース４（敷地外施設で解体処理し，リサイクルせずに

すべて処分）は，処分量が最も多い。
● ケース５（敷地外の専用施設でのリサイクル処理）では，
蒸気発生器金属部材の最大 80％のリサイクルが可能であ
り，放射性廃棄物量も 90％以上に低減される。ケース３を
除くと，ケース５のアプローチが，処分コストが最も低く，
投資コストが最も低く，また処理プロジェクトを最も速く
遂行できる。



　以上より，できるだけリサイクル処理する
方針である場合は，環境条件，経済条件等か
らケース 5 が最も優位との結果である。
　なお，ケース３の一体処分は最も簡易に処
理処分可能ですが，受けいれる処分場が必要
で，土地利用，資源有効利用の観点から，欧
州各国では難しい選択と考えられている。
　米国は，経済性も考慮して大型機器一体の直
接処分を選択することが多い一方，わが国と類
似の環境にある欧州では，土地も狭くまた新規
処分施設の開設が難しいなどことが挙げられ
る。また，欧州においては，発生した大型機器
は有用資源のリサイクル，放射性廃棄物の最小
化，廃棄物管理の最適化として，リサイクル処
理ビジネスが展開されており，必要に応じて国
外の集中処理施設も活用されている。

４．わが国への適応性

（１）わが国の基本方針と大型機器の保管状況

　わが国の原子力発電所の廃止措置政策の基
本となる考え方は，経済産業省総合資源エネル
ギー調査会原子力小委員会において検討され
ており，2019 年 4 月に開催された同小員会に
おいて，原子力発電所の解体（一般廃炉）を進
めていくための具体例（設備の共用や集中的な
処理）としては，次の 2 点が示されている。

　ここで，対象となる大型機器は，原子力発
電所の高経年化対策として，取替が行われ，
これまでに発電所内で保管されている量は相
当数占め，専用の保管庫に保管されているも
のも含まれると考えられる。図５に大型機器
取替の例を，表４に国内の原子力発電所で保
管されている大型金属の保管量を示す。

（２）先行国の教訓等を参考としたわが国への

適用性評価

　前述の基本方針の下，原子力発電所の円滑な
廃止措置を一層推進するためには，大型機器の
処理についても具体化していく必要がある。
　原子力発電所をとりまく環境は立地国に
よってさまざまであり，欧州での評価がその
ままわが国にあてはまるわけではない。とは
いえ，廃止措置の取組み（解体・撤去，敷地
解放，解体物の処理処分）は概ね共通であり，
最終目標も共通であることから，欧米先行国
の教訓及び今後の方向性は，今後わが国の大
型機器の最終処分までの管理戦略を講じるう
えで，大いに参考になるものである。ここでは，
欧米先行国の教訓及び今後の方向性を参考と
しながら，わが国の現状を踏まえて，将来（中
長期的）に向けて目指すべき方向と，それに
向けて当面（短期および中期的）取り組むべ
きことについて検討した。

（ａ）処理方法の選定および評価

　これまで国内での処理実績の乏しい大型機
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● 集中的に処理する。
● 処理実績が乏しい大型金属について，海外の事業者に処

　理を委託する。

図５　わが国における大型機器の取替例

加圧水型原子力発電所（PWR） 沸騰水型原子力発電所（BWR）
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器の処理について，OECD/NEA での処理方
法の評価を参考として，そこで優位性のある
シナリオ（ケース１，ケース 5）について，
わが国に適用可能性について検討した。
　なお，ケース３「敷地外での一体処分」に
ついては，広大な処分地が必要となるため国
内の実施は困難なこと，国のリサイクル推進
の方針と合致しないこと等から選択肢の対象
から外した。
　また，ケース５「敷地外での処理」は，欧
米では，国外での委託処理も行われているこ
とから，以下のように，国内と国外に分けて
評価することとした。

表４　原子力発電所に保管されている大型金属の保管量

発電所名
泊
美浜
高浜
大飯
伊方
玄海
川内
敦賀
合計

 蒸気発生器（基）
0

7

6

8

4

4

3

0

32

保管容器（m3）
179*1

966*２

894*2

2,674*2

746*3

663*3

509*4

170*１

6,801

発電所名
東海第二
東海第二

（固体廃棄物作業建屋他）

志賀

高浜
（外部遮蔽壁保管庫）

 給水加熱器保管庫等
給水加熱器 ３基

固体廃棄物
1,437体

タービンロータ
630m3

保管容器
895m3

保管容器（m3）
311

－

－

－

＊１：  “原子炉容器上部蓋保管庫”に保管。

＊３：  原子炉容器上部蓋および炉内構造物を含む。
＊２：   原子炉容器上部蓋を含む。

＊４：  “固体廃棄物貯蔵庫”に保管。原子炉容器上部蓋を含む。

＜蒸気発生器保管庫等＞ ＜給水加熱器保管庫等＞

● 評価シナリオ

ケース１　：原子炉建屋内での処理

ケース5-1：敷地外での処理（国内）

ケース5-2：敷地外での処理（国外）

表５　わが国において大型機器処理の方法を評価する上で考慮すべき主要項目

国際経験から得られた主要な要因

⑧

大型機器に対する国際的な志向

・大型機器の処分受入可能な場合は有力な方法。ただし，国際
  的には，処分施設の確保が難しい状況にあるため，最小化し
  た廃棄物を処分することに高い優先順位を与えている。

・貯蔵方法，処理方法の選択に関連する事項
・IAEA輸送規則 2018 年版では，大型機器の海外輸送実績が反映
 されており，加盟国は国内法整備をする必要がある。
・輸送規則に適合した実施手順の整備を推奨

・安全面，放射性防護面を含む廃止措置全体の新技術を含めた
  検討を推奨

・実証済み技術，実績を元とした手順を活用することを推奨

・公衆の主な懸念事項は，サイト間輸送（頻度，被曝，交通制限）
  および放射性廃棄物の排出であり，輸送戦略上，PAは重要である。
・日頃からの情報公開，コミュニケーション，ステークホルダーの
  関与を推奨

・国際的には放射性廃棄物の減容処理，リサイクル処理等につい
  ては，国境を越える移動は禁止されていない。

・貯蔵施設（減衰貯蔵），処理可能な施設の利用による最適化
 を推奨

・有用資源の再利用，廃棄物の最小化のためにリサイクル戦略の
  推進を推奨

・放射性廃棄物の最小化を原則としている。
・有用資源の再利用を推進している。

・大型機器貯蔵施設は発電所敷地内に設置している。
・大型機器の処分前処理施設はない。
・既設を活用する場合には，原子炉建屋内に除染・解体・処理設備を設置する必要
　がある。

・国内では，大型機器の処分施設はない。
・廃止措置で発生する放射性廃棄物の処分施設確保が必要。
・既設処分場の廃棄物受入基準は，ドラム缶を対象としている。

・非汚染大型機器の海上輸送実績はあるものの，使用済の取替大型機器の海上輸送
  実績はない。
・取替大型機器の構内輸送実績はある。
・IAEA輸送規則2018年版では，大型機器の海外輸送実績が反映されており，わが
  国も法令取入れ済。

・計画時に事業者によって考慮されている。

・わが国では，一体での取り出し撤去実績はあるものの，大型機器の解体実績はない。

・原子力発電の情報公開に取り組んでいる。
・ただし，ステークホルダー関与について，米，英，仏での制度化は行われていない。

・わが国では，放射性廃棄物の輸出は，原則として承認されない。

わが国の現状 わが国の目指すべき視点

・放射性廃棄物の最小化を原則としている。
・有用資源の再利用を推進している。

・国内での大型機器処理可能な施設の導入およびそのための
  先行事例の知識・教訓の習得・整備

・廃止措置廃棄物の処分施設確保

・実施手順等の整備

・計画時に事業者によって考慮されている。

・国内では実績がないことから，海外の先行実績をもとにし
  た手順／工法の構築
・米，英，仏のようなステークホルダー関与の制度化等，国
  際的動向も考慮して，ステークホルダー関与制度の導入を
  検討する必要がある。

・国際的な環境変化等（有用物の再利用推進）を踏まえ，リ
  サイクル処理等の目的の場合は，放射性廃棄物の輸出が受
  け入れられる必要がある。

リサイクル戦略

貯蔵施設，処理施設の利用

処分の受入能力

輸送の実施可能性

経済性

適切な解体手順／工法利用

パブリックアクセプタンス（PA）

その他（輸出管理制度）

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

　また，大型機器の処理戦略の選定に影響を
及ぼす主要な要因について，国際機関が目指
す方向性を考慮しつつ，わが国として目指す
べき視点について表５に整理した。ここでは，
わが国では地元を含めた一般公衆の関心が高
いことから「パブリックアクセプタンス」お
よび，欧米では国境間移動を行って実施する
場合も多いことから，「その他」として輸出管
理も追加した。
　各評価シナリオついて，主要項目ごとに評
価した結果を表 6に示す。表から各ケースの
長所，短所を抜き出すと表７のようになる。

（b）適用性評価

　以上の検討・評価をもとに，わが国への適用
性みついて検討した結果は，次の通りである。



　一方，国内の集中処理施設の新設には，立
地や建設に時間を要することから，円滑な廃
止措置の実施に支障を来す恐れがある。
　その上で，当面の対応として各ケースを検
討した結果は，以下の通りである。
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　以上から，大型機器の処理は，今後の発生
も考慮し，将来的には，国内で原子力事業者
が共同で利用可能な集中処理施設の設置も含
めて，国，事業者ともに検討を進める必要が
ある。一方，国内の集中処理施設の新設には，
立地や建設に時間を要することから，円滑な
廃止措置の実施に支障を来す恐れがある。そ
のため，検討に先立って，わが国の大型機器
の資供材を海外での先行プラントに提供して，
設備・運用の実績教訓に関する情報を収集し，
集中処理施設へ反映して，安全安定運転に資
すことも極めて重要である。

発電所敷地内処理
ケース１

（原子炉建屋内処理）

敷地内での処理

（国内）

敷地内での処理

（国外）

ケース 5 -１

敷地外処理施設での

リサイクル等により

廃棄物最小化の処理

処分：国内

ケース 5 -２

敷地外処理施設での

リサイクル等により

廃棄物最小化の処理

処分：国外

主要因
ケース

リサイクル戦略 貯蔵施設，処理施設の利用 処分地の受入能力 輸送の実施可能性 経済性 適切な解体手順／工法利用 パブリックアクセプタンス（PA） その他（輸出管理制度）

・適用可能
・処理後の金属（クリアランス対象）
  の再利用先，および処理後廃棄物
  の処分地確保が必要

・建屋内で処理を行うためのスペー
  ス確保が必要
・大型機器処理可能な設備の導入が
  必要
・処理方法の知識・教訓の習得が必要

・処理後廃棄物の処分地確保が必要

・処理後廃棄物の処分地確保が必要

・返還される場合は，処理後廃棄物
  の処分地確保が必要

・適用可能
・処理後の金属（クリアランス対象）
  の再利用先，および処理後廃棄物
  の処分地確保が必要

・適用可能
・処理後の金属（クリアランス対象）
  は委託先で再利用先確保
・処理後の放射性廃棄物は，必要に
  応じて，返還される場合もある。

・新規建屋の立地，建設，設置が必要
・大型機器処理可能な設備の導入が
  必要
・処理方法の知識・教訓の習得が必要

・施設は特に必要としない。
・処理方法の知識・教訓の習得が必要

・通常の標準的輸送の適用

・大型機器の構外輸送の経験は
  国内ではないものの，海外で
  は豊富。
・海外での輸送方法（海上，陸上）
  について実務を含めて整備して
  おく必要がある。

・大型機器の構外輸送の経験は
  国内ではないものの，海外で
  は豊富。
・海外での輸送方法（海上，陸上）
  について実務を含めて学習，知見
  習得する機会を得ることができる。

・建屋内改造費
・作業員教育訓練費
・処理費（設備費等も含む）
・処分費
・他の作業遅延・延期による管理費・補償
  費（必要に応じて）

・敷地の基盤等の整備費
・設計費
・建屋建設費
・処理設備設置費
・作業員教育訓練費
・処理費
・処分費
・輸送費

・委託費（輸送，処理）
・処分費（返還廃棄物がある場合）

・作業員の教育訓練が必要
・手順書の策定が必要
・実施しようとすることで廃止措置
  全行程に支障が出る可能性あり

・作業員の教育訓練が必要
・手順書の策定が必要
・実施しようとすることで廃止措置
  全行程に支障が出る可能性あり

・特に，国内では必要としないが，適
  切な解体手順／工法利用について実
  務を含めて学習，知見習得する機会
  を得ることができる。

・特別なPA活動は必要とされて
  いない（立地地点の同意・了解
  が必要）

・輸送には地元の同意が必要。
・処理施設を確保するには，地元
  の同意が必要。
・同意が得られるまで，相当期間
  を要する可能性もある。

・輸送には地元の同意が必要。

・特になし

・特になし

・国際的には放射性廃棄物の国境を
  越える移動は禁止されていないが，
  わが国では，原則承認されない。
・国際的な環境変化等（有用物の再
  利用推進）を踏まえ，リサイクル
  処理等の目的の場合は，放射性廃
  棄物の輸出が受け入れられる必要
  がある。

表６　わが国における大型機器の処理の在り方

● 廃止措置の着実な実施により，遠くない将来に多くの大
型機器が発生する見通しであることを考慮すると，国内で
発生したものは国内で処理処分することが基本とすること
が必要である。
● そのため，中長期的な視点から，国内の集中処理施設で
の処理も念頭に，適切な手法を検討していく必要がある。
● 今後，経済性や技術的な課題など，電力事業者において
議論・検討がなされる必要がある。

● ケース 1 の建屋内の処理については，既設の施設利用と
いう観点からの合理性があるものの，作業スペースが限ら
れることで処理の作業効率が落ちるだけではなく，他の作
業を阻害してしまう可能性もあること，あるいは，必要と
される処理設備も発電所毎に設置し，かつ発電所毎に作業
員の教育訓練等が必要な場合も想定されるなど，運用面や
経済面等で合理性に欠けるところも考えられる。
● ケース 5 - 1 は，集中処理施設を新設するための立地選定
から始める必要があり，その実現には時間を要すると考え
られるものの，今後の増加していく処理対象機器を国内で
適切に処理していくうえでは，ケース１より優位であると
考えられる。このシナリオについては，国内で大型機器を
処理した実績がないことから，導入に先立って海外で行わ
れている輸送も含めた処理設備・運用についての情報を収
集し，その教訓を反映していくことが重要となる。
● ケース 5 - 2 は，海外で既に大型機器の処理を受け入れて
いる事業を念頭に，そこへ輸送して処理する場合を評価し
ている。当面の対応としては，国内で処理を実施するケー
スと比較して同等もしくはそれ以上の評価であるが，長期
海上輸送が必要であること，処理の委託費用が必要である
ことを踏まえると，ケース 5 - 1 の環境が整うまでの間にお
いては，信頼性の高いプロセス・処理実績を有する委託先
において，リサイクル等により二次廃棄物の最小化を図る
ことは，有用な選択肢と考えられる。また，国際的な環境
変化等（有用資源のリサイクル推進等）を踏まえ，リサイ
クル処理等の目的の場合は大型機器の輸出が受け入れられ
る必要がある。

ケース 長　所 短　所

１（原子炉建屋内で処理） ・作業スペースが限られること⇒運用面や経済
　面等で合理性に欠ける。
・集中処理施設を新設するための立地選定から

　始める必要があり，時間を要する。

・長期海上輸送が必要。処理の委託費用が必要。

・放射性汚染大型機器の輸出が受け入れられる

　ことが必要。

・既設の施設利用という観点から合理性がある。

・今後の増加していく処理対象の大型機器を国内で適切に
　処理していくことが可能。ケース１より優位。
・リサイクル等により放射性廃棄物の最小化を図ることが
　可能。

５－１（敷地外処理施設での
リサイクル処理：国内）

５－１（敷地外処理施設での
リサイクル処理：国外）

・当面の対応としては，国内で処理を実施するケースと比

　較して同等もしくはそれ以上の評価。

・リサイクル等により放射性廃棄物の最小化を図ること。（海外で既に大型機器の処理を
受け入れている事業を念頭に，
そこへ輸送して処理する場合
を評価）

表７　ケース（1，5-1，5-2）の長所と短所

● ケース 1 の建屋内の処理については，既設の施設利用と
いう観点からの合理性があるものの，作業スペースが限ら
れることで処理の作業効率が落ちるだけではなく，他の作
業を阻害してしまう可能性もあること，あるいは，必要と
される処理設備も発電所毎に設置し，かつ発電所毎に作業
員の教育訓練等が必要な場合も想定されるなど，運用面や
経済面等で合理性に欠けるところも考えられる。
● ケース 5 - 1 は，集中処理施設を新設するための立地選定
から始める必要があり，その実現には時間を要すると考え
られるものの，今後の増加していく処理対象機器を国内で
適切に処理していくうえでは，ケース１より優位であると
考えられる。このシナリオについては，国内で大型機器を
処理した実績がないことから，導入に先立って海外で行わ
れている輸送も含めた処理設備・運用についての情報を収
集し，その教訓を反映していくことが重要となる。
● ケース 5 - 2 は，海外で既に大型機器の処理を受け入れて
いる事業を念頭に，そこへ輸送して処理する場合を評価し
ている。当面の対応としては，国内で処理を実施するケー
スと比較して同等もしくはそれ以上の評価であるが，長期
海上輸送が必要であること，処理の委託費用が必要である
ことを踏まえると，ケース 5 - 1 の環境が整うまでの間にお
いては，信頼性の高いプロセス・処理実績を有する委託先
において，リサイクル等により二次廃棄物の最小化を図る
ことは，有用な選択肢と考えられる。また，国際的な環境
変化等（有用資源のリサイクル推進等）を踏まえ，リサイ
クル処理等の目的の場合は大型機器の輸出が受け入れられ
る必要がある。
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　なお，集中処理施設の在り方を検討する上
で，海外委託処理の対象とする機器として，
特に有効な大型機器は，現時点において廃止
措置の過程で必要となる敷地面積を専有して
おり，今後の廃止措置の円滑な実施に悪影響
を与えうるものである。
　以上を踏まえると，円滑な廃止措置のため
の処理が必要な大型機器の要件は以下のよう
に整理できる。

　さらに，近い将来に海外へ処理を委託する
ことを想定する場合は，資源の有効利用や輸
送・処理の安全の確保の観点から以下の要件
が追加的に必要となる。

　発電所等の敷地内に保管され，多くの面積を
占有している大型機器のうち，上記要件を満た
すものは，「熱交換器（蒸気発生器，給水加熱器），
キャスク（輸送用，貯蔵用）」と考えられる。

（３）大型機器の国外処理への課題と対応

　欧米では，原子力発電所から発生した蒸気発
生器等の大型機器が自国以外の処理施設に搬送

（輸出）され，リサイクル処理するビジネスが
行われている。このため，大型機器の輸出入に
関連する日本と欧米諸国の比較を表８に示す。
　日本においては，リサイクル可能な大型機
器も取扱上「放射性廃棄物」となっている。
また，欧米諸国であれば，放射性廃棄物であっ

ても輸出入は可能と整理されているが，日本
では「放射性廃棄物は原則として承認しない」
という整理となっており，国際的な環境変化
等（有用資源のリサイクル推進等）を踏まえ，
海外での処理委託を選択肢の１つとするため，
リサイクル処理等の目的の場合には輸出が可
能とすることが有用と考えられる。
　さらに，リサイクル目的で大型機器の輸出を
行おうとする場合は，「放射性物質である」と
するなど，「定義」を見直すことも考えられる。
　こうしたことから，わが国においても，次
のような対応をとる必要がある。

５．委員会の提言

　以上のような，検討結果をもとに，委員会
として，わが国の大型機器の処理の在り方と
して，以下に示す提言をとりまとめた。

● 原子力施設敷地内に保管されており，多くの面積を専有
していること
● 今後国内で発生する見通しがあること
● 現状，国内では合理的な処理が困難であること

● リサイクル可能であること
● 発電所から施設への安全な輸送の実現性があること
● 国外で輸送・処理の実績がある，あるいは少なくとも候
　補として挙げられているもの

保管中の使用済大型機器の扱い

放射性物質の輸出

放射性廃棄物の輸出

日本 米国，EU加盟国

承認手続きを経て，輸出可能承認手続きを経て，輸出可能

取扱上，放射性廃棄物

原則として，承認しない 承認手続きを経て，輸出可能

放射性物質またはリサイクル可能な
物質は放射性廃棄物ではないとの扱い

表８　日本と欧米の大型機器の取り扱いの比較

● 国際法上，一定の条件の下での放射性廃棄物の国境を越
える移動は容認されているため，わが国においてもリサイ
クル目的であることなどの要件を満たす機器については，
輸出が認められるような制度の整備。
　具体的には，海外委託処理の対象として，次の機器が考
えられる。
　ⅰ）熱交換器（蒸気発生器，給水加熱器），
　ⅱ）キャスク（輸送用，貯蔵用）

● 原子力産業を含めた循環型社会形成の取り組みにおいて，
国際的にはリサイクルを前提とした定義となっており，今
後の廃止措置プラントの増加に向けては，資源循環の一層
の促進が奨励されている。このため，「リサイクル可能な
放射性物質」の定義の創設，又は米国が規定している「リ
サイクル可能な放射性物質は放射性廃棄物に該当しない」
とする項の制定。

提言１　最終目標⇒　中長期的な取り組み
わが国の大型機器の処理方法として，「原子力事
業者が共同利用可能なリサイクル処理集中施設を
導入すること」
　ただし，施設を導入するには，立地・建設・設置・
運転というプロセスを経る必要があることから，
時間を要することが想定される。また，国内では
大型機器の処理実施経験に乏しいことから，今後
の発生量を考慮し，経済性・技術的課題等につい
て検討を行っていくことが適切である。
 
提言２　当面（短期・中期的）の取り組み　－最
終目標が達成されるまで－
　発電所敷地内スペースを確保して廃止措置を円
滑に進めるために，「信頼性の高いプロセス・処
理実績を有する海外の事業者の技術・施設を活用
して国内の大型機器の処理を進めること」
　国内に集中処理施設を導入する上では，実績を
有する処理設備（米国，スウェーデン等）で，わ
が国の実機材を用いた委託処理を行うことによ
り，輸送も含めて設備・運用の実績教訓等を反映
することも有効であると考えられる。

提言３　選択肢の１つとして海外での委託処理を
選択しようとする場合

イ）熱交換器，キャスクなどの放射性廃棄物の輸
出を可能とする制度整備（国）
　国際法上，一定の条件の下での放射性廃棄物の
国境を越える移動は禁止されていないため，わが
国においてもリサイクル目的であることなどの要
件を満たす機器については，輸出が認められるよ
うな制度整備が必要である。
　具体的には，海外委託処理の対象として，次の
機器が考えられる。
ⅰ）熱交換器（蒸気発生器，給水加熱器），
ⅱ）キャスク（輸送用，貯蔵用）
 
ロ）放射性廃棄物の定義の見直し（国）
　原子力産業を含めた循環型社会形成の取り組み
において，国際的にはリサイクルを前提とした定
義となっており今後の廃止措置プラントの増加に
向けて，有用資源のリサイクル化推進が今後の動
向として注視されている。このため，「リサイク
ル可能な放射性物質」の定義の創設，又は米国と
同様に，「リサイクル可能な放射性物質」を放射
性廃棄物に該当しないとすることの検討が望まれ
る。また，事業者においても，この定義を着実に
履行しうる運用の策定を行う。

 ハ）ガイドラインの策定
　学術界，産業界が協力して，大型機器の国外処
理， SCO-Ⅲ適用に向けた輸送（IAEA 輸送規則 
2018 年版；　2021 年 1 月 1 日施行）について，
透明性および使い勝手の良いガイドラインの作成
することが必要。
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　海外での委託処理を実施するうえでは，循
環社会形成の考えに基づく国際的な潮流や実
態にも即して，ロ）のとおり，放射性廃棄物
の定義を見直すことが望まれるが，定義の見
直しに当たっては，放射性廃棄物全体に係る
規制・運用に幅広く影響を及ぼすことから，
今後国内において慎重に議論を重ねていくこ
とが必要となる。
　一方で，廃止措置の円滑な実施は喫緊の課
題であるため，国内処理も見据えた海外処理
の実現に向けては，速やかな対応が求められ
る。そのためには，現行の運用の下，リサイ
クル可能な機器も放射性廃棄物として扱われ
る当面の間は，イ）のとおり，放射性廃棄物
の輸出について，国際条約の履行に加え，一
定の要件を満たす場合には，輸出を可能とす
る制度整備が必要である。
　さらに，制度と並行して，事業者側で海外
処理を適切に実施するための対策も求められ
る。「技術に立脚した内容を，誰でもが活用で
きるよう，透明性をもって，策定されたもの」
とするために，ハ）のとおり，技術知見を整
理して，実績を積みつつ得られた教訓を後続
で実施するための手本として参照しうるよう，
ガイドライン策定の準備をすすめていく必要
がある。

６．おわりに

　本件に関する公表後の動きについて，ご紹
介する。
　本年３月に開催された経済産業省総合資源
エネルギー調査会の原子力小委員会および５
月に開催された原子力委員会定例会議におい
ても，「原子力発電所から発生する大型機器の
処理」としての集中処理および海外での委託
処理が取り上げられた。
　今後，わが国の廃止措置・放射性廃棄物管
理に関する政策やステークホルダー間での議
論において，本委員会の提言が活用されるこ
とを期待している。

提言１　最終目標⇒　中長期的な取り組み
わが国の大型機器の処理方法として，「原子力事
業者が共同利用可能なリサイクル処理集中施設を
導入すること」
　ただし，施設を導入するには，立地・建設・設置・
運転というプロセスを経る必要があることから，
時間を要することが想定される。また，国内では
大型機器の処理実施経験に乏しいことから，今後
の発生量を考慮し，経済性・技術的課題等につい
て検討を行っていくことが適切である。
 
提言２　当面（短期・中期的）の取り組み　－最
終目標が達成されるまで－
　発電所敷地内スペースを確保して廃止措置を円
滑に進めるために，「信頼性の高いプロセス・処
理実績を有する海外の事業者の技術・施設を活用
して国内の大型機器の処理を進めること」
　国内に集中処理施設を導入する上では，実績を
有する処理設備（米国，スウェーデン等）で，わ
が国の実機材を用いた委託処理を行うことによ
り，輸送も含めて設備・運用の実績教訓等を反映
することも有効であると考えられる。

提言３　選択肢の１つとして海外での委託処理を
選択しようとする場合

イ）熱交換器，キャスクなどの放射性廃棄物の輸
出を可能とする制度整備（国）
　国際法上，一定の条件の下での放射性廃棄物の
国境を越える移動は禁止されていないため，わが
国においてもリサイクル目的であることなどの要
件を満たす機器については，輸出が認められるよ
うな制度整備が必要である。
　具体的には，海外委託処理の対象として，次の
機器が考えられる。
ⅰ）熱交換器（蒸気発生器，給水加熱器），
ⅱ）キャスク（輸送用，貯蔵用）
 
ロ）放射性廃棄物の定義の見直し（国）
　原子力産業を含めた循環型社会形成の取り組み
において，国際的にはリサイクルを前提とした定
義となっており今後の廃止措置プラントの増加に
向けて，有用資源のリサイクル化推進が今後の動
向として注視されている。このため，「リサイク
ル可能な放射性物質」の定義の創設，又は米国と
同様に，「リサイクル可能な放射性物質」を放射
性廃棄物に該当しないとすることの検討が望まれ
る。また，事業者においても，この定義を着実に
履行しうる運用の策定を行う。

 ハ）ガイドラインの策定
　学術界，産業界が協力して，大型機器の国外処
理， SCO-Ⅲ適用に向けた輸送（IAEA 輸送規則 
2018 年版；　2021 年 1 月 1 日施行）について，
透明性および使い勝手の良いガイドラインの作成
することが必要。
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１．はじめに

　英国の原子力政策は，特に 2011 年の東日本
大震災以降毎年のように大きく変わっている。
これが英国の原子力政策を分かりにくくして
いる面がある。しかし，この 10 年間，英国政
府の原子力を積極的に推進していくという姿勢
とその役割の重要性に対する認識は，政権が代
わっても一貫して変わっていない。
　本稿は，英国政府の積極的な支援の下にあ
る原子力研究開発，特に小型モジュール炉

（SMR）を中心とした研究開発の動向につい
て，これまでの英国の原子力研究開発の変遷
も含め，原子力関連ニュースを中心に調査し
た結果をまとめたものである。

２．脱炭素化を目指す英国のエネルギー
　政策

　英国は気候変動を国の経済と安全保障の脅
威と捉えており，表 1 に示す通り，英国のエ

ネルギー政策のこれまでの流れは気候変動対
策そのものである。英国は世界に先駆けて「気
候変動法 2008」を制定し，2050 年までに温室
効果ガス（GHG）を 80% 削減するという野心
的な目標を定めた。さらに，気候変動委員会
を設置するとともに炭素割当量などを設定し，
英国の気候変動への取り組み状況のチェック
や削減する仕組みを構築した。
　2011 年 12 月， エ ネ ル ギ ー・ 気 候 変 動 省

（DECC）は英国のエネルギー政策の枠組みに
おいて脱炭素化をいかに達成するかを示した

「炭素計画」を公表した。2050 年までに排出
量を 80% 削減するためには，エネルギーの使
用と生成方法に大幅な変更を加え，電力セク
ターは再生可能エネルギー（再エネ），原子力
および炭素回収貯留の利用によって脱炭素化
する必要があるとし，特に原子力が最もコス
ト競争力があるとした。
　2013 年３月，ビジネス・イノベーション・
技能省（BIS）は「原子力産業戦略」（（Nuclear 
Industrial Strategy - The UK's Nuclear 
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表１　英国の最近の主な脱炭素化政策と原子力政策

気候変動法 2008（Climate Change Act 2008）
炭素計画（The Carbon Plan: Delivering our low carbon future）

クリーン成長戦略（Clean Growth Stragegy）
産業戦略（Industrial Strategy Building a Britain fit for the future）

気候変動法 2019（Climate Change Act 2019）

グリーン産業革命のための 10 項目計画
（The Ten Point Plan for a Green Industrial Revolution）
エネルギー白書
（The Energy White Paper Powering out Net Zero Future）
水素ロードマップ（Hydrogen Roadmap）
COP26（Glasgow）

原子力産業政策（Nuclear Industrial Strategy- The UK’s Nuclear Future ）

2008.11
2011.12
2013.03
2017.10
2017.11
2018.06
2019.06
2020.10
2020.11

2020.12

2021.02
2021.11

脱炭素化政策 原子力政策期日

原子力セクターディール（Industrial Strategy Nuclear Sector Deal）

原子力ロードマップ（Forty by ’50：The Nuclear Roadmap）
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Future））を公表したが，これは将来，原子力
が英国のエネルギーミックス（電源構成）にお
いて重要な役割を果たし，英国を主要な原子力
発電国に引き上げることを狙ったものであっ
た。原子力産業戦略は，新設，廃棄物管理と廃
止措置，核燃料サイクルサービスおよび運転保
守を含む原子力産業全体を網羅していた。これ
に基づいて，SMR の実現性検討や原子力イノ
ベーションプログラムなどが打ち出された。
　2016 年 7 月，メイ政権が発足すると同時に，
それまで科学技術イノベーションを担ってき
た BIS と DECC が統合してビジネス・エネル
ギー・産業戦略省（BEIS）が新たに設置され，
英国における科学技術イノベーションを所掌
することになった。2017 年 10 月，GHG の排
出を削減しながら英国経済を成長させる「ク
リーン成長戦略」（Clean Growth Strategy）が
BEIS より発表された。クリーン成長戦略にお
いては，イノベーションこそが英国産業の低炭
素化を可能とし経済成長のキーであると強調
された。政府は，イノベーション全体で９億ポ
ンドの公的資金を投資することを目指し，これ
には，スマートシステム用の２億 6,500 万ポン
ド，原子力研究イノベーション（将来の核燃料，
新しい原子力製造技術，リサイクルと再処理，
先進原子炉設計など）を支援するために４億
6,000 万ポンドおよび再エネのコスト削減に
１億 7,700 万ポンドが含まれていた。
　2017 年 11 月，BEIS は英国全体の生産性と
収益力を高めることを目的とした新しい「産
業 戦 略 」（Industrial Strategy Building a 
Britain fit for the future）を公表した。同戦略

で，英国経済の生産性を高めつつ，英国全体
で未利用の潜在能力を最大限に活用するため
に５つの基盤（アイデア，人々，インフラス
トラクチャ，ビジネス環境，場所）を将来の
産業の最前線に置き，英国が地球規模の変化
を利用して，確実に人々の生活と国の生産性
を向上させるために，４つの Grand Challenge

（国家的プロジェクト）を設定した。これら４
つの国家的プロジェクトは，英国の未来を変
える世界的なトレンドに焦点を当てており，
表 2 に示すように，国家的プロジェクト毎に
意欲的なミッションが策定された。この中で

「クリーン成長」が原子力に大きく係っていた。
　2019 年６月には，2050 年までの GHG の削
減目標を８割減からネットゼロに強化する気
候変動法の改訂（CCA 2019）が行われた。
　2020 年 11 月，ジョンソン政権はネットゼロ
を実現する「グリーン産業革命のための 10 項
目計画」（The Ten Point Plan for a Green 
Industrial Revolution）を公表した。これにより，
野心的な政策と 120 億ポンドの投資によって，
400 億ポンド以上の民間投資の促進を狙った。
　計画には，2030 年までに洋上風力発電容量
を４倍の 40GW にし，水素の研究開発へ最大
５億ポンドを投資する。５億ポンドには「水を
エネルギーに変える」という約束や電気自動車
への 28 億ポンド以上の投資，炭素の回収と貯
留における世界を主導する新しい産業の確立
のためのイングランド北部，ウェールズおよび
スコットランドのクラスターへの 10 億ポンド
の政府投資「エネルギーイノベーションファン
ド」も含まれる。この「エネルギーイノベーショ
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表２　４つの Grand Challenge とミッション

人工知能とデータ経済

国家的プロジェクト ミッション

高齢化社会

クリーン成長

移動手段の未来

データ，人工知能およびイノベーションを利用して，2030 年までに慢性
疾患の予防，早期診断および治療を変革する。

人々が 2035 年までに少なくとも５年間の健康で独立した生活を享受でき
るようにすると同時に，最も裕福な人々と最も貧しい人々の経験のギャッ
プを狭める。
2030 年までに新しい建物のエネルギー使用量を少なくとも半分にする。
2040 年までに世界初のネットゼロカーボン産業クラスターおよび 2030 年
までに少なくとも１つの低炭素クラスターを構築する。
英国をゼロエミッション車の設計と製造の最前線に置き，すべての新車と
バンは 2040 年までに実質的にゼロエミッションとする。
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ンファンド」は，世界初の液体空気電池などの
新しい低炭素技術の商業化に役立ち，ロンドン
市が国債，カーボンオフセット市場および開示
要件を介したグリーンファイナンスのグロー
バルセンターとなるとのことである。
　10 項目計画の中の項目３「新規の先進原子
力 提 供 」（Delivering New and Advanced 
Nuclear Power）は，大型から SMR/ 先進モ
ジュール炉（AMR）まで，新規の原子力発電
を開発するという政府の約束である。10 項目
計画に原子力発電を含めることは，原子力イ
ノベーション研究諮問委員会（NIRAB）が
BEIS の最近の報告書で行った助言を反映して
いる。NIRAB は同報告書で，企業の低炭素電
力のうち，再エネ電力でない部分の少なくと
も半分を提供するために原子力を利用するこ
とが賢明であると述べた。
　2020 年 12 月，BEIS は「エネルギー白書」（The 
Energy White Paper Powering our Net Zero 
Future）を公表し，2050 年までの GHG 排出量
の実質ゼロ化に向けたエネルギー関連の取り
組みに関する長期戦略を示した。今後 10 年間
で最大 22 万人の雇用を支援し，価格を適正に
保ちながら，エネルギーシステムをクリーン化
するという野心的な計画である。白書は，10
項目計画に基づき策定されたもので，政府が今
後 10 年間に，新たなグリーン雇用を支援しつ
つ，産業，輸送，建物からの排出量を２億 3,000

万トン削減（ガソリン車 750 万台分の排出分に
相当）するための具体的な取り組みを提示して
いる。白書では電化の進捗により，2050 年ま
でに電力需要が倍増すると見られることから，
電力部門では洋上風力とともに原子力を重視
する姿勢が鮮明に打ち出されている。
　2021 年２月，英国原子力産業協会（NIA）は

「水素ロードマップ」（Hydrogen Roadmap）を
公表した。気候変動委員会は，2050 年までに現
在の４倍のクリーン電力と 225TWh の低炭素
水素を生産して脱炭素化を完了する必要がある
としており，その中で原子力発電はグリーン水
素の将来における重要な役割を担っているとし
ている。
　2021 年 4 月，英国グラスゴーで 11 月に開
催される COP26 を控えて，政府は GHG 排出
削減目標を引き上げ，2035 年までに 1990 年
比で 78% 削減することを目指すこととした。

３．英国の原子力政策

　2013 年英国の原子力産業戦略が打ち出され
て以降の主な原子力政策と資金提供プログラ
ムの流れを表 3 に示す。

（１）原子力産業戦略と SMR の研究開発

　2011 年 11 月，貴族院科学技術特別調査委員
会は英国の原子力研究開発能力に関する調査
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原子力産業政策
（2013.03）

2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021

原子力産業政策
（2017.710）
産業政策
（2017.11）

10項目計画
（2020.11）

SMR FS Techno-Economic
Assessment

SMR Competition Nuclear Sector Deal

Advanced Modular Reactor Feasibility and Develpment （Phase 1-2）

Nuclear Innovation Program （Phase 1-3, AMM※1）

ANF※2

Industrial Strategy Challenge Fund

※2）ANF：Advanced Nuclear Fund※1）AMM：Advanced Materials Manufacturing

表 3　主な原子力政策と資金提供プログラム



報告書を発表した。この報告書の中で，原子
力の新しい戦略とその戦略を支える原子力研
究開発ロードマップを策定するとともに，こ
れらを策定するために政府を支援する独立の
委員会を設立することを勧告した。これを受
けて，2012 年３月，原子力研究開発特別諮問
委 員 会 が 発 足 し た。 こ の 委 員 会 は BIS と
DECC が発行した４つの文書（"Long-Term 
Nuclear Energy Strategy," "Nuclear R&D 
Landscape Review," "Nuclear R&D Roadmap," 
"Nuclear Industrial Vision Statement"）の策定
に大きく関与した。
　上記の文書等を踏まえ，2013 年３月，原子力
産業戦略が発表された。原子力産業戦略は，
2016 ～ 2017 年にかけて発表された政府の原子
力イノベーションプログラムや先進炉に対する
財政支援の基となった戦略と考えられる。原子
力産業戦略は，政府と産業界との協議により策
定され，そこで "The Home Market," "Building a 
Future : Innovation and R&D," "Forging a 
Stronger International Presence," "Investing in 
the Right Skills" の４項目についてのマイルス
トーンとキーアクションが示された。
　上記４項目のうち，研究開発に関連する
"Building a Future : Innovation and R&D" の
アクション項目の中には，独立的な立場で原
子力研究開発の検討を行い政府に助言するた
めの NIRAB の設立，将来の原子力システム
のための研究開発の公的資金レベルの検討，
すなわち，2050 年までの原子力発電計画（16
～ 75GW）に必要でグローバル市場にも貢献
する可能性がある将来の原子炉設計およびそ
の核燃料サイクル，SMR の研究開発に向けた
実現可能性などが挙げられていた。
　また，原子力問題と戦略的研究プロジェク
トについて政府に助言する上でより中心的な
役割を担うことができるよう，国立原子力研
究所（NNL）の使命と役割を変更した。
　本戦略は，政府が SMR への関心を明示す
る端緒となるものであった。以下，SMR に関
連する具体的な施策を示す。

① SMR 実現性検討（SMR Feasibility Study）

　2013 年 12 月，英国政府は SMR に関連する
ワークショップを開催し，これを受けて SMR
実現可能性の検討を開始した。2014 年の初め
に，政府は英国での SMR の展開に関する技術
的，経済的および商業的事例を評価するための
実現可能性調査を国立原子力研究所に委託し，
2014 年 12 月に調査結果が発表された。そこで
は，一部の SMR が 10 年以内に実現できる可
能性があり，英国がベンダーや英国産業と協力
して実施する可能性があることを指摘した。た
だし，この調査では，特定の SMR 設計のさら
なる詳細な技術的分析が必要であるとも結論
付けている。2015 年３月，政府は根拠に基づ
く SMR に貢献し政策決定と将来のコンペ段階
の設計に情報を提供するために，独立した
SMR の 技 術 経 済 評 価（TEA：Techno-
Economic Assessment）委託事業を開始した。
TEA は，政府が SMR を導入するための政策
決定を行うための知見を得ることを目的とし
て，７つのプロジェクトで構成され，図 1 に
示す流れで，2016 年６月までにそれぞれ報告
書が提出された。

② SMR コンペ（SMR Competition）

　2016 年 3 月，DECC は英国にとって最も価
値のある SMR を特定するための SMR コンペ

（SMR Competition）のフェーズ 1 ガイダンス
を発表した。その中で，政府は，気候変動法
に定められているとおり，2050 年までに少な
くとも 80% の排出削減という目標を達成する
と同時に金銭的価値を保証するために作業コ
ストを可能な限り低く抑えるべきであるとし
た。これは，2015 年 11 月の政府発表である

「SMR を含む原子力研究開発に 5 年間で少な
くとも 2 億 5,000 万ポンドを投資する」こと
と関連している。
　フェーズ 1 の目的は，英国での SMR の開発，
商品化，資金調達における技術開発者，公益
事業者，潜在的な投資家，資金提供者の間の
市場の関心を判断することである。フェーズ
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１では，SMR 設計が「製造と組立て用に設計
され」「総プラントコストの最低 40% に相当す
るモジュール機器または系統は工場内生産を
達成できる必要がある」など，一連の基準が
公開された。
　フェーズ１は「SMR 供給ロードマップ」

（SMR Delivery Roadmap）が公開される 2016
年後半までに完了する予定であったが，大幅
に遅れ 33 の「有資格参加者」のリストが公開
される 2017 年 12 月までかかった。実は，33
の有資格参加者は，これらの基準を満たす 33
の技術を代表してはおらず，参加者の約半数
は，設計を提供するコンソーシアムのパート
ナーの 1 人にすぎないか，または SMR 設計の
開発に必要な技能を持っていると見なされた
者であった。「SMR 供給ロードマップ」が公
開された時点で，設計を持っている者の中で，
原子炉の概念以上のものを有しているのはほ
んの一握りであるように見えた。2017 年に発
表された 450MW のロールスロイス設計は，
規模の要件を超過しているにもかかわらず，
NNL による実現可能性調査で示された４つの
選択肢のすべてで適格と見なされた。このた
め，2017 年 5 月に公開された貴族院特別調査
委員会の調査結果は，SMR プログラムの
フェーズ１完了の遅れについて非常に批判的
であった。SMR は，軽水炉（LWR −加圧水
型炉 PWR と沸騰水型炉 BWR −）と非 LWR
技術の２つのグループに分類され，PWR と
BWR は 2019 年時点で稼働している商用原子
炉の大部分を占めているが，非 LWR 技術は商

業的に展開されていない新しい設計である。
これを反映して，貴族院特別調査委員会は，
非 LWR 設計について「2030 年までの展開は
困難であり，展開前にさらに大幅な研究開発
が必要になる」と述べた。
　英国政府は 2017 年 12 月に SMR コンペを
事実上中止した。しかし，このコンペは設計
されている様々な先進原子力技術のエネル
ギーシステムにおける潜在的役割を強調する
上で，すなわち，様々な原子炉型式が競争で
きるエネルギー市場を強調する上で非常に貴
重なものであったとしている。

（2）原子力セクターディール（NSD: Nuclear 

　Sector Deal）

　NSD は，英国の産業戦略の構成要素として
2018 年６月に発表された。これは，英国が世
界有数の原子力国の１つになることを助けて
きた政府と産業界の間の歴史的なパートナー
シップに基づいている。
　NSD は，グリーン経済成長を推進し，原子
力発電を英国のネットゼロエネルギーの未来
の不可欠な要素にするために協力するという
政府と産業界との公約であった。NSD の当初
の焦点は，2030 年までに原子力セクターのビ
ジョンを実現し，大きな社会経済的利益を生
み出し，より大きな長期雇用機会，よりクリー
ンなエネルギーおよびすべての人々への原子
力の安全な供給を保証することであったが，
NSD ははるかに長期的な進展と活動の基盤と
なる可能性がある。この基盤は，以下に示す
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BIS主催でワークショップを開催。
Feasibility Studyを通じた，さらなる作業
の必要性を勧告。

SMR Techno-Economic Assessment
政府が英国内のSMR開発と導入を支援
すべきかどうかについての政策決定を行う
ために必要な証拠を提供

SMR Feasibility Study
政府は，産業界にSMR実現性，産業
界の役割，政府の役割の評価を要
求。これらの項目について産業界の
見解を報告。

SMR Competition
SMRの開発，商業化および資金調達
における，開発者，事業者，潜在的投
資家，資金提供者およびその他の関
心のある機関の市場関心（market 
interst）を計ることがことが目的

2013 2014 2015 2016

図１　SMR の実現可能性に向けた検討作業



４．原子力への資金提供プログラム

（１） AMR の実現可能性と開発（AMR F&D）

プロジェクト

　前述のように，2017 年 12 月，BEIS は SMR
コンペを事実上中止した。２億 5,000 万ポンド
のコンペは，非 LWR 設計を目的に，３年間で
総投資額 4,400 万ポンドのより幅広い種類の原
子炉を組み込むように設計された新しい２段
階の「AMR の実現可能性と開発」（Advanced 
Modular Reactor （AMR） Feasibility and 
Development （F&D））プロジェクトに置き換
えた。このプロジェクトの狙いは，先進原子
炉の技術的実現可能性と商業的実行可能性を
理解し，英国政府の開発資金がそれらを商業
的展開に近づけることができる有望な設計を
特定することであった。モジュールのオフサ
イト製造を最大限に活用し，低コスト低炭素
電力，電力供給の柔軟性の向上，熱や電気の
供給などの機能性の向上および追加の収益を
生み出すまたは経済成長を支援する代替用途
を提供する技術に関心を集中させた。
　２段階の R&D プログラムである AMR プ
ロジェクトのフェーズ１では，AMR 設計に
関する実現可能性に取り組むための最大 400
万ポンドの資金提供と８組織（それぞれ最大
30 万ポンド）の選定，フェーズ２では最大 4,000
万ポンドの資金提供と開発作業に取り組む
フェーズ 1 の企業から３社のプロジェクト（そ
れぞれ約 1,000 万ポンド）を選定した。

NSD の 4 つの主要な 2030 年目標に基づいて
構築されている。
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● 原子力産業は，新設炉プロジェクトのコストを引き続

き削減し（2030 年までに 30%），「納入の卓越性を確立」

しなければならない。
● 政府は「新設の原子力発電への明確で長期的な公約を

はっきりと述べる」べきである。
● 新しい設備容量への投資を刺激し，資本コストを削減

するために，原子力の新設のための「適切な資金調達

モデル」についても進展しなければならない。
● 小型原子炉に対して，国家政策声明および立地と許認

可の提案を含む「促進的」プログラムが策定されるべ

きである。
● 原子力セクターディールの 2030 年の目標（政府の産

業戦略の一部）は維持されるべきである。これには，

新設と廃止措置のコスト削減目標，40% の女性労働力

および英国サプライチェーンの国内と国際契約の 20 億

ポンドが含まれる。
● 産業界と政府は，地域暖房や農業，貯蔵技術などの熱

利用とともに，医療用アイソトープ，水素，輸送用合

成燃料の生産を含む，従来の電力生産以外の分野横断

的な協力に焦点を当てた枠組みと公約に合意すべきで

ある。

● 2030 年までに新しい建設プロジェクトのコストを

 30%削減
● 2030 年までに現在の見積りと比較して廃止措置の 

 コストを 20%節約
● 2030 年までに原子力分野の女性の割合を 40%
● 2030 年までに最大 20 億ポンドの国内および国際契

 約を獲得

　原子力セクター全体の先進製造と建設技術
の向上やサプライチェーンの構築を支援する
ため最大 6,200 万ポンドが提供されることに
なった。

（３）原子力ロードマップ（Forty by '50: The 

Nuclear Roadmap）

　2020 年６月，NIA は 2050 年までに英国の
クリーン電力の最大 40% を供給し，地域暖房
とともに水素やその他のクリーン燃料の生産
を通じて「より幅広い脱炭素化を推進」し，
最終的には 30 万人もの雇用と 330 億ポンドの
年 間 経 済 価 値 を も た ら す「2050 年 ま で に
40%：原子力ロードマップ」（Forty by '50: 
The Nuclear Roadmap）」を発表した。NIA
によると，原子力は英国のクリーン電力の
40% を供給するが，化石燃料の代替と電気自
動車と暖房部門の需要により，需要は現在の
４倍になると予想されている。これを実現す
るため，以下の６つのステップを示している。

● 原子力産業は，新設炉プロジェクトのコストを引き続

き削減し（2030 年までに 30%），「納入の卓越性を確立」

しなければならない。
● 政府は「新設の原子力発電への明確で長期的な公約を

はっきりと述べる」べきである。
● 新しい設備容量への投資を刺激し，資本コストを削減

するために，原子力の新設のための「適切な資金調達

モデル」についても進展しなければならない。
● 小型原子炉に対して，国家政策声明および立地と許認

可の提案を含む「促進的」プログラムが策定されるべ

きである。
● 原子力セクターディールの 2030 年の目標（政府の産

業戦略の一部）は維持されるべきである。これには，

新設と廃止措置のコスト削減目標，40% の女性労働力

および英国サプライチェーンの国内と国際契約の 20 億

ポンドが含まれる。
● 産業界と政府は，地域暖房や農業，貯蔵技術などの熱

利用とともに，医療用アイソトープ，水素，輸送用合

成燃料の生産を含む，従来の電力生産以外の分野横断

的な協力に焦点を当てた枠組みと公約に合意すべきで

ある。



（２）原子力イノベーションプログラム（NIP）

　2015 年 の 包 括 的 支 出 計 画（Spending 
Review 2015）において，政府は野心的な原
子力研究開発プログラムへの投資を公約した。
この資金提供は，英国のエネルギーイノベー
ション支出を２倍にするという政府の幅広い
公約の一環であり，2021 年までの５年間に原
子力研究イノベーションに４億 6,000 万ポン
ドを投資することとした。NIP は英国に短期
および長期の市場機会を活用する技能と能力
を身に付けることを目的とした優先的な研究
イノベーションプログラムであった。この公
約の１つとして，BEIS が NIP に１億 8,000 万
ポンドを資金提供することによってサプライ
チェーン全体で機能を開発し，新設原子炉群，
SMR 開発および AMR R&D をより適切に支
援できるようにすることを狙った。５年間の
NIP のプログラムは 2016 年に開始され，６つ
の分野で 16 カ国にまたがる 54 の組織が関与
している。

① フェーズ１
　2016 年から 2018 年までに５つの主要分野
にわたる民間原子力セクターのイノベーショ
ンを支援し，また NIRAB の勧告事項に基づ
いて 2016 年 11 月に 2,000 万ポンドを超える
資金を提供するフェーズ１が開始された。こ
の資金提供には以下が含まれていた。

②フェーズ２
　フェーズ２は 2017 年 12 月に発表され，以
下に示す最新の安全とセキュリティの方法論
と先進燃料研究に取り組むために最大 800 万
ポンドを提供した。
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● より高いレベルの効率を提供できる先進核燃料に関す

 る英国の最先端の作業を維持するための600万ポンド
● 次世代の原子炉設計の開発，安全性および効率を支え

 る研究に500万ポンドの資金提供。これには，ウェー

 ルズ政府と協力した詳細調査作業が含まれる
● 将来の原子炉のための原子力材料，先進製造技術お

 よびモジュール式組立てにおける英国の能力を開発

 するための 600 万ポンドの資金提供。このプロセス

 は小企業研究イニシアチブ（Small Business Research 

 Initiative）を通じて Innovate UKが主導している。

● 将来の環境上および財政上の負担を軽減する可能性の

 ある核燃料リサイクルプロセスの研究に200万ポンド

 の資金提供
● 2050年まで，原子力部門における将来の意思決定の

 ための政府の知識基盤を強化する一連のツールキット

 と基盤となるデータの開発を継続するための200万ポ

 ンドの資金提供

（a）ロット１−熱水力モデル開発
　様々な冷却材媒体を使用して，将来の原
子炉設計の設計と開発または評価を支援す
るために，原子炉の熱水力を正確にモデル
化するソリューションを開発する。
　Frazer-Nash 社 は NSD の 一 環 と し て，
250 万ポンドの核熱水力研究開発プロジェク
トを主導している。2017 年から 2019 年にか

● 原子炉の設計と安全工学の作業のための370万ポンド

 の資金提供。この作業の狙いは，安全とセキュリティ

 の事例を開発および評価するためのより優れたツール

 を構築し，原子力の安全とセキュリティのパフォーマ

 ンスの評価を改善し，設計プロセス全体で原子力の安

 全，核セキュリティおよび保障措置の要件をどのよう

 に提供できるかについての理解を深めることである
● 先進核燃料の研究のための430万ポンドの資金提供。

 この作業は，事故耐性燃料を開発するための世界をリー

 ドする研究所を展開し，先進核燃料が運転中にどのよ

 うに振る舞うかについての改良されたコンピューター

 モデリングとシミュレーションを開発することを狙い

 としている。この作業は，第 IV世代技術などの先進原

 子炉の展開を支援する。

③フェーズ３
　NIP の １ つ で あ る デ ジ タ ル 原 子 炉 設 計

（Digital Reactor Design）プログラムは，英
国の将来のエネルギー需要を満たす上で重要
な役割を果たす可能性のある第 IV 世代原子
炉と SMR の開発の最前線に英国産業を置く
ための幅広い取り組みの一環であった。
　プログラムは２組に分けられ，それぞれ２段
階で進められる。熱水力モデリングと仮想エン
ジニアリングを含む原子炉のデジタル設計機能
に関する２年間の研究を対象としていた。

● より高いレベルの効率を提供できる先進核燃料に関す

 る英国の最先端の作業を維持するための600万ポンド
● 次世代の原子炉設計の開発，安全性および効率を支え

 る研究に500万ポンドの資金提供。これには，ウェー

 ルズ政府と協力した詳細調査作業が含まれる
● 将来の原子炉のための原子力材料，先進製造技術お

 よびモジュール式組立てにおける英国の能力を開発

 するための 600 万ポンドの資金提供。このプロセス

 は小企業研究イニシアチブ（Small Business Research 

 Initiative）を通じて Innovate UKが主導している。

● 将来の環境上および財政上の負担を軽減する可能性の

 ある核燃料リサイクルプロセスの研究に200万ポンド

 の資金提供
● 2050年まで，原子力部門における将来の意思決定の

 ための政府の知識基盤を強化する一連のツールキット

 と基盤となるデータの開発を継続するための200万ポ

 ンドの資金提供



④先進製造技術と材料（AMM）プログラム
　SMR および AMR の検討から得られる重要
な教訓の 1 つは，特注の現場ベースの土木工
学ではなく，製造施設の建設技術を使用する
という共通の目的である。この供給アプロー
チの変更が成功すれば，建設時間が短縮され，
生産性と品質が向上し，最終的にはプログラ
ムのリスクが低下する。これは投資を呼び込
むために不可欠なものである。なお，AMM
プログラムのうち，2019 年に開始して 2021 年
３月末までに完了する資金提供プログラムを

「先進製造と建設技術」（AMC）と呼んでいる。
　小型原子炉の工場製造とオフサイト組立の
利用は，最先端の技術とプロセスを利用して
費用効果の高い方法で原子力部品を製造する，
生産性が高く有能なサプライチェーンに依存
する。
　NIP の構成要素内で，また NSD の一環とし
て，AMC イニシアチブに最大 2,000 万ポンド
を投資している。これは，原子力セクターか
らの 1,200 万ポンドのマッチファンディング
が見込まれている。このイニシアチブは，新
しい技術が従来の原子力の新設，先進原子力
技術または原子炉廃止措置の中でコスト削減
を実現できることを実証することを狙いとし，
新しい先進製造と建設技術の可能性やデジタ
ルエンジニアリングなどを証明することを目
的としている。重要な点は，実際のプロジェ
クトに資金を提供することにより，イニシア
チブはサプライチェーン内に商業的能力を構
築し，将来の民間原子力セクター，特に先進
原子力セクターを支援する態勢を整えること
を期待している。
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けて実施されたプロジェクトの第一段階で
は，2 つの仕様が提供された。１つは新しい
熱水力試験施設用で，もう１つは新しい熱
水力モデル開発用である。モデル開発に関
する最初の革新的な研究も実施された。こ
の研究は産業用途の可能性があり，第二段
階で進められている。
　2019 年３月から 2021 年３月まで実施され
た第二段階では，熱水力現象に関する６つ
の技術ボリュームが作成され，産業界およ
び規制当局向けの良好事例が含まれていた。
さらに，４つのケーススタディで，先進原
子 力 技 術 ア プ リ ケ ー シ ョ ン へ の 技 術 ボ
リュームの使用を示す。原子炉開発者は，
各ケーススタディに関連付けられ，産業界
で役立つことを確認する。

（b）ロット２– 原子力仮想エンジニアリン
グ機能と検証イノベーション
　初期段階の作業に基づいて，原子力の設
計および開発プログラムのコストを改良し
削減するために，ハイテク産業からの仮想
エンジニアリングおよび関連技術を組み込
んだ原子力仮想エンジニアリング機能を提
供するソリューションを特定し開発する。
セクター間の最適事例を含む「ビッグデー
タ」を革新的に管理するための先進的な測
定機能とアプローチを開発し，この作業を
支援する。
　Wood 社は，約 330 万ポンドのデジタル
原子炉設計を主導している。第一段階は，
ラ イ フ サ イ ク ル 全 体 を 対 象 と す る コ ン
ピューターシミュレーションの設計および
管理プラットフォームを開発することによ
り概念を実証した。2019 年５月に発表され
た第二段階の焦点は，ソフトウェアフレー
ムワークにデジタルツールを実装し，実際
のプロジェクトアプリケーションを利用し
て効率の向上を実証し，サプライチェーン
の協業を可能にし，最終的に業界全体に文
化的変化をもたらすことである。

（a）第一段階
　第一段階は 500 万ポンド資金提供プログ
ラムで 2017 年４月から実施され 2019 年 8
月に終了した。このプログラムは先進製造
と材料の技術を開発するための初期資金で
第二段階に対する基本機能を提供すること
を目的とした。



（３）先進原子力ファンド

  （ANF:Advance Nuclear Fund）

　10 項目計画の項目３「新規の先進原子力提
供」（Delivering New and Advanced Nuclear 
Power）は，大型から小型先進モジュール炉
まで，新規の原子力発電を開発するという政
府の公約である。政府は，「次世代の小型先進
原子炉」へ５億 2,500 万ポンドを投資するとし
ている。
　英国は 60 年以上前に世界初の本格的な民間
原子力発電所の本拠地であり，この業界は現
在，英国で約６万人を雇用している。大型発
電所であろうと小型および先進モジュール炉
などの次世代技術であろうと，新規の原子力
は低炭素電力を産み出し英国全体で雇用と成
長を産み出す。政府は費用対効果の高い大型
の新規原子力プロジェクトを推進し支援する

ために開発資金を提供する。これに加えて，
次世代の原子力技術へのさらなる投資も検討
している。金銭的価値（value-for-money）と
将来の支出協議（spending rounds）を条件と
して，政府は ANF で最大３億 8,500 万ポンド
を投資する。これにより，SMR に最大２億
1,500 万ポンドの投資が可能となり，工場で製
作して現地で組み立てることができる国内の
小型発電所技術設計を開発できるとしている。
それは最大３億ポンドの民間部門のマッチ
ファンディングへの扉を開くものである。
 また，AMR の研究開発プログラムに最大
１ 億 7,000 万 ポ ン ド を 投 資 す る。AMR は
800℃以上で運転することが可能であり，炭素
の回収・利用と貯留（CCUS），水素および洋
上風力への投資を補完する高品位熱は水素お
よび合成燃料の効率的な生産に扉を開く可能
性がある。遅くとも 2030 年代初頭までに実証
炉を建設して，この技術の可能性を証明し，
英国を国際的な競合他社に対して最先端に置
くことを狙いとしている。
　SMR へ の ２ 億 1,500 万 ポ ン ド の 投 資 は，
UKRI （UK Research and Innovation）の産業
戦略チャレンジファンドの低コスト原子力プ
ログラムを通じて提供される。
　これらの技術の市場投入を支援するために，
規制の枠組みの策定と英国のサプライチェー
ンの支援にさらに 4,000 万ポンドを投資する
としている。

（４）産業戦略チャレンジファンド

 （ISCF: Industrial Strategy Challenge Fund）

　2017 年 4 月，BEIS はビジネス主導の産業
戦略チャレンジファンド（ISCF）を開始した。
これは，ネットゼロ，健康と福祉から技術の
進歩に至るまでの課題に資金を提供するため
の新しいアプローチであり，より良い世界を
創造することを目指すものであった。2018 年
４月，ファンドの管理を担当する UKRI が
BEIS によって設立された。
　このファンドは，量子技術やロボット工学
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（b）第二段階
　第二段階は実証と商業化に向けて，第一
段階で確立されたものを含む製造技術また
は技術準備レベルの向上に焦点を当てた
2,600 万ポンドの投資プログラムである。先
進製造技術または建設技術を使用して，第
一段階の資金提供を受けたプログラムから
の教訓と技術を取り入れ開発する１つ以上
の技術実証機を製作する。
　第二段階は 2A と 2B に分割されている。
2A は 2019 年４月に終了し，４つのプロジェ
クトに最大 1,600 万ポンドの資金を提供し
た。2B は 2021 年３月末に終了した。2B は
1,000 万ポンドの助成金であり，短期，中期
および / または長期に展開可能な原子力発
電所の製造と建設に使用される技術の製造
レベルまたは技術準備レベルの向上に焦点
を当てている。2B はアウトプット主導で行
われ，技術実証機または先進製造および /
または建設技術を利用する多数の実証機が
製作される。これらの技術は，原子力発電
所の建設，保守，廃止措置および将来の技
術に適用できる。
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から SMR に至るまでの興味を惹かれる課題
に約 26 億ポンドの公的資金と民間部門からの
30 億ポンドのマッチング資金を今日の大きな
社会的および産業的課題に取り組むために研
究者と企業を結集するプロジェクトに投資す
るものである。資金提供しているプロジェク
トは，イノベーションを推進し，雇用を創出し，
英国を科学とイノベーションの世界的な目的
地として確立することにより，国全体に経済
的影響を与えることとなる。
　ISCF は，主要な研究者と企業を結集して主
要な産業的および社会的課題に取り組むこと
を狙いとしている。「産業戦略」には４つの
Grand Challenge（人工知能とデータ経済，高
齢化社会，クリーン成長，移動手段の未来）
があり，ISCF のすべてのチャレンジがそれぞ
れに対応している。
　ISCF の各チャレンジは，産業界，研究者，国，
地方と地方政府およびその他多くの者と協力
して定義され，毎年，ISCF チャレンジの新し
い波が発表されている。支援されている活動
の重要な要素は，企業や業界との関わりと協
力の必要性である。
　チャレンジの最初の波は 2017 年，２番目の
波は 2018 年，３番目の波は 2019 年に開始さ
れた。各チャレンジには，2,000 万ポンドから
２億 4,600 万ポンドの範囲の専用ファンドが
ある。ファンドの多くは，産業界とのマッチ
ングファンドである。
　テーマの１つであるクリーン成長には産業
の脱炭素化，低コスト原子力，より賢明な製造，
エネルギー革命による繁栄，賢明で持続可能
なプラスティック包装，建設の変革および基
盤産業の変革の７つのチャレンジが取り上げ
られている。低コスト原子力チャレンジは，
迅速に建設できネットゼロ経済への移行を支
援できる SMR を通じて低コストの原子力を
提供するための新しいアプローチを開発する
ことである。
　2019 年７月，UKRI は ISCF の一環として
ロールスロイス社が主導する SMR コンソーシ

アムに 1,800 万ポンドのマッチングファンドを
投入することを公表した。ロールスロイス社
は英国で唯一の大規模な SMR の開発候補であ
り，英国への潜水艦用原子炉の独占供給にお
ける長い歴史があるため，英国の SMR 開発資
金の受領者となる可能性が高いと広く認識さ
れている。ロールスロイス社は，４年間予備
設計に取り組んできた原子力，土木建設およ
び製造業の企業から同額の資金が提供される
とし，合計 3,600 万ポンドの投資によりコン
ソーシアムは設計をさらに発展させることが
できる。これが成功すれば，公的資金と民間
資金の合計は５億ポンドに達する可能性があ
り，2030 年までに SMR を英国に展開できる。
また，英国の企業に重要な輸出機会を提供し，
エンジニアリングと製造で最大４万人の雇用
を創出する可能性がある。これらは，再エネ
からの増大する貢献を補完し，将来的に信頼
性の高い電力供給を確保するのに役立つとし
ている。
　2021 年２月，ロールスロイス社は実現可能
性段階を終了し，2024 年頃に一般設計評価

（GDA: Generic Design Assessment）を完了し，
2030 年頃に最初の SMR の電力供給を開始す
ることを目指していることを発表した。ロー
ルスロイス社は設計開発に多額の自己資金を
投資する場合に英国政府が満たすべき特別な
一連の条件を設定した。これらには，政府が
設計開発費の半分以上を支払うこと，設計の
ための英国市場への独占的アクセスおよび７
GW（16 基の原子炉）の保証された英国市場
が含まれる。ロールスロイス社の設計が選択
されていない場合は，どの設計を選択しても，
英国のパートナー企業であることを要求して
いる。

５．原子力規制の動向

　原子力規制庁（ONR）と環境庁（EA）は，
指針とプロセスを見直して，目的に適合し，
小型原子力プロジェクトにアクセスできるよ
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うにするとともに，先進原子力技術（ANT: 
Advanced Nuclear Technologies）を評価する
能力と力量を育成するための重要な作業プロ
グラムを実施している。
　2017 年 10 月，「クリーン成長戦略」の一環
として，BEIS は ANT の開発を支援し規制す
る原子力規制当局の能力と力量をさらに発展
させるために，最大 700 万ポンド（ONR に
500 万ポンド，EA に 200 万ポンド）を投資す
ることを発表した。
　ONR と EA は，継続的な改善への取り組み
の一環として，GDA プロセスを見直してきた。
英国では，GDA は立地許可の前に実行される
主要な規制プロセスである。彼らは改善の機
会を特定するために大規模な原子力プロジェ
クトに対する最近の GDA からの教訓を検討
するとともに，SMR/AMR ビジネスモデルに
適した柔軟性を導入するために SMR/AMR
の潜在的な要件を検討し，規制プロセスの最
新化と強化を図ってきたが，ONR の審査はま
た過去の GDA の頑健性との整合性も維持し
ている。彼らは，GDA 自体を最新化すること
に加えて，SMR/AMR が GDA への参加を要
請できる明確なプロセスを推進することを約
束した。
　AMR F&D プロジェクトと並行して，英国
の規制制度と ANT に対する規制能力を引き
続き強化するために ONR へのさらなる投資が
含まれていた。これには，産業界および国際
協力への関与の大幅な増加が含まれている。
また，AMR を評価し，国内の AMR サプライ
チェーンの開発を促進する英国の規制環境を
育成するための規制当局の能力と力量も構築
している。
　規制当局は現在，AMR F&D のフェーズ１
で提供された豊富な裏付け資料を評価してお
り，残りの知識のギャップや関連する規制上
の課題の特定など，これからの重要な教訓を
期待している。原子力規制当局は，強力な知
識管理アプローチを確立し海外の規制当局と
協力して経験，知識および良好事例を共有し

ている。AMR F&D のフェーズ２では，能力
と力量をさらに伸ばすために技術開発者との
緊密な連携を継続することを期待している。
　2021 年５月，ONR は EA とともに AMR
に対する GDA プロセスを開始した。ロール
スロイス社が主導する SMR コンソーシアム
は，2021 年の後半に SMR 設計を ONR が最
初に評価することを目指しており，2030 年代
初頭までに初号機を完成させることを望んで
いるとした。また，Penultimate Power 社も
日本原子力研究開発機構（JAEA）と共同で
開 発 し て い る 第 IV 世 代 高 温 ガ ス 炉（EH 
HGTR）を GDA プロセスの初号機とするこ
とを目指していることを発表した。

６．おわりに

　本稿は，英国の原子力研究開発の経緯を紐
解くとともに，原子力補助政策について分か
りやすく整理して説明した。
　英国政府の補助政策は 2011 年以降毎年のよ
うに大きく変わり，政府の大規模な資金提供
プログラムが発表されても数年後には中止と
なり次のプログラムが打ち出されることにな
るが，これは英国独特の複数年度予算計画

（Spending Review）に原因があると考えられ
る。これが英国の原子力政策を分かりにくく
している面があるが，いずれにしても，この
10 年間，英国政府が一貫して原子力を積極的
に推進していることが分かった。
　米国，カナダにおいても SMR の商業化に
向けた取り組みが進展しており，また SMR
の規制プロセスも進行しており，世界のどの
国が最初に SMR を商業展開し，世界標準と
なって世界市場を独占するか今後も大いに注
目される状況である。
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［事業報告］

　　　令和２年度　事業報告の概要

　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　 （一財）エネルギー総合工学研究所

１．概況

（１） 当研究所は，昭和 53 年４月の設立以来，
「エネルギーの未来を開くのは技術である」と
の認識の下，時々のエネルギー情勢を踏まえ
つつ俯瞰的長期的な視座を持って，産学官の
連携を図りながら，エネルギー技術に関する
調査，研究，評価，普及に取り組んできました。
このような中， 「受託事業等の労務費計上に係
る不適切事案」に関し，令和２年８月，経済
産業省，新エネルギー・産業技術総合開発機
構等から補助金交付等停止措置等の処分を受
け，関係機関の皆様にご迷惑とご心配をおか
けし，賛助会員をはじめ社会の信頼感を損ね
たことは誠に遺憾でありお詫び申し上げる次
第であります。

（２） 令和２年度においては，上記補助金交付
等停止措置もあり，調査研究については民間
企業等からの受託事業および将来の研究能力
向上等のための自主研究に取り組みました。
具体的には，国内外のエネルギー情勢，気候
変動問題への対応の緊要性等を踏まえ，次世
代電力ネットワーク，蓄熱システムに関わる
技術開発，カーボンリサイクル技術を中心と
した二酸化炭素（CO2）有効利用技術，水素
の製造・輸送・利用等に関する調査研究等を
実施しました。また，原子力災害の発生を踏
まえ，現在の軽水炉の安全性向上に資するた
めの技術開発を継続するとともに，原子力開
発を巡る国内外の動向調査，廃止措置に関し，

技術・制度等に関する調査，課題への対応策
の検討，人材育成の支援等も進めました。さ
らに，個別分野研究会として，次世代電力ネッ
トワーク（APNet）研究会，人為的カーボン
サイクル（ACC）技術研究会等，受託事業の
運営として，CO2 フリー水素普及シナリオ研
究会，原子力発電所廃止措置調査検討委員会
等において，検討会の開催，技術動向の情報
共有等所定の活動を行いました。

（３）調査研究に加え，我々の諸活動を支えて
頂いている賛助会員へのサービス向上の観点
から，月例研究会のオンライン開催等運営改
善，ニュースレターの内容充実に加え，協業
支援の観点からマッチング事業のような新し
い取り組みも実施しました。

（４）上記のような事業活動の状況により，令
和２年度決算については事業収支がマイナス
となりました。今後については，向こう数年
間で健全な事業収支を達成できるよう，令和
３年度事業計画の通り，研究内容に見合った
人員，スペースの削減等によるコスト削減，
民間企業等からの受託事業の強化，賛助会員
様へのサービスの強化等，構造的な改革を進
めてまいります。引き続き，不祥事の再発防
止策を確実に実施していくとともに，新型コ
ロナウイルスへの対応も含め，より働きやす
い環境の整備を目指します。引き続き，関係
者の皆様のご理解とご支援をよろしくお願い
申し上げる次第であります。
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２．各エネルギー分野における主な調査
　研究プロジェクトの概要

（１）エネルギー技術全般

　国内外の地球温暖化に対する緩和策にとっ
て重要な技術情報に関する調査全般を実施し
た。具体的には長期的な地球温暖化対策経路
とネガティブエミッションの基礎的評価，お
よび新型コロナウイルス感染症拡大がエネル
ギー需要に与える影響の評価や空調機のライ
フサイクル評価に向けて基礎研究を行った。
加えて，国際エネルギー機関での会合を通じ
たエネルギー関連技術の海外情報調査を行っ
た。また，エネルギーに関する最新の技術情
報および評価を提供するエネルギー技術情報
プラットフォームの更なる内容の充実，エネ
ルギーに関する公衆の意識調査を実施した。

（ア） 地球規模でのエネルギーシステムに関す

 る調査研究

① 長期地球温暖化対策経路の評価
　世界モデルである地球環境統合評価モデル

（GRAPE）によるエネルギー・気候・経済・土
地利用・環境の超長期統合評価シナリオや，日
本モデル TIMES-Japan によるカーボンニュー
トラルシナリオを提示，世界や日本のエネル
ギー・環境の評価を実施した。TIMES モデル
の試算結果は，2050 年 80% 削減シナリオのモ
デル比較プロジェクトへの参画を通じて，他の
モデルとの比較分析や，ネガティブエミッショ
ンの役割についての基礎的評価を行った。

② 新型コロナウイルス感染症拡大がエネルギー
 需要に与える影響に関する研究
　新型コロナウイルス感染症拡大に伴い，緊
急事態宣言などの影響もあり，人の移動や産
業活動は大きな影響を受けた。日本を対象に
して，気象要因や平日休日などの要因で説明
できない電力需要変化のデータを整理し，人
流データと電力需要の相関や，産業活動との
関連について考察を行った。

③ 国際エネルギー機関研究開発プライオリ  
 ティ専門家会合を通じた海外情報調査
　国際エネルギー機関の研究技術委員会の下で
活動を行っている，研究開発プライオリティ専
門 家 会 合（Expert Group on R&D Priority 
Settings and Evaluation）に日本代表かつ副議
長として参画し，エネルギー技術に関する国際
ワークショップ（現在，Webinar 中心）の開催
を支援するとともに，国際的な人的ネットワー
クを構築強化および最新海外情報を収集した。

④ 将来シナリオに基づく空調機のライフサイ 
 クル評価のための基礎データ調査研究　　　
　低炭素社会の実現に資する環境調和製品の
開発のため，製品ライフサイクルの視点に立っ
た環境影響の将来推計を行うことが重要とな
る。そこで，空調機を対象に，環境調和製品
の普及による温室効果ガス排出抑制の貢献を
評価するため，ライフサイクル諸量の定量的
評価を行うことを前提に，将来の環境負荷を
評価する基礎調査を行った。日本を対象にし
たエネルギーシステムモデル TIMES-Japan
の試算結果を利用して，空調機（特に電気ヒー
トポンプ型民生用エアコン）に関連するエネ
ルギーおよび CO2 排出量の将来シナリオに関
連する諸量を算出し，整理してとりまとめた。

（イ） その他

① エネルギー技術情報プラットフォームの運
 用・整備
　資源制約および環境制約の克服に資する有
望な技術について，関連情報の収集・整理，
分析・評価，関係機関・企業への情報提供を
行うエネルギー技術情報プラットフォームを
運用しており，国内外の情報を継続的に掲載
するとともに，見やすさ，分かり易さを含め
た情報の充実等を図った。

② エネルギーに関する公衆の意識調査
　平成 15 年から継続的に調査を実施している
公衆意識調査につき，令和２年度も継続実施
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し，過去の結果との比較を行った。東京電力福
島第一原子力発電所事故の後，原子力発電の利
用，有用性および安全性に関する意見は大きく
否定的な方向に変化し，その後大きな変化は見
られていない。今回も原子力発電所の再稼働に
対して否定的な意見が４割を超えているなど，
状況に大きな変化は見られなかった。このよう
な意識は，日本の原子力に対する不信・不安や
再生可能エネルギー（再エネ）への期待，省エ
ネルギーに対する意識の高まりに加え，原子力
発電所の停止による影響をあまり感じていな
いことなども関係すると思われる。

（２）新エネルギー・電力システム関連

　電力システム分野では，再エネ大量導入を
見据えた次世代電力ネットワークの調査検討
を進めるとともに，電力システム改革に伴う，
電力取引市場，配電事業ライセンス制度，グ
リッドコードの調査・検討を行った。
　新エネルギー分野では蓄熱システムに関わ
る技術開発の動向調査，地域エネルギー利活
用調査，バイオエタノール導入に関する調査
研究を実施した。

（ア）次世代電力システムに関する調査研究

①  次世代電力ネットワーク研究会の運営
　本研究会は，国内外の情報収集や会員相互
の意見交換等に基づき，次世代電力ネットワー
クのあり方およびその実現に向けた方策など
の検討を行うことを目的としている。令和２
年度は，新型コロナウイルスの感染状況を鑑
み見学会は中止したが，検討会およびシンポ
ジウムは多様な講師を招いて WEB 形式で開
催し，会員の利便性を向上しつつ出席者が増
加した。また，国内外の政策や事業，企業等
の動向を紹介するニュースレターを毎月発行
し，電力システム改革に関する話題を深く掘
り下げたコーナーを始めた。

② 電力システム改革に関する調査研究
　2011 年の東日本大震災，福島第一原子力発電

所事故を契機に始まった電力システム改革は，
2015 年の電力広域的運営推進機関（OCCTO）
設立による広域系統運用の拡大，2016 年の小売
完全自由化，2020 年の送配電部門法的分離の３
つの柱に加えて，再エネの主力電源化およびエ
ネルギーの自立分散化を見据え，新たな取引市
場設立，配電事業制度導入など，様々な施策導
入が進められている。
　この分野は，電力分野の基盤となるもので
あり，令和２年度は日常的な情報収集ととも
に，下記テーマに関する調査・検討を行った。　　
 
＜電力取引市場の調査・分析＞
　電力の需給調整力は，公募により行われて
いたが，2021 年度から段階的に需給調整市場
で行われることになった。調整力は，応答・
継続時間により５種類に区分され，調整力の
資源は発電設備，蓄電設備，需要家負荷設備
が対象となる。
　そこで，需要家負荷設備を活用する場合の
各業種・生産プロセスへの適用性の検討を行っ
た。また，2020 年９月の容量市場の初回入札
価 格 高 騰，2021 年 １ 月 の 需 給 逼 迫 に 伴 う
JEPX スポット価格上昇高騰の影響など取引
市場に関する分析を行った。

＜配電事業制度に関する調査・検討＞
　2020 年６月のエネルギー供給強靭化法制定
に伴い配電事業ライセンス制度が規定され，
新規事業者が配電事業を行うことが可能とな
り，2022 年４月の施行に向けて制度設計が進
んでいる。
　そこで，新規事業者が配電事業に参入する
際の課題を明らかにするために，国内外の関
連情報の調査をもとに分析を行った。また，
既存の配電設備を有する一般送配電事業者の
同制度導入への対応策の検討を行った。

＜グリッドコードに関する調査・検討＞
　2030 年の再エネ主力電源化を見据え，系統
の安定性確保を前提として分散型電源を効率
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的に系統連系するための日本版グリッドコー
ドの整備が進められている。
　そこで，先行する欧米のグリッドコードの
内容を調査するとともに，電源種別に応じた
グリッドコード制定に際しての条件および課
題の検討を行った。

（イ）再エネに関する調査研究

① 太陽熱・蓄熱技術研究会
　本研究会（STE（Society of Concentrating 
Solar Thermal Energy）技術研究会）は集光
型太陽熱発電（CSP），高温太陽熱による水素・
燃料製造および工業用として 100℃～ 600℃程
度の熱を供給する集光型太陽熱利用に関する
研究会であり，当該技術の開発に取り組む産
学のネットワークづくりを目的として 2012 年
６月 14 日に設立された。また，昨今は再エネ
大量導入における電力平準化や，CO2 削減策
の１つとして，熱による蓄エネルギー技術（蓄
熱技術）に対する関心が高まっていることか
ら，令和 2 年度から本技術についても積極的
に取り扱うこととした。令和２年度の３回の
研究会では，毎年秋に行われる CSP の国際会
議である SolarPACES の紹介を行うとともに，
再エネのコスト評価，技術動向，蓄熱に関す
る最新技術および国際動向について講演会を
実施した。本研究会は産学の連携を取り持つ
場を提供し，本分野の国内産業への技術力向
上，普及を促進する役割を担っている。

② 蓄熱システムに関わる技術開発の動向調査
  太陽光や風力などの出力変動が大きい再エネ
から負荷変動に対応した安定的な電力供給を
可能とするため，蓄エネルギー技術の開発が
重要視されている。近年は蓄電池等の他に，
熱によって蓄エネルギーを行い必要時に発電
する，蓄熱発電技術が注目されており，原子
力発電や石炭火力発電の効果的な運用改善の
手段として関心が高まっている。この蓄熱発
電技術に関して，公開情報を基にした調査や，
独自の解析・試算による検討を行い，主幹シ

ステムおよび補機類の構成・仕様，起動・運転・
停止時の運用方法，コストについて詳細に調
査するとともに，企業や団体が蓄熱発電の導
入や事業実現性を検討する際に必須となる，
蓄熱発電技術および電力市場の最新動向を整
理した。

③ 地域エネルギー利活用調査
　地域における木質バイオマスを用いたバイ
オマス発電の事業について，原料調達量，転
換方式，電力販売方法，および熱利用などの
周辺技術の可能性を検討することによってバ
イオマス発電の事業可能性を調査し，事業モ
デルを検討した。
　バイオマス発電の導入については 2022 年度
以降の固定価格買取制度（FIT）の要件に地域
活用電源であることが加わるため，事業者と
自治体の連携が更に重要となること，地域に
存在するエネルギー資源（再エネ，コジェネ
レーション（以下，コジェネ），蓄電池等）す
なわち，地域エネルギーを有効活用した地域
新電力の取り組みも地域活性化や防災の観点
で有用な事業となりうることがわかった。
　対象エリアでの単独での事業性の成立しに
くさをカバーするため，「地域レベルでの導入
の工夫」を盛り込んだ，発電と熱利用とで面
的展開を模索する事業モデルを提案した。

④ バイオエタノール導入に関する調査
　バイオエタノールの利活用に関する食物競
合および混合技術について，経済性，環境性，
持続可能性といった多面的な情報を整理した。
　現在大半のバイオエタノールがトウモロコシ
やサトウキビといった第一世代のバイオ燃料で
あるが，その利用によって従来言われていた食
料価格の高騰や食料不足は起こっておらず，ア
メリカではトウモロコシ農地面積を増やさずに
収穫量を増やすことに成功しているため，持続
可能なバイオ燃料と考えることもできる。さら
に，元々飼料作物として利用されてきたトウモ
ロコシからエタノールを製造する際には，発酵
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残渣をカスケード利用する DDGS（トウモロコ
シ蒸留粕 ) が飼料として併産されているため，
食料競合の問題は起こっていない。
　今後温暖化対策としてバイオエタノールの
導入拡大を考えるためにはエタノールの直接
混合を含めて広く見なおすべきではないかと
結論付けた。

（３）水素エネルギー関連

　エネルギーキャリアの観点から，CO2 フリー
水素普及シナリオに関する調査，エネルギー
モデルを用いた将来の水素需要量に関する調
査，水素エネルギーキャリアの経済性・環境
性に関する調査等を実施した。また，蓄エネ
ルギー手段および製造・利用技術に関する調
査研究も行った。

（ア）エネルギーキャリアとしての水素に関す

　る調査研究

① CO2 フリー水素普及シナリオに関する調査
 研究および研究会の開催
　「CO2 フリー水素普及シナリオ研究会」を自
主研究会として開催し，日本での CO2 フリー
水素普及のシナリオとシナリオ実現のストー
リー，エネルギーモデルによる将来の日本の
水素需要量の分析結果等を議論の素材として
提供した。水素普及シナリオは，①既存利用
拡大　②国際水素サプライチェーンの確立／
新規需給の本格化／水素ステーションの自立
化　③トータルサプライチェーンの CO2 フ
リー化／燃料転換／国際連携強化　④水素社
会の始まり，のステップで進むと想定した。
キーポイントである燃料転換は水素調達価格
がカーボンプライスを上乗せした従来エネル
ギーと同等以下となることで生じると思われ，
設定した条件下，火力発電では 22 ～ 23 円 /
Nm3 となる 2045 年頃起こり得る結果となっ
た。2015 年度から 2020 年度までの研究会成果
を「CO2 フリー水素普及シナリオ研究　総括
報告書」としてとりまとめ，ホームページに
公開した。

② エネルギーモデルを用いた将来の水素需要
 量に関する調査研究
　GRAPE のエネルギーモジュールを用いて，
各種条件における世界と日本の将来の水素需要
量の分析を継続して実施している。2020 年度
は，日本を含む様々な国や地域がカーボン
ニュートラルを目指している動きを踏まえ，こ
れらを考慮した各国・地域の CO2 排出量制約
の変更や新たな水素利用技術，ネガティブエ
ミッションの技術オプションを追加した。また，
日 本 の 水 素 需 要 を 詳 細 に 分 析 す る た め，
TIMES-Japan モデルとのソフトリンクを行っ
た。この分析から，日本の CO2 排出量制約を
満たすためには，発電部門では原子力発電の寿
命までの維持，太陽光・風力発電の大幅な導入
が必要である。運輸部門では水素が大幅に導入
され，特に乗用車では水素起源の合成ガソリン
を含む水素が利用される。世界では，2050 年
と 2060 年の CO2 制約（実質ゼロ）を課した西
欧と中国で，運輸部門を中心に水素の大幅な導
入が確認された。結果を「CO2 フリー水素普及
シナリオ研究会」に示し，議論するとともに，
成果を上述の報告書として公開した。

③ 水素エネルギーキャリアの経済性・環境性
  に関する調査研究
　エネルギーシステムの低炭素化に貢献する
ため，再エネなどから製造した水素を様々な
エネルギーキャリアに変換して輸送して，需
要地で利用するサプライチェーンの経済性と
環境性の分析を継続して実施している。水素
エネルギーキャリアには，それぞれ特徴があ
り，その経済性・環境性は，水素の製造場所・
生産規模・輸送方法・輸送距離・利用場所・
最終利用形態など，想定するサプライチェー
ンによって変動し，また利用時期（技術進展
をどの程度見込むか）によっても大きく影響
を受ける。水素エネルギーキャリアとして液
化水素・有機ハイドライド・アンモニア・合
成メタン・メタノール・合成液体燃料（e-Fuel）
など，製造場所として海外・国内，利用場所
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として水素ステーション・発電所・製鉄所・
民生産業用などを種々のサプライチェーンを
想定し，分析を実施した。成果の一部を学会
等の場で発表するとともに，合成液体燃料

（e-Fuel）については，「再生可能エネルギー由
来水素等を活用する低環境負荷な内燃機関自
動車用燃料に関する調査報告書　炭化水素系
燃料編」としてとりまとめ，ホームページに
公開した。

（イ） 蓄エネルギー手段としての水素に関する

　調査研究

① 水素を用いた国内再エネの有効活用に関す
  る調査研究
　変動性電源である太陽光発電や風力発電等の
再エネ大量導入をはかるためには，余剰電力の
有効活用が１つのポイントとなる。国内特定地
域に変動性再エネが大量に導入されたときに発
生する余剰電力の活用方法として，蓄電池によ
る電力貯蔵や水の電気分解による水素製造とそ
の利用（Power-to-Gas）を想定し，種々の条件
での経済性・環境性の分析を行った。

（ウ） 水素の製造・利用技術に関する調査研究

① 水素燃焼タービン発電に関する調査研究
　地球温暖化対策への取り組みが加速し，エ
ネルギー分野では再エネの導入促進と合わせ
て，化石燃料を利用する火力発電の脱炭素化
対策が急務となっている。LNG 火力発電の中
核であるガスタービン発電技術について，国
内外で行われている水素利用に向けた技術開
発動向を調査分析した。わが国の発電分野の
脱炭素化とガスタービン発電の役割，必要な
水素量の目安を検討し，ガスタービンでの水
素利用技術をまとめるとともに，世界の主要
ガスタービンメーカーが実施している水素の
混焼・専焼に関する技術開発や実証事業の状
況，将来の高効率発電技術として期待される
酸素水素燃焼技術等を調査した。その成果を，
月例研究会で紹介するとともに，「水素燃焼
タービン発電技術と世界の動向」として季報

エネルギー総合工学に発表した。

② 水素の製造技術に関する調査研究
　CO2 フリーの水素の製造技術として，再エ
ネで発電した電力による水の電気分解技術が
注目され，国内外において，基礎研究からシ
ステム実証まで，電解効率の向上，機器の大
型化，耐久性・負荷追従性の向上，コストダ
ウン等，様々な観点での研究開発が行われて
いる。アルカリ形水電解，プロトン交換膜形
水電解，アニオン交換膜形水電解，高温固体
電解質方水電解等，種々の方式の水電解技術
の特徴と国内外の開発動向を調査分析した。

（４）炭素循環エネルギー関連　

　化石燃料の高度転換・利用技術，炭素有効
利用・循環技術を核としたエネルギーシステ
ム研究に関して，CO2 分離・回収型石炭ガス
化複合発電の実用化検討，太陽熱利用 CO2 フ
リー燃料の経済性検討等を行うとともに，積
極的に炭素を活用する CCU 技術について研究
会の場において議論，意見交換を行った。

（ア）炭素有効利用・循環技術等のエネルギー

  システムに関する研究

① CO2 分離・回収型石炭ガス化複合発電の実
 用化検討
　現在，世界で進められている CO2 分離・回
収型石炭ガス化複合発電（IGCC）の実証事業
の進捗状況，CO2 分離・回収技術動向の調査
を行った。海外の実証事業の進捗状況につい
ては，公開情報も少なく総じて動きが鈍く，
石炭火力に対する風当たりの強さを感じさせ
る状況となっている。石炭火力から分離・回
収した CO2 の処理（CCS），活用方法（CCU）
については，未だ世界中で模索状態が続いて
おり，これら課題を解決すべく IGCC にいか
なる付加価値を与えられるか検討を行った。

② 太陽熱利用 CO2 フリー燃料の経済性検討
　海外の再エネによる発電単価は急激に低下
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しており，わが国の再エネだけでは賄えない
一次エネルギー源分については，この海外の
安い再エネの輸入を考えることは得策である。
温室効果ガスの１つである CO2 を排出するこ
となく，安定供給，経済性，環境，安全性（3E
＋ S）を堅持すべく海外の再エネの１つである
太陽熱エネルギーを蓄熱技術と組合せ，安定
的に CO2 フリー燃料（水素，メタン，メタノー
ル）を製造し，国内に輸入することは，その
目的に資する１つの解決策として期待される。
　そこで，国内で分離・回収した CO2 と海外
の太陽熱を活用し製造した再エネ水素を用い
て合成した各種 CO2 フリー燃料の経済性につ
いて，検討，評価を行った。

③ ACC（Anthropogenic Carbon Cycle）技術
 研究会
　ACC 技術研究会は，将来の低炭素／脱炭素
化に向けた CO2 排出量のマネジメントの重要
性に鑑み，CCU 技術の中でも大量に CO2 を処
理することが可能なエネルギーシステムの構
築を目的として，2019 年２月に設立された。
　わが国の新しいエネルギー供給システムの
構築のため，必要な CCU 技術の調査・研究，
開発・実証・検証等の実施を目指し，会員と
の技術情報交換，国への調査・実証研究の提案，
必要な要素技術開発やシステム開発に関する
提言等の発信を行い，産官学協力の下，新し
いエネルギーシステムの早期社会実証・実装
に向けた議論を深める場を提供している。

（５）原子力関連　

　福島第一原子力発電所事故を踏まえ，さら
に高い水準の安全確保を図るため，原子力の
安全性向上に資する技術開発プロジェクトを
実施したほか，過酷事故解析コードを活用し
た福島第一原子力発電所の事故進展および FP
挙動評価を進めた。また，原子力をめぐる最
新動向の分析，米国の原子力に対する取り組
み，新型コロナウイルス感染拡大の原子力へ
の影響と今後の原子力の役割に関する調査等

を行った。原子力プラント技術では，浮体式
原子力発電所の揺動時熱水力挙動を評価した。
国内廃止措置を円滑に進めるため，関連する
工程，技術，制度に関する調査，廃止措置を
担う人材育成のための教材開発および研修シ
ステムの構築，民間規格基準整備への支援，
および放射能インベントリ評価用コードおよ
び基盤データ整備に関する調査研究を行った。
また，大型機器を含む放射性廃棄物の処理・
処分に関する調査検討を行った。

（ア）福島第一原子力発電所事故関連

① 発電用軽水炉の安全対策高度化技術開発
　本技術開発は，福島第一原子力発電所事故
を踏まえ，深層防護の観点から原子力の安全
性向上に資する技術開発を選定し，国の支援
の下，プラントメーカおよび電気事業者と協
力して進めるプロジェクトである。2 テーマの
要素技術開発（静的デブリ冷却システム，
RCP シール漏えい防止対策技術）は，プラン
トメーカ３社が主体的に実施し，当研究所は，
プロジェクトの着実な管理を実施した。

② SAMPSON コードによる福島第一原子力発
  電所の事故進展および FP 挙動評価
　福島第一原子力発電所事故進展および現在の
デブリ・FP の状態を推定するため，経済協力
開発機構 / 原子力機関（OECD/NEA）におけ
る BSAF の後継プロジェクト ARC-F に参加し，
BSAF の経験を基に改良したシビアアクシデン
ト解析コード SAMPSON2.0 を用いて，福島第
一原発１～３号機の事故進展シナリオを構築し
た。また，同コードの解析結果をベースに，炉
内から建屋や環境に放出された放射性核種

（RN）の移行・沈着挙動を評価し，RN による
炉内・環境の汚染メカニズムを検討した。

（イ）原子力全般

① 原子力をめぐる最新動向の分析
　原子力の最新動向を分析するにあたっては，
関連ニュースを統計的に分析するということが
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有効な手法である。ここでは，主に World 
Nuclear News（WNN）のキーワードに着目し，
過去５年分の推移を分析した。その結果，大型
軽水炉の建設を中国，ロシアが主導し，国際展
開を積極的に進めている一方で，米国，英国，
カナダは原子力産業の復活を明確に志向し
SMR を軸として巻き返しを図っているという
構図が明確となった。また，2020 年第１四半
期より新型コロナウイルス関係のニュースが急
増していることも明らかとなった。

② 最近の米国の原子力に対する取り組み
　「原子力をめぐる最新動向の分析」の結果を
受けて，米国の状況の詳細調査を実施した。
米国は近年，原子力技術開発や輸出市場にお
けるリーダーシップは大幅に低下させている。
その状況をうけて，2020 年４月 23 日，米国エ
ネルギー省（DOE）長官が「米国の原子力で
の競争力優位性の復活−米国の国家安全保障
の確保戦略」を公表するなど原子力産業の復
活を明確に志向しており，小型モジュール炉

（SMR）の実証とそれに関連する先進技術の開
発に集中的に資金を投下している。2020 年代
後半の SMR 商業化を目指して，議会の法律制
定による支援と許認可を所掌する原子力規制
委員会（NRC）の協力も含めて，DOE は所有
する国立研究所のすべての施設の提供とマン
パワーを総動員しているようである。

③ 新型コロナウイルス感染拡大の原子力への
 影響と今後の原子力の役割
　世界中での新型コロナウイルス感染拡大とい
う状況を受けて，その原子力への影響を調査し
た。その結果，原子力発電所は，消毒の徹底や
社会的距離の確保といった一般的な対策を実施
しつつ運転を継続できているということが明ら
かになった。新設作業や保守作業については，
一部延期等の措置があったものの，これも順次
再開・継続しているようである。このような現
状を踏まえ，2020 年 6 月頃より，新型コロナ
ウイルス関連ニュースの力点は，今後の with

コロナの中で，経済性と気候変動問題対応を兼
ねたエネルギーである原子力をどう活用すべき
か，という方向にシフトしてきた。

（ウ）原子力プラント技術

① 浮体式原子力発電所の揺動時 BWR 熱水力
  挙動評価
　産業競争力懇談会（COCN）の浮体式原子力
発電検討会に参画し，沸騰水型原子炉（BWR）
を炉型として採用した場合のプラント成立性に
ついて評価した。成立性評価では，BWR プラ
ントの重要パラメーターである原子炉内沸騰挙
動・ボイド率に着目し，これらパラメーター変
化に起因する炉出力や限界熱流束 への揺動の
影響について調査・検討した。検討の結果，定
性的には BWR 安定運転時では揺動の影響は小
さく，浮体揺動時にも運転継続可能であり原子
炉停止に至る可能性が低い見通しを得た。また，
概念設計への設計条件整備として，浮体縦揺時
および傾斜時の詳細評価，および BWR 実機条
件での評価を今後の課題として提言した。

（エ）原子炉廃止措置に関する調査研究

① 廃止措置に係る工程，技術，制度に関する
  調査および課題への対応策の検討
　廃止措置分野の学識経験者による検討委員
会を開催し，通常炉の廃止措置状況や課題等
について検討を行うとともに，最近の国内外
の廃止措置の実施状況に関する情報の共有を
行った。また，課題解決策について関係機関
の理解獲得のために社会へ提言を行う資料と
して，本年度は原子力発電所から発生する大
型機器の処理に関する技術レポートを作成し，
公表した。この提言については，現在，国に
おいて検討されているエネルギー基本計画策
定会議においても取り上げられている。

② 廃止措置を担う人材育成のための教材開発
  および研修システムの構築
　状況が変化していく廃止措置対象施設に対し
て，安全かつ合理的に廃止措置を実施していく
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ためには，このような廃止措置の本質を理解し
た“廃止措置マインド”を有する人材が必要で
ある。このような要件を満たす技術者として，
海外実施事例を参考に国際的な視野を持った，
原子力施設の廃止措置の計画，実施および終了
の各段階において効果的なプロジェクトマネジ
メントを実践できる人材を育成することを目的
とする事業の支援を行った。
　また，その支援を通じて培った経験をもと
に，廃止措置を担う人材育成のための教材を
開発するとともに研修システムを構築して事
業展開に取り組んだ。

③ 廃止措置に関する民間規格基準整備への支援
　日本原子力学会による原子力発電所の廃止
措置に係る基本安全原則や計画に関する標準，
廃止措置の安全評価に関する標準，廃止措置
全般にわたるガイドライン類の制定および改
定のための業務を実施した。

④ 廃止措置に係る放射能インベントリ評価用
 コードおよび基盤データ整備に関する調査研究
　安全かつ合理的な原子力発電所等の廃止措
置や運転中廃棄物の処理・処分の計画立案に
当たって必要となる，施設に残存する放射能
の性状，分布および量を把握する放射能イン
ベントリ評価に関し，同評価に用いる中性子
輸送計算および放射化計算に係る技術的知見
の提供等を実施した。

（オ） 放射性廃棄物の処理・処分に関する調査

  検討　
① 循環経済における放射性物質／放射性廃棄
  物管理に関する海外動向調査
　日本では使命を終えて廃止措置に移行した原
子力発電所も増加している。今後原子力発電所
の廃止措置が進められると，さらに大量の大型
機器が発生し，敷地内に保管され続け，廃止措
置作業スペースを圧迫することが予想される。
　国内の原子力発電分野における循環経済お
よび廃止措置の円滑な推進などに資するため，

循環経済を進めている欧米での大型機器の処
理の実績等の調査を踏まえて，わが国におい
て保管されている，または今後発生する大型
機器の処理の在り方等について評価を行った。

（６）国際標準関連

　ISO（国際標準化機構）の国際規格の策定に
係る活動を進めた。

① エネルギーマネジメント・省エネルギーに
  関する国際規格開発
  エネルギーマネジメント・省エネルギー分野
の国際規格の開発において，わが国の意見を
適切に反映させるため，ISO/TC301（エネル
ギーマネジメント・省エネルギー量）の国内
審議委員会および同 WG の事務局として，産
業界・学識経験者・省エネルギー専門家等か
らなる委員会・WG を組織運営し，課題の検
討と国際規格案への対処案の作成等を継続し
て実施している。2020 年度は，日本提案に基
づく ISO50009「複数の組織で共通の EnMS を
実施するためのガイダンス」開発の最終年度
にあたり，この規格開発を推進して，2021 年
３月にエネルギーマネジメント分野で初の日
本提案の規格となる ISO50009 の発行に至っ
た。２番目の日本提案である ISO50011「エネ
ルギーマネジメント進展度の評価」も正式承
認を得て，規格開発を開始した。また，基本
規格 ISO50001 をはじめとする同分野の国際規
格に影響を与えうる国際動向について，継続
的に情報収集を実施した。

３．情報発信・広報事業

（１）　定期刊行物の出版

　当研究所の調査研究活動の紹介および重要
なエネルギー技術開発の動向の周知を目的と
して，毎年，四半期毎に ｢ 季報エネルギー総
合工学 ｣ を作成しており，令和２年度も表１

に示すとおり４号（第 43 巻第１号～第４号）
を発行した。（発行部数各約 1,000 部）
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（２）月例研究会の開催

　当研究所の賛助会員等を対象に，研究所の
調査研究成果の報告および時宜を得た情報の
提供を目的とした「月例研究会」を昭和 58 年
度から開催しており，令和２年度も引き続き，
表２に示すとおり計９回開催した。
　なお，新型コロナウイルス感染症の影響で
４，５月は休会とし，６月よりウェブ会議での
開催とした。講演資料のデジタル化および賛
助会員限定ウェブサイトへの事前掲載を継続
したことに加え，ウェブ会議で遠方からの参

加障壁も無くなった結果，参加者数は全体的
に大きく増加した。今後は新型コロナウイル
ス感染症の状況や参加者からのアンケート結
果を踏まえつつ，ウェブ会議，従来の航空会
館での開催およびウェブ会議とのハイブリッ
ド開催を検討する。
 

（３）メールマガジン（IAE Newsletter）の発行

  当研究所の研究員によるコラムを新設しエネ
ルギー・環境分野の内外動向等に関する考察
を発信するとともに，月例研究会の開催概要，
個別研究会の動向，当研究所研究員の外部発
表紹介を掲載するなど，コンテンツの充実を
図った。また，見やすさの改善と合わせて，
賛助会員専用ホームページに PDF ファイルで
保存し閲覧を容易にした。

（４）カーボンリサイクル本の出版

　CO2 を炭素資源（カーボン）と捉え，これを
回収し，多様な炭素化合物として再利用（リサ
イクル）するカーボンリサイクルは，大気中に
放出される CO2 の削減，気候変動問題の解決
に貢献および新たな資源の安定的な供給源の確
保につながり得る。一方でカーボンリサイクル
全体を俯瞰する出版物が無かった。そこで当研
究所は関連技術全般をカバーし，さらに理解の
しやすさも意識した「図解で分かるカーボンリ
サイクル」を令和２年 9 月に出版した。複数の
雑誌等の書評で好評価され，カーボンリサイク
ル技術全般の普及に貢献した。

（５）スタートアップスとの連携支援事業

　近年，社会経済を巡る情勢や産業構造が変
化し，企業を取り巻く競争環境がより厳しさ
を増す中，ベンチャー　企業，大学等との協
働を通じたイノベーションへの取り組みが活
発化している。この取り組みを賛助会員の関
心の高いエネルギー分野中心に拡大するため，
ベンチャー支援機関のケーエスピー社と連携
し，スタートアップス（ベンチャー企業），大
学等による事業紹介・講演の場として，「IAE

号 寄稿・調査研究報告のテーマ名

第 43巻第１号

（令和２年 4月）

・令和元年台風 15 号による千葉の停電事象および地域エネルギー活用につ
　いて
・地方創生を目指した地域エネルギー利用について
・安全解析チームの数値シミュレーションに対する取り組み
　～原子炉隔離時冷却系（RCIC）の研究を例に～

第 43巻第２号

（令和２年 7月）

・世界の原子力に関する最新動向と今後に向けた考察
・寄稿変動対策における原子力の役割と技術的・社会的課題　
　～「気候変動と原子力の役割に関する国際会議」を踏まえて～
・廃止措置を推進する技術者育成カリキュラムの構築と研修の実施
・将来を担う廃止措置技術者の養成 ～廃止措置海外研修の意義と成果～

第 43巻第３号

（令和２年 10月）

・新型コロナウイルスの感染拡大と共鳴する米国のシェール・ガス革命，
　シェール・オイル革命
・蓄熱を利用する蓄エネルギー技術「カルノーバッテリー」と最新高温用
　蓄熱材料の紹介
・自治体エネルギー公益的事業体「日本版シュタットベルケ」の可能性
・蓄熱発電の可能性と世界の開発計画

第 43巻第４号

（令和３年 1月） 

・わが国における運輸部門のCO2 排出削減に対するバイオエタノール導入の
　効果
・WNN ニュースから見た世界の原子力動向と米国の原子力産業復活の国家
　戦略・支援策
・新型コロナウイルス感染症の原子力への影響と今後の原子力の役割
・水素燃焼タービン発電技術と世界の開発動向
・大規模水素サプライチェーンの国際実証
・国際水素サプライチェーンの構築に向けた取組み

令和 2年６月

開催年月 報告題目

令和 2年７月

令和 2年８月

令和 2年９月

令和 2年 10 月

令和 2年 11 月

令和２年 12 月

令和３年 1月

令和３年３月

中東情勢と新型コロナウイルスが共鳴するシェール・ガス革命とシェール・ 
オイル革命の未来
2020 年度 電力供給計画の取りまとめについて（概要）
日本版シュタットベルケの可能性
地域エネルギー利活用の課題と展望
蓄熱発電の可能性と世界の開発計画
カルノーバッテリー技術における国際連携と北海道大学における高温蓄熱研
究の紹介
WNNから見た最近の原子力動向
最近の米国の原子力に対する取組み
COVID-19 の原子力への影響と今後の原子力の役割
An Overview of the Nuclear Energy Agency: NEA Activities during the 
Pandemic （ポストコロナを見据えたNEAの取り組み）
CO2 を利用する循環エネルギーシステム「カーボンリサイクル」（１）
CO2 を利用する循環エネルギーシステム「カーボンリサイクル」（２）
水素燃焼タービン発電技術と世界の開発動向
大規模水素サプライチェーンの国際実証
　　～世界初国際間水素サプライチェーンの紹介～
国際水素サプライチェーン構築に向けた取組み
ネット・ゼロ排出とその達成に向けた課題
先進的CO2 分離膜の開発とその将来展開
循環経済における廃止措置（放射性廃棄物管理）の在り方と取り組み
廃止措置で発生する放射性物質／放射性廃棄物管理の最適化－ OECD/NEA
の取り組み－
カーボンニュートラルに向けた世界の動きと日本の対応

表１　季報の報告テーマ

表２　月例研究会の報告テーマ
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オープンイノベーションフォーラム」を令和
２年９月に開催した。その結果，個別面談が
22 件成立したことから令和３年度も 7 月１日
に第２回を開催予定である。
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研究所のうごき
（令和３年４月１日〜６月 30 日）

◇ 第 27 回理事会

日　時：６月８日（火）14:00 〜 15:00

場  所：Ｗ eb 会議（Ｗ ebex を使用）

議  題：

　第１号議案  令和２年度事業報告および決算に

  ついて

　第２号議案  公益目的支出計画実施報告書につ

  いて

　第３号議案  監事の報酬総額ならびに役員報酬

  規程の改定について

　第４号議案  定時評議員会の開催について

　報告事項　  常勤役員候補者選考委員会の結果

  について

  業務執行の状況について

◇ 第 15 回評議員会

日　時：６月 25 日（金）14:00 〜 15:00

場  所：Ｗ eb 会議（Ｗ ebex を使用）

議  題：

　第１号議案  令和２年度事業報告（報告事項）

  および決算について

　第２号議案  公益目的支出計画実施報告書（報

  告事項）について

　第３号議案  役員の選任について

　第４号議案  評議員の選任について

　第５号議案  常勤役員候補者選考委員会委員の

  選任について

　第６号議案  監事の報酬総額ならびに役員報酬

   規程の改定について

　報告事項　 常勤役員候補者選考委員会の結果

 について

 業務執行の状況について

◇ 第 28 回理事会（臨時）

日　時：６月 25 日（金）16:00 〜 16:15

場  所：Ｗ eb 会議（Ｗ ebex を使用）

議  題：

　第１号議案  代表理事および業務執行理事の選

定について

　第２号議案  役員報酬額について

　第３号議案  事務局長の委嘱について

　第４号議案  賛助会員規程の改定について

◇ 月例研究会

第 408 回月例研究会（Web 開催）

配信日時：４月９日（金） 14:00 〜 15:00

テーマ：

 原子力発電所から発生する大型機器の処理

について〜原子力発電所廃止措置調査検討

委員会の取り組み〜

（（一財）エネルギー総合工学研究所　原子力

技術センター　部長　堀川 義彦）

第 409 回月例研究会（Web 開催）

配信日時：５月 20 日（木） 14:00 〜 15:00

テーマ：

発電事業のゼロエミッションに向けて

（東京電力ホールディングス㈱　フェロー　

姉川 尚史氏）

第 410 回月例研究会（Web 開催）

配信日時：６月 18 日（木） 14:00 〜 15:00

テーマ：

バイデン新政権の誕生，脱炭酸ガスへの動

きとシェール・ガス革命，シェール・オイ

ル革命の最新動向

（和光大学 経済経営学部 教授  岩間　剛一 氏）

◇ 外部発表

［講演］

講演者：岡崎 徹

テーマ：再エネ大量導入を経済的に実現する蓄熱

 発電と国内外の技術開発動向

講演先：日本産業機械工業会

日　時：４月 27 日

［寄稿］

寄稿者：飯田 重樹

テーマ：水素エネルギーキャリアの経済性分析

 （第２章）

寄稿先： 『有機ハイドライド／アンモニアの合成

季報エネルギー総合工学第 44 巻 第２号（2021）



   と利用プロセス』（シーエムシー出版）

発行日：４月 12 日予定

寄稿者：小野崎 正樹，橋崎 克雄

テーマ：火力発電の脱炭素化に向けたカーボンリ

   サイクル活用の検討

寄稿先： 『火力原子力発電』５月号

寄稿者：黒沢 厚志，加藤 悦史

テーマ：日本の長期 CO2 削減とネガティブエミッ

 ションの役割

寄稿先：『エネルギー・資源』５月号（Vol.42 No.3）

発表者：岡崎　徹 

テーマ：経済的脱炭素社会を実現する蓄熱発電と

 回転発熱機 

寄稿先：『電氣評論』６月号
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　日本の脱炭素化に向け，政府は昨年 10
月の 2050 年カーボンニュートラル，脱炭
素社会の実現を目指す宣言，更に本年４
月の気候変動サミットでの 2030 年温暖化
ガス 13 年度比 46% 減と急速に動いた。ま
ずは，風力，太陽光といった再生可能エ
ネルギーによる電力供給の脱炭素化が急
務である。しかし，2019 年度では，電力
供給による CO2 排出が全体の約 40％であ
るのに対し，産業と運輸の合計が約 43％
とそれよりも多い。
　本号では，運輸部門の自動車の低炭素
化に関する取り組み，非効率石炭火力の
フェードアウト，更に原子力分野の廃止
措置と英国の最新動向を紹介した。分野
は異なるが共通している点は２つある。
１つ目は，ライフサイクルでの評価（LCA）
の重要性，2 つ目は 2050 年に向けて現実
にどう移行するかの視点である。前者で
大きく先行する欧州は 2050 年に向け，レ

アメタル等も含む鉱物資源を欧州内でリ
サイクルする循環経済へ舵を切り，欧州
外に依存しないエネルギー安定供給に動
いている。後者については欧米も課題を
抱えながらも，対応できるもの，今後の
イノベーションに期待するもの等，多面
的に対応している。このように，世界的
な脱炭素化の動きはもう止まらない。
　先行する欧州，シェールガス・オイル
でエネルギー覇権も持つ米国，更には中
国の台頭もあり，日本の国際的地位は相
対的に低下している。今後 10 年がその先
の日本を決める時期である。
　今回，令和２年度の事業報告を全編掲
載とした。弊所の事業内容を知って頂く
一助になると期待するとともに，10 年後，
30 年後の真の姿が見えない中で，本号が
皆様の今後の事業活動に少しでもご参考
となれば幸いである。

編集責任者　茶木雅夫

編集後記
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